
第２章　千葉市の男女共同参画の推進

基本目標Ⅰ　男女共同参画社会実現に向けての理解の促進

施策の方向１　男女の個性と能力を伸ばす学校教育の推進

①男女平等教育の推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 －

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 B

令和３年度事業

・小・中学校の新任教員に
対し、拠点校指導方式によ
り、年間指導計画に基づく
研修を年間30時間以上実施
した。
・授業研修(年間150時間以
上)、研修の準備と整理(年
間90時間以上)の合計240時
間以上の研修を実施した。

【課題・懸案】
・新型コロナ感染症への対
応
・教育講演会への市民参加
の促進
【改善策・今後の方向性】
・新型コロナ感染症に対応
し、研修内容に応じた参集
型やリモート等の研修方法
の工夫
・市政だより等を活用した
一層の周知
・魅力ある演題の設定の工
夫

養護教育
センター

教育セン
ター

新型コロナ感染症の影響で
ほとんどの講座が書面開催
となった。実施できた講座
では、男女の職業能力の開
発と資質向上に効果があっ
た。

基本研修　4講座
専門研修　9講座
を実施
※新型コロナ感染症の影
響で24講座は書面開催、
2講座が中止。

・研修内容の企画・立案や
講師の招聘において、男女
双方の意見を参考にした。
また、受講生のグループ編
成において、男女の偏りが
ないように留意した。
・固定的な男女の役割意識
を学校での生活や教育の中
で無意識のうちに子どもた
ちに伝えていくことがない
よう研修を実施した。

新型コロナウィルス感染症
拡大予防のため、集合研修
の回数が大幅に減少した
が、実施した事業に関して
は、成果を得ることができ
た。

研修を進めるうえで、男女
双方それぞれの視点から、
様々な意見を聞くことがで
き、有意義な研修だった。
今後も継続していくことが
必要である。

教育セン
ター

・研修において理論を深め
ると共に、視野を広げ、実
践につながるよう学ぶこと
ができた。
・R3年度は新型コロナウィ
ルス感染症の影響で動画配
信での研修も多く、職員同
士の意見交換の場を持つこ
とはできなかった。

性別、障害の有無ではな
く、子ども一人一人を大切
にできるよう、専門性を高
められるようにしている。

・今後も新規開設園の増加
も見込まれるため、研修を
受ける機会が平等となる体
制づくりをする。職員の専
門性の向上を図るため、研
修内容を検討し、特に小規
模保育施設等へのアプロー
チを行っていく。

・感染防止の観点から集合
研修が実施できない場合も
動画配信での研修を実施す
る。

幼保運営
課

年度ごとの自己評価

学校現場での人権課題や社
会情勢に合った課題
（LGBT、児童虐待等）につ
いて理解を促進する。

【課題・懸案事項】
研修内容が多岐に渡ってお
り、研修日程拡充の必要性
もあるが、他の行事や研修
と重なるなど、日程調整が
難しい。
【改善策・今後の方向性】
限られた日程のなかで、よ
り効果的な研修内容となる
よう検討を進めていく。

人権教育担当者研究協議会
及び管理職特別研修会（人
権教育）を紙面研修として
実施し、人権教育の推進を
図った。

男女共同参画社会に関する
知識・理解は深まってお
り、今後も取組を継続・拡
充していく。

898

学校教育におい
て、生命・人
権・人格を重ん
じた「人間尊重
の教育」を推進
する。

人権教育担当者研究協議
会及び管理職特別研修会
（人権教育）を紙面研修
として実施し、人権教育
の推進を図った。

事業名 事業内容

20

・初任者研修
　163人
・リレー研修(2年目)
　146人
・　　〃　　(3年目)
　151人
・5年経験者研修
　162人
・中堅教諭等資質向上研
修
　165人
・20年経験者研修
　21人
＊上記の報償費のみ

教職員研
修の充実

72

8月と11月に研修会を予
定していたが、新型コロ
ナウイルス感染予防のた
め8月は中止とし、11月
のみ開催した。教頭登載
者29人を対象に【教職員
のメンタルヘルス、学校
徴収金・学校危機管理へ
の取組、これからの管理
職に求められる資質、不
祥事防止対策】について
講義を行った。

11103 保育所職
員研修事
業

事業
№

教育指導
課

教育職員
課

所管課

・小・中学校の新任教員
に対し、拠点校指導方式
により、年間指導計画に
基づく研修を年間30時間
以上実施した。
・授業研修(年間150時間
以上)、研修の準備と整
理(年間90時間以上)の合
計240時間以上の研修を
実施した。
・拠点校指導員の研修旅
費

人権教育
推進事業

80

11102 教職員の階層に
応じた研修を実
施する。

110

研修では性別にとらわれる
ことなく、児童生徒が自ら
の生き方を考え、自分の意
志と責任で進路を選択・決
定する能力・態度を身に付
けることができるような学
習内容を考えることができ
るよう指導した。

・人権教育担当者研究協議
会では、様々な人権課題の
一つに女性の人権問題があ
ることを周知した。
・管理職特別研修会では、
学校における性同一性障害
や性的指向・性自認に係
る、児童生徒に対するきめ
細かな対応等の実施につい
て周知した。

-

学校の管理・監督者として
必要な知識や情報を提供す
ることができたが、協議を
行うができず十分な意見交
換ができなかったため。

教職員のメンタルヘルスで
は、教職員の男女における
ストレス要因や管理職とし
て男女平等、相互理解、協
力等の意識をもって指導に
当ることを研修した。
不祥事防止対策では、わい
せつ・セクハラ防止に向け
た内容を取り入れた。

11101

・新しく子供たちにかかわ
る教職員の資質や力量の向
上を図るため、基本的な研
修を4講座実施した。
・専門研修は書面開催を含
めて33講座の実施となった
が、職種の専門性を高める
とともに、子供を様々な視
点から捉え、個性と能力を
発揮できる教育環境の整備
推進をテーマに研修をし
た。
・企画・立案・運営につい
て、所内全員で協議し、男
女隔てなく分担している。

保育の質の向上
を図り、専門的
で高度な知識や
技術を習得する
ため、職種別研
修等を行う。

・短期派遣研修
（6回24名）
・職種別研修
（55回）
総括主任保育士研修
栄養士研修
看護師研修
調理員・用務員・技能員
研修
衛生講習会
保育士研修
障害児保育研修
食物アレルギー対応研修
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②個性や能力を尊重した教育環境づくり

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 A

H30 A

R1 A

R2 B

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

・キャリア教育・進路指導
に当たって、男女共同参画
社会を前提とし、男女共通
の教育を実施した。

・男女共同社会の知識・理
解は深まっており、将来の
社会参画を見据えて、取組
みを継続していく。

教育改革
推進課

・男女問わず、生徒のニー
ズを踏まえ、将来の社会参
画につながる新規協力企業
を拡充した。

・男女共同参画に配慮した
職業体験学習は進んでお
り、今後も同様の取組みを
継続していく。

教育改革
推進課

児童生徒が男女関係なく、
カウンセリングを受けるこ
とにより、悩みの解消、い
じめや不登校の未然防止、
早期解決につながった。

男女を問わず教育相談を実
施することにより、児童生
徒、保護者の悩みの解消、
いじめや不登校の未然防
止、早期解決につながっ
た。

・相談員は、相談者の悩み
にできるだけ寄り添うよう
にしている。男女を問わず
悩みを抱える児童・生徒の
相談に応じられた。
・教育相談担当による学校
訪問によって、不登校の児
童生徒の把握と支援を行っ
た。

性別にとらわれることな
く、相談者の悩みにできる
だけ寄り添うようにして児
童・生徒・保護者が安心し
て相談できるようにしてい
く。

教育支援
課

教育相談
・来所相談 1,541件
・電話相談 1,901件
・土曜相談    43件
・医療相談　  62件
学校訪問相談員の派遣
　112校　407回　訪問
ハッピーキャンプ
　新型コロナ感染症の影
響で中止

27,387

・相談
①電話相談 517件（夜間
相談件数346件を含む）
②ＳＮＳ相談 1087件
③学校訪問相談 校(小学
校16校・中学校11校・特
別支援学校1校)
④生徒指導調査研究委員
会による調査及び研究協
議、生徒指導資料作成を
行い、市内各学校に周知
を図った。

5,517

11201 進路指導
推進事業

将来の生き方を
考える進路指導
の推進に努め
る。

・キャリア教育推進連携
会議を年２回開催（1回
は紙面会議）
・キャリア教育主任研修
会を１回開催（紙面開
催）
・中学１、２年生にキャ
リア教育ノート、3年生
に進路選択の手引を作
成・配布
・専門高校リーフレット
を作成し、中学１・２年
に配付
・保護者資料「子供と共
に考える進路」を千葉市
HPに掲載

2,281

・キャリア教育推進連携会
議を年２回開催し、個性や
能力を尊重した教育環境づ
くりを踏まえた職業体験学
習推進の検討を行った。
・キャリア教育主任研修会
を１回開催し個性や能力を
尊重した教育環境づくりの
ための周知を図った。
・配布資料やHP掲載資料の
作成にあたり、個性や能力
を尊重した進路選択ができ
るような内容を充実させ
た。

職場体験
の推進

中学校における
職場体験を通し
て、働くことの
意義を自覚さ
せ、勤労観・職
業観を育む中
で、主体的に自
己の生き方を考
えさせる。

・職場体験実施率11.1％
・職場体験の代替事業と
して、出前授業（職業講
話）における新規協力企
業を拡充した。

0

・コロナ禍の影響で、受け
入れ企業からの中止申し入
れなどもあり、職場体験実
施率は2年続けて100％では
なくなっているが、生徒の
ニーズに応じた出前授業
（職業の講話）が実施でき
るよう、新規協力企業を拡
充した。職場体験と出前授
業を合わせて「職業体験学
習」として捉え、各学校が
選択できるよう推進した。

11203 スクール
カウンセ
ラー活用
事業

臨床心理に関し
て専門的な知
識・経験を有す
るスクールカウ
ンセラーを配置
し、児童生徒へ
のカウンセリン
グを実施すると
ともに、教職員
及び保護者に対
する助言・援助
を行い、いじめ
や不登校等の問
題について未然
防止や解決を図
る。

全市立学校にスクールカ
ウンセラーを配置し、児
童生徒へのカウンセリン
グや保護者及び教職員か
らの悩み等の相談にあ
たった。小学校と特別支
援学校は配置時間数を拡
充した。相談件数は、小
学校26,941件、中学校
23,809件、高等学校319
件、特別支援学校705件
であった。

176,120

・児童生徒一人一人の個性
や能力を尊重した対応によ
り、悩みの解消を目指し、
いじめや不登校の未然防
止、早期解決に努めた。
・男女それぞれの悩み及び
男女問わない悩みの相談に
的確に対応できるように、
スクールカウンセラーの研
修の充実を図った。
・男女それぞれの相談に的
確に対応できるよう、ス
クールカウンセラーの適性
な採用・配置に配慮してい
る。

性別にとらわれることな
く、様々な発達段階からカ
ウンセリングを受けられる
教育相談体制充実のため
に、スクールカウンセラー
の配置時間の拡充を目指
す。

11202

教育支援
課

教育相談
の充実

電話相談　延べ4,198件
来所相談　延べ2,964件
訪問相談　104件
医療相談　116件
教育支援センター　199
名
中学校グループ活動
　67名
小学校グループ活動
　50名 115,971

・相談希望の保護者に対し
て、適切な相談の機会を
提供した。
・保護者に子育てに係るこ
との大切さを伝えるととも
に、土曜教育相談を実施し
て保護者がともに来所でき
るようにした。
・企画・立案・運営につい
て、所内全員で協議し、男
女隔てなく分担している。

・性別にとらわれることな
く、相談者の希望や状況に
寄り添った丁寧な教育相談
を実施し、引き続き不登校
の子供の社会的自立に向け
た支援を充実させていく。
・家庭訪問相談派遣枠が不
足しており、待機児童生徒
が多数出ている。相談員の
増員が必要である。
・教育支援センターの小学
生への支援拡充のため、小
学生に特化した指導員の配
置を行っていく必要があ
る。

教育セン
ター

各事業で丁寧に対応し、学
校復帰や学校部分復帰を果
たすことができた。社会的
自立を支援するための教育
支援センターは各区に計6
か所設置し順調に運営する
ことができた。すべての事
業で前年度より多くなって
いる。特に、家庭訪問相
談、教育支援センターの増
加が著しい。

【課題・懸案】
・学校や関係機関との連携
・保護者間の連携
【改善策・今後の方向性】
・連携会議等の充実
・教職員研修等の機会をと
らえた一層の理解推進
・保護者相互の情報共有の
促進

養護教育
センター

男女がともに担う家庭生活
や子育て、ひとり親家庭の
子育てへの支援に効果が
あった。

・男女それぞれの相談に適
切に対応できるよう、相談
員の研修の充実を図った。
・DV被害などの保護者相談
にも対応している。

11204 教育センター及
び養護教育セン
ター等におい
て、教育相談
（電話相談、来
所相談、訪問相
談等）を行う。
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実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

男女問わず、生徒のニーズ
を踏まえ、将来の社会参画
につながる新規協力企業を
拡充した。

0

・キャリア教育推進連携
会議を年２回開催した
（１回は紙面会議）。
・出前授業（職業講話）
における新規協力企業を
拡充した。
・キャリア教育主任会で
キャリア教育ガイドブッ
クの活用を促した。

121

・キャリア教育推進連携会
議を年２回開催し、個性や
能力を尊重した教育環境づ
くりを踏まえた職業体験学
習推進の検討を行った。
・生徒のニーズに応じた出
前授業（職業の講話）が実
施できるよう、新規協力企
業を拡充した。職場体験と
出前授業を合わせて「職業
体験学習」として捉え、各
学校が選択できるよう推進
した。
・キャリア教育主任研修会
を１回開催し個性や能力を
尊重した教育環境づくりの
ための周知を図った。

所管課

教育セン
ター

アントレプレナーシップ
教育を推進するため、令
和3年12月に設立した産
学官による「ちばアント
レプレナーシップ教育コ
ンソーシアム」を中心
に、子どもたちの興味や
自主性を尊重したプログ
ラムを提供していく。

引き続き、企業等のキャリ
ア教育への参画を推進して
いく。

・男女共同参画に配慮した
職業体験学習は進んでお
り、今後も同様の取組みを
継続していく。

- - -

教育改革
推進課

多くの子ども達
が様々な内容の
キッズアントレ
プレナーシップ
教育が受けられ
るよう、大学や
企業等との連携
を拡げることに
より、市内各地
域で多様な講座
やイベント等を
実施し、次世代
を担う子どもの
起業家精神を喚
起する。

・西千葉子ども起業塾
　66人
・幕張新都心ビジネスス
クール
　15人
・夏休みおしごと感動体
験ワクワクワークデー
　中止 1,179

性差による固定的な職業観
を意識することなく委員の
選定や意見交換を行った。

29年度で事業終了。
29年度に開発された研修
プログラムをもとに、社
会体験研修は継続して実
施する。

-

キャリア教育推進連携会
議を開催した。

性差による固定的な職業観
を意識することなく、子ど
もたちの興味や自主性を尊
重できるプログラムにし
た。

雇用推進
課

教育改革
推進課・
雇用推進
課

個性や能力に応じた体験が
でき、参加者アンケートの
結果からも、事業の目的を
概ね達成できた。

11206 ちばっ子
商人育成
スクール
〔新規〕

企業や学校関係者などさま
ざまな立場の視点から、
キャリア教育に関連する意
見交換を実施できた。

11205 キャリア
教育の推
進
〔新規〕

産学連携の会議
を設置するとと
もに、教育研修
プログラムの開
発などを行い、
地域経済や地域
産業を支える人
材の育成や確保
に向けたキャリ
ア教育の充実を
図る。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

③子どもの教育に対する家庭や地域の積極的参画

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28
B

H29
B

H30
B

R1
B

R2
B

R3
B

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

11302 家庭教育
資料作成
事業

学校・家
庭・地域
連携まち
づくり推
進事業

・家庭教育資料の内容、イ
ラストに男女の偏りがない
か留意した。

保護者を対象に引き続き配
布を行うとともに、掲載内
容については、関係機関等
からの情報を元に、適宜見
直しを行い、家庭教育資料
の充実を図る。学校現場に
おいて、学級懇談会や入学
説明会などで活用してもら
えるように周知していく。

健全育成
課

性差に関する表現をしない
よう心掛けた。各校の地域
コーディネーターは、性別
に関係なく依頼されてい
る。

544

ゲーム障害に関することに
ついて低学年、高学年、中
学生と発達段階に応じた記
載で掲載した。自画撮り画
像の被害について前年度に
引き続き高学年版にも掲載
した。

1,483

当該活動を通じて、学校で
の教育活動に家庭や地域の
参画を促進するとともに、
子どもたちの地域に対する
愛着や誇りを育む機会と
なった。

・小学1年生　9,040部
・小学5年生　9,420部
・中学1年生　8,170部

コロナ感染症防止に伴い、
大幅に活動が縮小した。た
だし、コロナ感染症の終焉
を見据え、組織の拡充は
図っていった。

コロナ禍ではあったが学
校を核として、市内54中
学校区で約80,000人の児
童生徒、保護者、地域の
方々が参加した。
花いっぱい活動　22中学
校区
挨拶運動　17中学校区
美化活動　12中学校区
地域清掃活動　14中学校
区

11301

491

各中学校区にお
いて、まちづく
り推進会議を開
催し、学区小中
学校を核とした
家庭と地域の三
者が連携した安
全・安心で過ご
しやすいまちづ
くりを企画立案
する。この活動
を通して、子ど
もたちの地域に
対する愛着や誇
りを育む。

教育指導
課

地域団体等との連携が活発
に行われている地区の事例
を紹介し、他地区でも事例
を活用をすることで、地域
活動への参画の推進を図っ
た。

継続し、設置校を増やして
いく。

学事課

全ての中学校区において活
動が定着し地域に根付いて
おり、一定の成果を果たし
たとして廃止となった。

11303 学校と地
域の連
携・協働
体制の整
備事業
〔新規〕

学校・家庭・地
域が一体とな
り、地域ぐるみ
で子どもを育て
る体制を整備す
るための学校支
援地域本部を、
より多くの学校
区に設置する。

1　学校支援地域本部設
置45校への継続支援
2　新設置予定校10校へ
の説明・支援
3　地域コーディネー
ター研修会の実施
4　各校報告書のとりま
とめ

小学校入学時、
高学年になる5
年生時及び中学
校入学時に、保
護者に子育て支
援の一環として
子育ての手引き
を配布する。

14 



第２章　千葉市の男女共同参画の推進

施策の方向２　家庭や地域における学習機会の充実

①市民の男女共同参画意識の醸成

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

年度ごとの自己評価

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業

【課題・懸案事項】
参加者数増加のための方策
の検討が必要

【改善策・今後の方向性】
引き続き、実施・周知方法
や開催時期、開催方法等に
ついて十分検討を行ってい
く。また、講演会以外の方
法での意識啓発等の方法に
ついても研究していく。

男女共同参画社会の形成に
対する市民及び事業者の関
心を高め、理解を深めると
ともに、男女共同参画社会
の形成に向けた取組が積極
的に行われるよう、市男女
共同参画週間事業を実施し
た。

【改善策・今後の方向性
等】
引き続き、周知方法や関連
行事の実施内容等について
十分検討を行っていく。

男女共同
参画課

・自身の具体的な経験をも
とにワーク・ライフ・バラ
ンスについて講演を行い、
仕事と家庭を両立する必要
性等を伝えた。
・参加者へのアンケートで
は、「満足・やや満足」と
回答した方が8割を超えて
おり、非常に好評だった。

情報誌「みらい」を発行
し、来館者・事業参加者及
び市内の主な公共施設に配
布し、男女共同参画に関す
る情報を提供することがで
きた。

・第43号：PICKUP「女性の
政治参画は拡大しているの
か　政治分野における男女
共同参画の現状と課題を考
える」他
・第44号：特集「働く女性
をとりまく“アンコンシャ
ス・バイアス”」他

795

12101 ハーモ
ニー講演
会の開催

男女共同参画社
会の形成に向
け、意識啓発を
目的とした講演
会を実施する。

ハーモニー講演会
・登壇者：菊地　幸夫氏
・場所：千葉市生涯学習
センター
・開催日：令和4年1月30
日
・参加者数：82人(うち
動画視聴者26人）

12102 男女共同
参画週間
の実施

毎年12月の市男
女共同参画週間
の周知を図ると
ともに関連行事
を開催する。

男女共同参画週間（12月
6日～12日）を実施。
・市の広報紙等による周
知
・市男女共同参画週間事
業〈ちば男女・みらい
フォーラム〉の開催（12
月6日～12日）参加者
1,114人
・そごう千葉店地階ギャ
ラリーにてパネル・ポス
ター展示

-

・男女共同参画週間にあわ
せて、市政だより12月号に
「今日から始めよう！～み
んなが活躍できる社会へ
～」を掲載し、周知を図る
とともに、関連行事として
男女共同参画センターまつ
りを開催した。
・12月7日～13日の期間、
そごう千葉地階ギャラリー
にて、男女共同参画に関す
るパネル及びポスターを展
示したり、情報誌・講座の
チラシ等を配布した。

男女共同
参画課

男女共同参画センターの情
報誌として、男女共同参画
社会推進やジェンダー平等
に向けての課題・現状など
を踏まえた情報発信ととも
に、センターでの実践、取
組についても市民にわかり
やすい情報提供に努めた。

【課題・懸案事項】
人々の活字離れが進む中、
男女共同参画についての意
識を喚起し、読みやすく情
報がしっかりと伝わる誌面
づくりを進める。

【改善策・今後の方向性】
手に取りやすい誌面づくり
に向け、印刷サイズの変更
や特集記事の構成などを検
討する。

男女共同
参画課

12103 男女共同
参画に関
する情報
誌の発行

男女共同参画セ
ンター情報誌
「みらい」を発
行し、男女共同
参画に関する情
報提供を行う。

-

情報誌「みらい」
第43号、第44号
2回、各5,000部発行

仕事や家庭、地域社会での
生活について、具体的な経
験をもとに講演を行った。
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

②男女共同参画に関する拠点施設の充実

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

【課題・懸案事項】
＜調査＞回答率の向上と世
代バランス。
＜研究＞研究体制の強化と
予算の確保。

【改善策・今後の方向性】
＜調査＞多様な年代の意見
収集に係る調査方法の検討
（市）。
＜研究＞研究事業のあり方
の検討。

＜調査＞
経年調査の動向を踏まえつ
つ、市民の男女共同参画に
関する意識の実態を把握
し、今後の男女共同参画社
会形成を推進していくのに
必要な基礎資料を得た。

＜研究＞
　市内の事業所における研
修の実態を把握し、女性活
躍推進のための学習機会提
供の参考資料及び研修事例
の立案に資するデータを得
た。

〈調査〉
「男女共同参画に関する
意識調査」
対象：市内在住の20歳以
上の男女各1,500人
有効回答数　976件
有効回答率　32.5％
〈研究〉
千葉市登録事業者等にお
ける社員研修等及び教育
ニーズに関する研究（2
年目）
千葉市内事業事業所を対
象に研修実施の有無・内
容等を調査。

男女共同
参画課

男女共同
参画課

【課題・懸案事項】
新型コロナ感染症対策を実
施しつつ、利用者に満足し
てもらえる事業の展開。

【改善策・今後の方向性】
講座受講者アンケートによ
る意見の収集及び改善対応
を行っていく。

施設利用時や講座開催時に
託児利用サービスを行い、
市民活動や学習の際に利用
しやすい環境づくりを行っ
た。

男女共同参画に係る幅広い
分野の情報・資料の収集と
情報提供のため、情報資料
センター内での特集コー
ナーの設置のほか、情報展
示コーナーにおける企画展
示に併せて図書資料を展示
した。また、資料活用の利
便性と市民の男女共同参画
への理解促進のため、ハー
モニープランの基本目標や
施策体系に即した書架づく
りを図っている。

【課題・懸案事項】
公共図書館等の傾向と同様
に、読書離れや人口減等も
あり、利用者や本の貸出数
などが減少傾向にあるが、
今年度も新型コロナウィル
ス感染症の影響により、引
き続き利用者の減少につな
がっている。

【改善策・今後の方向性】
資料の充実や「情報展示
コーナー」での企画展示事
業との連携など、また、子
どもや若年層にも配意した
資料収集を実施する。

男女共同
参画課

12201 男女共同
参画に関
する資料
の収集・
提供

男女共同参画セ
ンターにおい
て、男女共同参
画に関する各種
資料を収集し、
貸出等を行う。

12202 男女共同
参画に関
する調査
研究

男女共同参画に
関する調査や研
究等を行い、現
状の把握や施策
への反映を行
う。

-

＜調査＞
調査と分析を通し市民の男
女共同参画に関する意識や
実態が明らかにし、男女共
同参画社会形成を推進して
いくのに必要な基礎資料を
得ることができた。

＜研究＞
　市内従業員数5人以上の
事業所を対象としたアン
ケート調査・分析し、社員
教育や女性のキャリアアッ
プ支援に資する研修事例等
を立案した。

貸出人数：1,896人
貸出冊数：7,842冊
・情報資料センター内に
特集コーナーを設置し、
テーマごとの資料を展示

-

情報提供・発信に係る機能
強化を進めるため、「情報
資料センター」の資料室機
能の強化に向け、資料の収
集・整理に努めた。
　また、各種事業と連携を
図り、参加者への参考資料
リストの配布や実施会場で
の資料展示など利用者への
情報提供を積極的に行っ
た。

12203 男女共同
参画セン
ターの機
能充実
〔新規〕

男女共同参画社
会の実現のた
め、拠点施設で
ある男女共同参
画センターの機
能充実に向け
て、施設の管理
や実施事業の見
直しなどを検討
する。

講座のアウトリーチを行
い、センターのみでな
く、市内の施設や学校、
企業等に出向いて講座を
開催した。また、新型コ
ロナ感染症対策を実施
し、オンライン講座を取
り入れて事業展開を行っ
た。

-

施設利用者の利便性と安
全・安心かつ快適に利用で
きるよう管理運営を行っ
た。
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

③男女共同参画に関する学習機会の提供

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

令和３年度事業 年度ごとの自己評価事業
№

事業名 事業内容

所管課

　男女共同参画に係る幅広
い分野の情報・資料の収集
と情報提供のため、情報資
料センター内での特集コー
ナーの設置のほか、情報展
示コーナーにおける企画展
示に併せて図書資料を展示
した。また、資料活用の利
便性と市民の男女共同参画
への理解促進のため、ハー
モニープランの基本目標や
施策体系に即した書架づく
りを図っている。

【課題・懸案事項】
　公共図書館等の傾向と同
様に、読書離れや人口減等
もあり、利用者や本の貸出
数などが減少傾向にある
が、今年度も新型コロナ
ウィルス感染症の影響によ
り、引き続き利用者の減少
につながっている。

【改善策・今後の方向性】
　資料の充実や「情報展示
コーナー」での企画展示事
業との連携など、また、子
どもや若年層にも配意した
資料収集を実施する。

男女共同
参画課

研修学習事業
43講座開催
・男女共同参画啓発：
男女共同参画講座等 8講
座
・平等・人権教育推進：
ＤＶ被害者支援講座等 9
講座
・女性活躍推進：
女性のための就職応援講
座等 10講座
・ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ支援：
家庭生活における参画・
現代的課題講座等 10講
座
・健康・LGBT理解促進：
リプロダクティブ・ヘル
ス／ライツ講座等 6講座

　情報提供・発信に係る機
能強化を進めるため、「情
報資料センター」の資料室
機能の強化に向け、資料の
収集・整理に努めた。
　また、各種事業と連携を
図り、参加者への参考資料
リストの配布や実施会場で
の資料展示など利用者への
情報提供を積極的に行っ
た。

【課題・懸案事項】
センター外での幅広い事業
展開に伴う会場の確保や連
携・協力先の拡充が必要で
ある。また、センター外で
の実施においては、安全面
からも託児対応に適した別
室の確保に課題がある。

【改善策・今後の方向性】
・施設や団体等を所管する
市関係部門や教委・市立学
校等の教育機関など、男女
共同参画学習実施に係る全
庁的な理解と協力体制づく
りの継続。
・各種団体や民間事業者の
事業所等を対象にした研修
機会としての活用の推進。

男女共同
参画課

【公民館】
今後も千葉市男女共同参画
センターなどとの連携事業
を含め、事業を実施してい
く。

【生涯学習センター】
参加者の利便性を考慮し、
オンラインでの開催につい
ても、引き続き注力してい
く。

【公民館】
引き続き、男女共同参画セ
ンターとの共催事業を実施
した。ＬＧＢＴについて学
ぶ講座など新たなテーマを
取り上げ、性別役割分担意
識にとらわれない意識づけ
を示すことができた。

【生涯学習センター】
新型コロナ感染症の影響に
より応募者数の定員割れも
一部あったが、当初の予定
を上回る事業を実施した。

【公民館】
夫婦やパートナーで学ぶ整
理収納術やＤＶについて学
ぶ講座、介護をテーマとし
た講座などを実施した。

【生涯学習センター】
女性のキャリア形成力を高
めるという視点で講座を企
画し、実施した。

男女共同参画社会の形成に
向けた学習機会提供を推進
し地域での講座の拡充など
のため、公民館等の教育機
関や各種団体との連携・協
力により、幅広い年代への
啓発事業を実施することが
できた。

生涯学習施設に
おいて、男女共
同参画に関する
講座を実施す
る。

【公民館】
・男女共同参画講座
　12事業

【生涯学習センター】
・迷いをプラスに考える
思考法～コロナ禍で考え
る私の働き方
・きちんと知りたいLGBT
のこと
・しごと応援ゼミⅠ・
Ⅱ・Ⅲ
・50代60代の今を考える
自分らしい働き方
・なりたい私を考えるコ
ラージュワーク
　計7事業

140

生涯学習
施設にお
ける男女
共同参画
に関する
講座の開
催

12301 男女共同
参画に関
する資料
の収集・
提供
〔基本目
標Ⅰ-2-②
の再掲〕

男女共同参画セ
ンターにおい
て、男女共同参
画に関する各種
資料を収集し、
貸出等を行う。

貸出人数：1,896人
貸出冊数：7,842冊
・情報資料センター内に
特集コーナーを設置し、
テーマごとの資料を展示

-

-

・女性対象は12講座、その
他31講座は男女双方を対象
とし実施した。
・新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、夜間実
施の講座、他県在住の講師
による講座、ワークを中心
とする講座などはあらかじ
めオンラインで計画。ま
た、会場で行う場合もソー
シャルディスタンスが担保
できる定員に設定するなど
事業の継続に注力した。

生涯学習
振興課

12303

12302 男女共同
参画に関
する講座
の開催

男女共同参画セ
ンター等におい
て、男女共同参
画に関する講座
を開催する。

17 



第２章　千葉市の男女共同参画の推進

施策の方向３　男女共同参画を推進する民間団体との連携と支援

①男女共同参画を推進する民間団体等への支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 B

H30 B

R1 B

R2 A

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

②男女共同参画を推進する民間団体の交流と連携の推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

所管課

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

-

男女共同参画の推進に資す
る団体活動支援の一環とし
て、自主講座の開催を支援
した。また、団体活動を展
示して紹介する場を設け
た。

国の第5次男女共同参画基
本計画を学び、国ひいては
市が進めようとしている方
向性を共有する学習機会の
提供及び、男女共同参画社
会づくりを推進する事業を
企画する際の多様化する
ニーズに柔軟に対応するた
めのスキルを習得する場と
することが出来た。

男女共同
参画課

フォーラム企画ワーク
ショップ（2講座実施）
・新たな男女共同参画社
会を目指して
・アイディア発想型の企
画力を養おう
受講者数：計36人

-

市民企画講座
企画団体：千葉市助産師
会
受講者数：21人
企画団体：NPO法人ｳｨﾒﾝ
ｽﾞ･ｳｨﾝｸﾞちば
受講者数：14人

令和3年度ちば男女・み
らいフォーラム講演＆グ
ループセッション「『女
性は管理職になりたがら
ない?!』から考える＜無
意識の思い込み＞」
受講者数：12人
講座「フォーラム企画
ワークショップ」（2講
座）
受講者数：36人

-

男女共同
参画課

13103 市民企画
講座の開
催

男女共同参画セ
ンターにおい
て、市民の企画
運営による男女
共同参画に関す
る講座の開催を
支援する。

民間団体
を支える
人材の育
成

男女共同参画を
推進する団体を
支える人材育成
のための講座を
開催する。

13102

-

開催日12月7日（火）～
12日（日）
参加者：のべ1,114人

男女共同
参画課

13101 民間団体
に対する
活動支援

男女共同参画社
会実現に向けて
活動している団
体やグループの
交流及びネット
ワーク形成の支
援、情報の発
信・収集を目的
に団体登録を行
う。

市民企画講座
2団体
市民団体活動資料展示
1団体

男女共同参画に関する分野
のテーマから企画提案を募
集し、市民が自主的に企
画・運営を担う事業として
実施している。企画段階や
主催者としての取組を通
じ、男女がともに担う地域
社会づくりに向けた人材育
成の一環として実施するこ
とができた。

13201 男女共同
参画セン
ターまつ
りの開催

-

・講演＆グループセッショ
ンでは、女性管理職が増え
づらい原因が人々の中にあ
る無意識の思い込みにある
のではないかと提示し、そ
のことを参加者同士で共有
する時間をつくった。
･国の第5次男女共同参画基
本計画を共に学び、国ひい
ては市・センターが今後進
める事業の土台を共有する
ことで連携を強化すること
ができた。

【課題・懸案事項】
参画センターの行事とし
て、より設置目的に適い、
男女共同参画を目指す団体
活動との協働が出来るよう
な内容を強化していく。
【改善策・今後の方向性】
　広く市民の男女共同参画
に係る意識の啓発・普及を
目的とした強化週間とす
る。

【課題・懸案事項】
　人材育成に繋がるよう、
フォーラムの内容企画や運
営を担う市民参画型での実
施形態が望ましいが、実行
委員等の希望者が少なく、
コロナ禍も影響した。

【改善策・今後の方向性】
　男女共同参画社会づくり
を推進する団体・個人との
連携を図る（フレンドシッ
プ事業等）。

市民団体や市民
との協働によ
り、男女共同参
画に関する講座
や講演会、展示
などを行うイベ
ントを開催す
る。

【課題・懸案事項】
新型コロナの流行による団
体活動の縮小や感染防止対
策による運営方法の制限な
ど。

【改善策・今後の方向性】
　団体活動・社会状況等の
変化を踏まえた協働や実施
のあり方を検討する。ま
た、コロナ対策を踏まえた
実施への協力を求める。

男女共同参画の推進に資す
る活動団体からの応募を募
り、「ワークライフバラン
スを推進するヘルスリテラ
シー」、「男女平等ってど
こまですすんでいる？～
もっと生きやすくなるヒン
ト～」の2講座を実施し
た。

・講演＆グループセッショ
ンでは無意識の思い込みを
テーマに講演を行い、それ
を受けて参加者同士で意見
を交わすことで、交流を図
ることができた。
・フォーラム企画ワーク
ショップでは、市民がとも
に学び、意見交換や交流す
る機会を作ることができ
た。

男女共同参画週間行事とし
て、「ちば男女・みらい
フォーラム2021」を開催
し、併せてフォーラムつな
がり事業4企画、市民団体
提案事業3企画、自主事業2
企画を実施した。

男女共同
参画課

国の第5次男女共同参画基
本計画を市民活動の段階に
まで浸透させることで、男
女共同参画社会づくりの推
進力となる。
　また、多様な生き方を選
択する人々が協働する際
に、相手の発想を否定する
ことなく活かすことで活動
の幅や連携の輪が広がるこ
とが期待できる。

【課題・懸案事項】
事業の成果を男女共同参画
を目指す幅広い人材育成に
繋げる。

【改善策・今後の方向性】
　スキル向上への取組も含
めた実践活動への継続的な
フォロー。

　団体・グループ等への各
種情報提供や活動の場づく
りなどを通じ、男女共同参
画意識の醸成に資する啓発
を図った。

【課題・懸案事項】
・男女共同参画を推進する
意思を有する団体の育成・
ネットワークづくり。
・新型コロナの流行が終息
せず、団体活動も低調と
なっている。
・交流コーナーの活用を踏
まえた交流の場作りと団
体・個人を問わないネット
ワーク形成への支援。

【改善策・今後の方向性】
　男女共同参画活動に資す
るゆるやかなネットワーク
作りを推進。

男女共同
参画課

13202

メイン事業として実施した
講演＆グループセッション
では、女性管理職が増えづ
らい現状から、制度を整え
るだけではなく人々の中に
ある無意識の思い込みを変
えていくことが重要である
ことを学び、参加者同士で
共有することができた。ま
た、実施した各種事業にお
いても団体等と協働するよ
う取り組んでいる。

ちば男
女・みら
いフォー
ラムの開
催

市民団体の活動
推進、ネット
ワーク化や男女
共同参画セン
ターとの連携強
化のため、シン
ポジウムなどを
開催する。
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

基本目標Ⅱ　男女平等と人権の尊重

施策の方向１　男女の個性と能力を伸ばす学校教育の推進

①暴力を許さない地域づくりの推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 C

H30 B

R1 B

R2 D

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 B

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 C

H30 C

R1 C

R2 C

R3 C

- --

令和３年度事業

今後も新規開設園が増える
ため、勤務する保育士等に
対して巡回指導時に自己肯
定感等を育む子どもへの関
わり方等について、必要に
応じ指導していく。

幼保運営
課

幼保支援
課

教育指導
課

-

幼稚園の所管庁は千葉県で
あるため、市で指導するこ
とは困難。
毎年11月に児童相談所が実
施する児童虐待防止関係機
関職員研修会の案内を送付
し、研修参加を促している
が、当課主催では上記理由
から研修は実施していな
い。

市内の大学や学校、社会教
育施設の協力で講座を開催
し、340人が受講した。

講座「若者のためのデー
トＤＶ予防講座Ⅰ～Ⅵ」
受講者数：340人

若年層がお互いを大切にす
る対等な人間関係づくりに
ついて学ぶ機会を提供する
ことができた。

【課題・懸案事項】
若年層への啓発では学習機
会提供の場となる学校や教
育委員会等の理解と協力が
必要である。

【改善策・今後の方向性】
ＤＶ所管部門や教委担当部
門間の政策的な連携が図ら
れ、体系的・継続的な実施
体制に繋がることが望まし
い。

男女共同
参画課

男女が一緒に考え、互いを
理解し、尊重し合えること
や、人権について内容に加
えた。

【課題・懸案事項】
デートDVという言葉を知っ
ている高校生の割合は
71.4％（R3年度千葉市調
査）と前回調査より増加し
たが、内容まで知っている
割合は33.8％にとどまり、
デートDV予防のためには、
継続的に啓発していくこと
が必要。
【改善策・今後の方向性】
リーフレットの内容を再考
しながら、配布を継続して
行う。

こども家
庭支援課

教育指導
課

市内中学2年生全員に
デートＤＶ予防リーフ
レットを配布　8,500部

296

デートＤＶがどのようなも
のかを、より分かりやすく
伝わるよう、内容の一部を
修正し、市内中学2年生全
員に配布した。また、教職
員や関係機関へもリーフ
レットの周知を行った。
デートＤＶという言葉に触
れ自分なりに考える機会を
作り、予防啓発には一定の
効果があったと考える。

教務主任会や養護教諭会
でも周知し、デートDVプ
ログラムの周知を図っ
た。新型コロナウイルス
感染症拡大予防のための
休校措置により、時間の
確保が難しく、実施でき
なかった。

0

実施計画上は４校以上とい
う目標に対し、実施実績校
がなかった。若年層におけ
る喫緊の課題であるデート
DVに対する予防啓発に今後
努める。

市内中学校を対象に、研修
会等を活用し、デートDVの
正しい理解を促し、予防啓
発に努めた。

教務主任会や養護教諭会で
も周知し、デートDV予防プ
ログラム実施校を年間４校
以上にする。

0

オレンジリボンキャンペー
ン期間中に全国で児童虐待
防止のシンボルであるオレ
ンジリボンを用いた啓発活
動を行った。

オレンジリボンを用いた啓
発活動を通して、児童虐待
防止を市民に呼びかけ、暴
力を許さない地域づくりに
貢献できた。関係機関とも
連携し、虐待防止対策を行
うことができた。

学校現場での人権課題や社
会の情勢に合った課題につ
いて理解を促進する。

-

未実施 - -

こども家
庭支援課

新規開設園対象の研修会
や巡回指導等を通じて自
己肯定感をはぐくむ子ど
もへのかかわり方等につ
いて、助言していった
(例：自己評価項目の活
用等)

-

各園内研修等を通し子ども
への関わりを学び合い実践
している。

性差への先入観による固定
的な対応をしないように配
慮している。

・児童虐待問題に対する
社会的関心喚起を図っ
た。
・児童虐待防止対策への
取り組みを推進した。
・11月を「児童虐待防止
推進月間」とし、集中的
な広報啓発活動を行っ
た。

事業
№

事業名 事業内容 年度ごとの自己評価

所管課

21101 幼少期か
らの暴力
を防止す
るための
人権教育
の推進

保育所（園）、
幼稚園、認定こ
ども園、学校に
おいて、心身の
発達段階に応
じ、幼少期か
ら、他者を尊重
し、暴力を防止
するための人権
教育を推進す
る。

R3年度より、教育委員会
で実施しているプログラ
ムに統合した。

0

若者に向
けたデー
トDV予防
教育の推
進

21102 関係機関と連携
し、デートDV予
防プログラムの
活用等、若者
（中・高・大学
生）を対象とし
た「デートDV」
の予防教育を推
進する。
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実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

-

DVの根絶に向け、毎年、イ
ベント等の機会を利用して
啓発活動を継続しており、
市民に直接呼びかけること
で、意識啓発を促した。

【課題・懸案事項】
パープルリボンの認知度が
低い。

【改善策・今後の方向性】
効果的な広報・啓発活動の
内容を検討し、継続して
行っていく。

男女共同
参画課

【課題・懸案事項】
どんな理由があろうと暴力
は許されないと回答する者
の割合は7割弱（R2年度千葉
市調査）であり、暴力を許
さない地域社会づくりに向
けて引き続き啓発していく
ことが必要。

【改善策・今後の方向性】
暴力は許されないこと、暴
力は身体的なものだけでは
なく、経済的なものや社会
的なものなど、さまざまな
暴力があることを継続的に
周知啓発していく。

こども家
庭支援課

媒体を用いながらパープル
リボンという言葉に触れる
機会を作り、予防啓発には
一定の効果があった。

毎年、イベント等の機会を
利用して啓発活動を継続し
ている。「暴力根絶」や
「人権」というキーワード
を市民に直接呼びかけるこ
とで、意識啓発を促した。

21103 暴力を根
絶するた
めの地
域・社会
に対する
広報・啓
発活動の
推進

暴力を許さない
地域社会づくり
に向けて、「女
性に対する暴力
をなくす運動」
や「パープルリ
ボンキャンペー
ン」等に併せ
て、広報・啓発
活動を行う。

・女性・子どもへの暴力
防止に賛同する方に、ツ
リー型キルトへオレンジ
とパープルのリボンをつ
けてもらうキャンペーン
を実施した（千葉市ハー
モニープラザエントラン
スで実施）。また、啓発
物品や内閣府作成のポス
ター・リーフレットの掲
示・配布を実施した。

-

パープルリボンという言葉
に触れる機会となり、予防
啓発には一定の効果があっ
た。

千葉県、千葉県警と共催
で千葉そごう前広場にて
パープルリボンを掲載し
たDVリーフレットやオレ
ンジリボン・パープルリ
ボンのピンバッチ等啓発
物品の配布を実施した。

事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

事業
№

事業名

20 



第２章　千葉市の男女共同参画の推進

②相談体制等の充実

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

被害者の意向を尊重し、自
己決定ができるように必要
な情報を提供し、相談を実
施することができた。

安全確保に配慮しながら、
被害者の状況や気持ちに寄
り添い、相談員のスキル
アップも図り、適切な情報
の提供が行えるように努め
た。

暴力は許されないことや、
暴力の種類や人権、ひとり
で悩まないことのメッセー
ジを端的にまとめたリーフ
レットを作成した。
相談先として男女それぞれ
の相談先やメールやチャッ
ト相談が可能なDV+の情報
を掲載した。

【課題・懸案事項】
配偶者からの暴力の相談窓
口を知っている者の割合は4
割強（R2年度千葉市調
査）、被害にあっても相談
しない者の割合は5割弱（同
調査）で男性被害者がより
多い割合である。相談窓口
の周知の工夫が必要であ
る。
【改善策・今後の方向性】
世代別や性別に相談窓口の
周知の方法の検討を継続し
ていく。

相談先の入手経路として
ホームページやDV相談リー
フレット・カードと答える
相談者も多い。ホームペー
ジの内容を適宜見直すとと
もに、庁内外の相談窓口や
医療機関、保育所・幼稚園
等でＤＶ相談リーフレッ
ト・カードを配布すること
で、被害者を相談につなげ
る一定の効果があったと考
える。

【課題・懸案事項】
センターにおける女性問題
相談の任務と相談内容の不
一致ケースの増加や相談者
の固定化。

【改善策・今後の方向性】
公共施設の相談窓口とし
て、公平性の観点から相談
時間や受付方法などを検
討。

国際交流
課

男女共同
参画課

【課題・懸案事項】
配偶者からの暴力の相談窓
口を知っている者の割合は4
割強（R2年度千葉市調査）
であり、引き続き周知をし
ていくことが必要。
　
【改善策・今後の方向性】
相談窓口の周知の強化。相
談員の新規採用もあるた
め、ケース検討を積極的に
取り入れる。

こども家
庭支援課

男女双方の相談者の状況に
配慮しながら相談に応じる
とともに、文化や習慣の違
いから生じる日常生活の問
題を解決できるように、情
報提供を行った。

引き続き事業を実施する。

男女共同
参画課

男性電話相談
男性相談員が対応。
相談時間:毎週金曜日
18時30分～20時30分
相談者数：141人

-

生き方、人間関係、心や体
の悩みなど、さまざまな悩
みを抱えた男性の相談窓口
として対応した。

男性の相談員による相談体
制を整え、問題解決に必要
な情報提供を行うなど支援
に努めた。

【課題・懸案事項】
　相談利用者の固定化が見
受けられる。

【改善策・今後の方向性】
　主催事業等でも積極的に
周知を図るとともに、情報
誌・ＳＮＳ等でも周知広報
する。

相談者が置かれている状況
に配慮しながら、適宜個別
の事情に配慮した相談支援
を実施した。また、相談窓
口の周知のためにリーフ
レット等を積極的に配布
し、高齢者虐待の早期発
見・解決に努めた。

区高齢障害支援課、あんし
んケアセンター等の相談対
応能力を向上させるため、
研修を通じて事例検討を重
ねていく。また、市民に対
しては普及啓発活動を継続
する。

地域包括
ケア推進
課

0

様々な可能性を視野に入れ
ながら、柔軟に対応ができ
た。

虐待相談窓口についてリー
フレットなどで周知すると
ともに、通報もしくは相談
があった際には、障害者虐
待だけでなくDVの可能性を
視野に入れながら、速やか
に対応した。

引き続き、DV対応関係機関
と連携して対応する。

障害者自
立支援課

こども家
庭支援課

・DV相談件数　3,329件
（電話1,970件・来所
1,359件）

-

被害者の状況に応じなが
ら、関係各課と連携し、相
談を実施することができ
た。

被害者の置かれた状況を理
解し、関係各課と連携しな
がら被害者に寄り添った相
談を実施することに努め
た。

【課題・懸案事項】
よりよい支援のために関係
各課との連携が不可欠。

【改善策・今後の方向性】
関係各課との情報交換、連
携強化

21203 被害者の
状況に応
じた相談
体制の充
実

様々な国籍の方
や、高齢者、障
害者、男性な
ど、被害者の状
況に応じた相談
体制を充実させ
る。

国際交流協会において、
外国人からの相談対応を
行った。（相談のうち、
離婚・DV案件は53件）

-

外国人が直面する様々な問
題や悩みに対して、適切な
情報提供、助言、回答を行
うことができた。

※離婚・DV相談件数
　R3 53件／R2 42件／R元
53件

高齢者虐待マニュアル第
４版を施行し虐待対応の
早期発見、早期対応を
図った。

0

区高齢障害支援課やあんし
んケアセンターが連携を図
りながら、被害者及び養護
者の状況に応じた相談支援
体制を構築した。

障害者の虐待に係る相
談・通報件数74件
うち配偶者によるもの6
件

21202 DV被害者
の相談体
制の充実

配偶者暴力相談
支援センターや
男女共同参画セ
ンター等の相談
窓口において、
専門相談員が、
被害者の意向を
尊重し、自己決
定ができるよ
う、必要な情報
の提供等の支援
を行う。

・DV相談件数　3,329件
（電話1,970件・来所
1,359件）
・相談員は、各種研修に
参加し、スキルアップを
図った。（千葉県主催研
修など） 6,771

21201

ハーモニー相談(女性相
談)
電話及び面接による相談
の実施(要予約)。

相談時間：
火～金 10時～20時
土、日 10時～16時

相談者数：1,699人

-

106

こども家
庭支援課

家庭や仕事、生き方や人間
関係、心や体のことなど、
さまざまな悩みを抱えた女
性の心の整理を支援する相
談窓口として対応し、相談
の内容・性質により専門的
な相談窓口への適切なエス
カレーションを行った。ま
た、困りごとに対応した市
の相談窓口の情報提供をい
つでも可能にするため、Ｈ
Ｐにチャットボットを設
置。

女性のエンパワーメントに
繋がるフェミニスト・カウ
ンセリングの相談体制を整
え、不安や悩みを抱えた女
性からの相談を受け、気持
ちの整理の手伝いをし、自
らが解決の糸口を掴めるよ
うに支援するとともに、問
題解決に必要な情報提供を
行っている。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

相談窓口
等、被害
者支援制
度の周知
の推進

DV相談カードや
リーフレット、
ホームページ等
を活用し、相談
窓口等、被害者
の支援制度を広
く市民に周知
し、被害者を相
談につなげる。

・市内公共施設、保育
所、幼稚園、医療機関等
へDVリーフレットを配布
し、DVへの理解及び相談
窓口の周知を図った。
13,000部
・ホームページでDVに関
する記事及び、配偶者暴
力相談支援センターの相
談先、国が新規に開始し
たDV相談＋についても情
報発信した。

所管課
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

③被害者の安全確保の徹底

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

被害者の安全確保を第一
に、適切に一時保護が利用
できるよう関係機関と連携
し、取り組むように努め
た。

【課題・懸案事項】
一時保護に至るまでや、決
定後に関係機関との調整に
時間を要することがある。

【改善策・今後の方向性】
関係機関との意見交換、連
携強化

こども家
庭支援課

被害者の安全確保を徹底す
るため、適正な事務処理を
行うように努めた。

特になし こども家
庭支援課

職員の情報セキュリティ
意識の向上を図るため、
eラーニングでの情報セ
キュリティ研修を実施し
た。またセキュリティに
対する知識の習熟を図る
ために標的型メール対応
訓練を実施した。

107,075

情報セキュリティ研修や標
的型攻撃メール対応訓練な
どを実施し、職員の情報漏
えい等によるリスクを認識
させることでセキュリティ
意識の向上を図った。

ＤＶ被害者の保護等の視点
から、個人情報漏えいが発
生しないように対策を講じ
た。

【課題・懸案事項】
情報漏えいは人的ミスによ
る紙文書等から発生するこ
とが多く、いかに減らすこ
とができるかが課題であ
る。
【改善策・今後の方向性】
今後も職員の情報セキュリ
ティ意識の向上を図るた
め、定期的に研修や訓練な
どを行う。

業務改革
推進課

「千葉市ドメスティック・
バイオレンス、ストーカー
行為等児童虐待及びこれら
に準ずる行為の被害者の保
護に関する住民基本台帳事
務処理要綱」を遵守し、引
続き適正な事務処理を行
う。

区政推進
課

被害者の安全確保を徹底す
るため、「千葉市ドメス
ティック・バイオレンス、
ストーカー行為等児童虐待
及びこれらに準ずる行為の
被害者の保護に関する住民
基本台帳事務処理要綱」に
基づいて適正な事務処理を
行うよう、市民総合窓口
課・市民センター・連絡
所・区政事務センターへの
周知を図った。

申請者に対し、証明事務を
適切に行った。

「千葉市ドメスティッ
ク・バイオレンス、ス
トーカー行為等児童虐待
及びこれらに準ずる行為
の被害者の保護に関する
住民基本台帳事務処理要
綱」に基づき、適正な事
務処理を行った。 -

一時保護件数
・女性サポートセンター
5件
・母子生活支援施設
　10件
・民間シェルター運営補
助

母子生活
支援施設

1,633
民間ｼｪﾙﾀｰ

1,150

被害者の状況に応じ、適切
に一時保護を利用すること
ができた。

情報管理
と安全確
保の徹底

相談窓口や各種
手続きを行う窓
口等において、
被害者等やその
関係者の情報の
漏えいを防ぐた
め、情報管理を
徹底するととも
に、住民基本台
帳の閲覧制限
等、被害者の情
報を保護し、安
全を確保する取
組みを行う。

住民基本台帳の閲覧制限
に係る証明手続きを実施

住民基本台帳事務におけ
る支援措置の証明　353
件 -

「千葉市ドメスティック・
バイオレンス、ストーカー
行為等児童虐待及びこれら
に準ずる行為の被害者の保
護に関する住民基本台帳事
務処理要綱」に基づき、適
正な事務処理を行うことが
できたため。

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

21301 県や関係
機関等と
の連携に
よる一時
保護体制
の整備

県や関係機関等
（民間団体含
む）と連携し、
一時保護に取り
組む。

21302
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

④被害者の自立と生活再建の支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

被害者の状況及び安全確保
に配慮しながら、被害者の
生活再建を進めることがで
きるように努めた。

【課題・懸案事項】
特になし。

【改善策・今後の方向性】
必要な人が必要な時に利用
できるよう、対象者及び支
援者の安全性を考慮しなが
ら、関係者に事業について
の周知を行う。

【課題・懸案事項】
夜間や休日などの行政の相
談・支援窓口へのエスカ
レーションが困難。

【改善策・今後の方向性】
支援制度を有する行政の直
営相談機関等との連携を模
索する。

男女共同
参画課

【課題・懸案事項】
制度改正など常に最新情報
を得ておく必要がある。

【改善策・今後の方向性】
関係機関との情報交換、連
携強化

こども家
庭支援課

女性相談（ハーモニー相
談室）において、各種支
援等の窓口となる相談機
関等の情報を提供する。
ＨＰに市で行っている相
談窓口の情報提供するた
め、チャットボットを設
置。

-

女性相談の周知及び相談内
で相談者に対し、必要な各
種支援窓口等の情報提供を
行った。
　また、困りごとに対応し
た市の相談窓口の情報提供
をいつでも可能にするた
め、ＨＰにチャットボット
を設置。

ジェンダーの視点を持つ女
性相談員の丁寧な傾聴等に
より、孤立しがちな女性へ
のサポートの観点から、自
力での生活再建を促すため
の相談機関や支援窓口の情
報提供を行っている。

必要時、各種制度の情報提
供・活用の支援を行うこと
によって被害者の生活再建
を進めることができた。

被害者の意向及び安全確保
に配慮しながら、生活再建
のための制度を活用し、自
立できるような支援の実施
に努めた。

事業No.55203において実
施

- － － －

必要と思われるDV被害者に
対し、団体と連携し情報提
供を行い、被害者の自立及
び生活再建を進めるため円
滑な利用支援ができるよう
に努めた。

【課題・懸案事項】
よりよい支援のために民間
団体との連携が不可欠。

【改善策・今後の方向性】
民間団体との情報交換、連
携強化

こども家
庭支援課

【課題・懸案事項】
広報で参加者を募るのみで
は希望者が集まらず、支援
者の後押しが必要となる。

【改善策・今後の方向性】
年間を通して、当プログラ
ムについて関係機関に周知
していく。

こども家
庭支援課

被害者とその子どもの個々
の状況に合わせて、気持ち
に寄り添いながら実施でき
るように努めた。

21404 DV被害者
とその子
どもへの
ケアの充
実

DV被害者とその
子ども達の自尊
感情を回復し、
暴力によらない
対等な関係を築
く心理教育プロ
グラムを実施す
る。

小学校低学年プログラム
（ショートプログラム）
3組

524

心理教育プログラムを実施
し、参加者にも好評だっ
た。
当初12回コースのプログラ
ムを開催予定だったが、新
型コロナウイルス感染症対
策のためショートプログラ
ム（6回コース）とし、実
施体制を確保した。

21403 被害者の
自立を支
援するた
めのス
テップハ
ウスの利
用支援
〔新規〕

民間団体と連携
し、ステップハ
ウスにかかわる
情報を提供し、
円滑な利用を支
援する。

民間団体と連携し、ス
テップハウスにかかわる
情報を提供し、円滑な利
用を支援

-

必要時、情報提供及び活用
の支援を行うことによって
被害者の生活再建を進める
ことができた。

住宅政策
課

・DV被害者に対する優遇
措置の適用は10件（複数
回の応募をしている者も
いるため、延べ人数で数
えている。）
・犯罪被害者に対する優
遇措置の適用は2件。

-

制度のPRが定着している。 DV被害者、犯罪被害者に対
して、入居抽選の際、ポイ
ントを付与して当選の確率
を高めることで、配慮して
いる。

【改善策・今後の方向性】
引き続き、DV被害者や犯罪
被害者が少しでも入りやす
い抽選を継続していく。

住宅整備
課

21402 生活再建
に向けた
各種制度
の情報提
供・活用
の支援

被害者の生活再
建を支援する各
種の支援制度の
情報を提供し、
制度の円滑な活
用を支援する。

配偶者暴力相談支援セン
ター等の相談のなかで、
各種制度の情報提供・活
用の支援を実施。

・令和3年度千葉市にお
けるDV相談件数　3,329
件
（電話1,970件・来所
1,359件）

-

21401 同行支援
事業の充
実

被害者の生活再
建を円滑に進
め、諸手続きに
かかわる負担を
軽減するため、
支援者による同
行支援を行う。

同行支援（委託契約）の
利用件数
　０件

0

こども家
庭支援課

委託契約による同行支援事
業の利用はなかったが、婦
人相談員が適宜手続きや法
律相談に同行し支援を行っ
た。

年度ごとの自己評価

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

⑤施策推進体制の整備

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

要保護児童やDV被害者等に
対し、情報共有と支援内容
の検討を行い、関係機関と
連携を図りながら、適切で
より良い支援を行うことが
できるように努めた。

【課題・懸案事項】
要保護児童及びDV防止対策
は、深刻度を増しており、
今後も関係機関との意見交
換や連携強化は不可欠であ
る。

【改善策・今後の方向性】
効果的な連携強化の方法を
検討しながら、今後も継続
的に実施していく必要あ
り。

こども家
庭支援課

【課題・懸案事項】
 広く一般への基礎知識や情
報の提供により、人々の理
解や地域社会の支援態勢の
裾野を広げる必要がある。

【改善策・今後の方向性】
 DV防止対策所管部門との連
携や地域（民生委員など）
での啓発実施など、人材の
活用に繋げる。

男女共同
参画課

　ﾊｰﾓﾆｰﾌﾟﾗﾝの重点施策で
もある人権の尊重、暴力の
防止等に係る取組として、
研修を通じDVの基礎知識を
深めるとともに、身近で相
談される可能性がある方た
ちや支援を実践する団体等
の幅広い市民に対し、知識
と情報の提供を行う機会と
することが出来た。

こども家
庭支援課

被害者支援や加害者対策の
取組みを調査し、よりよい
支援体制が整うよう情報交
換に努めた。

【課題・懸案事項】
国では加害者プログラムの
試行を実施しているため、
国の動向を注視しつつ、当
市での対応を検討していく
必要がある。
　
【改善策・今後の方向性】
国が今後示す予定となって
いるガイドラインを参考
に、当市での対応を検討す
る。

　DV被害者から最初に相談
を受けたり、地域等で支援
する可能性がある人などに
対し、DVの基礎知識を学
び、被害者への理解や実際
の場面で活かせる対応につ
いての研修を実施した。

21503 被害者支
援及び加
害者対策
について
の調査研
究

国や他自治体、
民間団体等にお
ける被害者支援
や加害者対策の
取組みを調査す
るとともに、相
談事例の分析等
を行い、今後の
被害者支援施策
の参考とする。

加害者プログラムについ
ての内閣府の説明会に参
加し国や他自治体の取り
組み事例について情報収
集を行った。

-

被害者プログラムについて
の内閣府の説明会に参加し
国や他自治体の取り組み事
例について情報収集を行っ
た。

・代表者会議　1回
　（書面開催）
・実務者会議　18回
・個別ケース検討会議
350回

104

要保護児童や保護者、ＤＶ
被害者の早期発見及び適切
な保護を図るため、必要な
情報交換と支援の内容に関
する協議を関係機関と実
施。深刻な事案に的確に対
応するための連携強化を
図っている。

21502 被害者を
支援する
人材育成
の推進
〔新規〕

「DV被害者支援
養成講座」の実
施、講座修了者
へのフォロー
アップを行い、
被害者を支援す
る人材を育成す
る。

講座「ＤＶ被害者支援講
座Ⅰ・Ⅱ」
暴力を許さない地域づく
りのためのDV基礎知識
受講者数：31人

-

21501 要保護児
童対策及
びDV防止
地域協議
会の運営

警察、女性サ
ポートセン
ター、弁護士、
医療機関、民間
支援団体など、
DVにかかわる機
関との情報交
換・連携を図る
とともに、DV被
害者等の早期発
見や適切な保護
を図るため、個
別家庭の情報共
有や支援内容を
協議する。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

施策の方向性２　セクシュアル・ハラスメントや性犯罪等の防止と被害への対応

①セクシュアル・ハラスメントの防止と被害への対応

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

【課題・懸案事項】
パープルリボンの認知度が
低い。

【改善策・今後の方向性】
効果的な広報・啓発活動の
内容を検討し、継続して
行っていく。

男女共同
参画課

パープルリボンという言葉
に触れる機会となり、予防
啓発には一定の効果があっ
た。

DVの根絶に向け、毎年、イ
ベント等の機会を利用して
啓発活動を継続しており、
市民に直接呼びかけること
で、意識啓発を促した。

千葉県、千葉県警と共催
で千葉そごう前広場にて
街頭キャンペーンを実施
した。
パープルリボンを掲載し
たDVリーフレットやオレ
ンジリボン・パープルリ
ボンのピンバッチ等啓発
物品の配布を実施した。
オレンジリボン・パープ
ルリボンのピンバッチを
関係者に配布し周知啓発
を行った。

-

多くの方が啓発物品を手に
取り、DVについて考える機
会となり、予防啓発には一
定の効果があった。

DVの根絶に向け、イベント
という効果的なの機会を利
用して啓発活動を実施し、
市民に直接呼びかけること
で、意識啓発を促した。

【課題・懸案事項】
どんな理由があろうと暴力
は許されないと回答する者
の割合は7割弱（R2年度千葉
市調査）であり、暴力を許
さない地域社会づくりに向
けて引き続き啓発していく
ことが必要。

【改善策・今後の方向性】
暴力は許されないこと、暴
力は身体的なものだけでは
なく、経済的なものや社会
的なものなど、さまざまな
暴力があることを継続的に
周知啓発していく。

こども家
庭支援課

情報資料センターでは、第
4次ハーモニープランの基
本目標に沿って資料を分類
しており、その中の「男女
平等と人権の尊重」の棚に
セクシュアル・ハラスメン
トに関する資料を展示。

【課題・懸案事項】
今後は、社会に出る前の若
年層に対する啓発を進めて
いく必要がある。

【改善策・今後の方向性】
就職活動を前にした若年層
に向けた資料の収集・展示
を行っていく。併せて若年
層への情報資料センター利
用啓発にも取り組む。

男女共同
参画課

22102 パープル
リボン
キャン
ペーンの
実施
〔新規〕

「女性に対する
暴力をなくす運
動」期間に合わ
せ、配偶者等か
らの暴力、性犯
罪、売買春、セ
クハラ、ストー
カー行為など、
女性に対する人
権侵害防止のた
めの啓発を行
う。

・女性・子どもへの暴力
防止に賛同する方に、ツ
リー型キルトへオレンジ
とパープルのリボンをつ
けてもらうキャンペーン
を実施した（千葉市ハー
モニープラザエントラン
スで実施）。また、啓発
物品や内閣府作成のポス
ター・リーフレットの掲
示・配布を実施した。

-

22101 セクシュ
アル・ハ
ラスメン
トに関す
る啓発や
情報提供

セクシュアル・
ハラスメントに
ついて、情報誌
等による情報提
供や講座の開催
などを行う。

情報資料センターにおけ
る資料収集・展示・貸出

-

情報資料センターにおいて
セクシュアル・ハラスメン
トに関する資料を収集・展
示・貸出した。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

②性犯罪等に対する安全対策

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

性暴力被害者支援センター
の事業費の一部を助成する
ことで、性暴力に遭った女
性や子ども及びその関係者
が被害から回復するための
支援につながっている。

性暴力被害者に対する支援
は今後も継続的に必要とな
ること、性暴力に対する認
知をさらに広げ、性暴力の
ない社会を目指す必要があ
ることから、引き続き助成
を行っていく。

男女共同
参画課

情報資料センターでは、第
4次ハーモニープランの基
本目標に沿って資料を分類
しており、その中の「男女
平等と人権の尊重」の棚に
性犯罪等の防止に関する資
料をまとめて展示。
　また、展示「いっしょに
学ぶからだのこと　性のこ
と」や「いのち・からだ・
こころのブックガイド」作
成・配布を行い啓発に努め
た。

【課題・懸案事項】
若年層に向けた年代別資料
の増強。資料を活用しての
啓発の推進。

【改善策・今後の方向性】
最新の資料の収集・提供と
共に、若年層に向けた年代
別資料の収集・展示、及
び、若年層への情報資料セ
ンター利用啓発にも取り組
む。

男女共同
参画課

男女共同
参画課

DVの根絶に向け、毎年、イ
ベント等の機会を利用して
啓発活動を継続しており、
市民に直接呼びかけること
で、意識啓発を促した。

【課題・懸案事項】
パープルリボンの認知度が
低い。

【改善策・今後の方向性】
効果的な広報・啓発活動の
内容を検討し、継続して
行っていく。

【課題・懸案事項】
どんな理由があろうと暴力
は許されないと回答する者
の割合は7割弱（R2年度千葉
市調査）であり、暴力を許
さない地域社会づくりに向
けて引き続き啓発していく
ことが必要。

【改善策・今後の方向性】
暴力は許されないこと、暴
力は身体的なものだけでは
なく、経済的なものや社会
的なものなど、さまざまな
暴力があることを継続的に
周知啓発していく。

こども家
庭支援課

千葉県、千葉県警と共催
で千葉そごう前広場にて
街頭キャンペーンを実施
した。
パープルリボンを掲載し
たDVリーフレットやオレ
ンジリボン・パープルリ
ボンのピンバッチ等啓発
物品の配布を実施した。
オレンジリボン・パープ
ルリボンのピンバッチを
関係者に配布し周知啓発
を行った。

-

多くの方が啓発物品を手に
取り、パープルリボンを知
る機会となり、予防啓発に
は一定の効果があった。

DVの根絶に向け、イベント
という効果的な機会を利用
して啓発活動を実施し、市
民に直接呼びかけること
で、意識啓発を促した。

22203 パープル
リボン
キャン
ペーンの
実施
〔新規〕
〔基本目
標Ⅱ-2-
①の再
掲〕

「女性に対する
暴力をなくす運
動」期間に合わ
せ、配偶者等か
らの暴力、性犯
罪、売買春、セ
クハラ、ストー
カー行為など、
女性に対する人
権侵害防止のた
めの啓発を行
う。

・女性・子どもへの暴力
防止に賛同する方に、ツ
リー型キルトへオレンジ
とパープルのリボンをつ
けてもらうキャンペーン
を実施した（千葉市ハー
モニープラザエントラン
スで実施）。また、啓発
物品や内閣府作成のポス
ター・リーフレットの掲
示・配布を実施した。

-

パープルリボンという言葉
に触れる機会となり、予防
啓発には一定の効果があっ
た。

22202 性犯罪等
の防止と
被害者へ
の支援に
関する情
報提供

性犯罪等の防止
や被害者の支援
に関する情報提
供などを行う。

情報資料センターにおけ
る資料収集・展示・貸出

-

情報資料センターにおいて
性犯罪等の防止及び文部科
学省で進めている「生命の
安全教育」に関する資料の
収集・展示・貸出を行い、
啓発活動に取組む団体への
支援を行った。

22201 性暴力被
害者の支
援
〔新規〕

性暴力被害の予
防と被害者支援
のため、性暴力
被害者支援セン
ターの事業経費
を助成する。

補助金交付（R3年12月）
【助成対象団体】特定非
営利活動法人千葉性暴力
被害支援センターちさと

1,000

千葉性暴力被害支援セン
ターの事業費の一部を助成
し、運営基盤を安定的に支
えることで、性暴力被害の
予防と被害者支援に一定の
効果があった。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

性犯罪を含む被害を未然に
防止するため、全ての1年
生にブザーを貸与するとと
もに、児童生徒への啓発に
努めた。

【課題・懸案事項】
小中学校9年間使用するにあ
たり、品質等を検討してい
く必要がある。

【今後の方向性】
児童生徒の登下校時の安全
確保、防犯意識の高揚のた
め、引き続き貸与を継続す
る。

22204 防犯ブ
ザー貸与

保健体育
課

犯罪の被害を未
然に防止するた
め、市立小・
中・第二養護・
養護学校の児童
生徒に防犯ブ
ザーを貸与す
る。

市立小・第二養護学校の
1年生に防犯ブザーを貸
与した。

1,794

登下校時における安全確
保、防犯意識の高揚につな
がった。

26 



第２章　千葉市の男女共同参画の推進

③男女平等や人権侵害に関する幅広い相談事業の充実

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

27 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

寄せられる苦情や相談を公
正・中立な立場で調査・救
済する制度を整えること
で、市民の声が男女共同参
画施策の運営に的確に反映
されるとともに、性別によ
る人権侵害の被害者が速や
かに救済されるよう配慮し
た。

【課題・懸案事項】
相談しやすい体制づくり

【改善策・今後の方向性】
引き続き、苦情処理委員を
配置するとともに、制度の
周知を図っていく。

男女共同
参画課

【課題・懸案事項】
センターにおける女性問題
相談の任務と相談内容の不
一致ケースの増加や相談者
の固定化。

【改善策・今後の方向性】
公共施設の相談窓口とし
て、公平性の観点から相談
時間や受付方法などを検
討。

男女共同
参画課

女性のエンパワーメントに
繋がるフェミニスト・カウ
ンセリングの相談体制を整
え、不安や悩みを抱えた女
性からの相談を受け、気持
ちの整理の手伝いをし、自
らが解決の糸口を掴めるよ
うに支援するとともに、問
題解決に必要な情報提供を
行っている。

男女共同
参画課

心の悩みや法律問題に関す
る専門的な相談に対して医
師と弁護士が誠実かつ適切
に対応した。

【課題・懸案事項】
相談しやすい体制づくり

【改善策・今後の方向性】
引き続き事業を実施すると
ともに、窓口の周知を図っ
ていく。

多様な人権問題に取り組む
人権擁護委員の活動を支援
し、あるいは連携・協力し
て各種事業を実施すること
により、人権尊重の意識の
育成やいじめ・暴力等の根
絶に努めた。

引き続き、人権擁護委員の
活動を支援するとともに、
連携・協力して人権啓発活
動等を実施していく。

男女共同
参画課

女性の労働に関する悩み等
に対し、的確なアドバイス
を行ったほか、適切な関係
機関を紹介するなど、個々
の相談内容に十分配慮し、
対応した。

男性の相談員による相談体
制を整え、問題解決に必要
な情報提供を行うなど支援
に努めた。

【課題・懸案事項】
相談利用者の固定化が見受
けられるため、認知度を高
める必要がある。

【改善策・今後の方向性】
主催事業等でも積極的に周
知を図るとともに、情報
誌・ＳＮＳ等でも周知広報
する。

男女共同
参画課

引き続き、労働に関する被
害を防ぐためにも、相談者
の悩みに丁寧に対応してい
く。

雇用推進
課

22306 労働相談
の実施

労働条件、社会
保険・年金、職
業訓練、パート
タイムなど労働
に関する悩み等
について、労働
相談員によるア
ドバイスや関係
機関の紹介な
ど、解決のため
の相談を行う。

蘇我コミュニティセン
ター内において、仕事の
悩み等についての労働相
談を実施

相談者数　519人 7,127

利用者からの労働条件や社
会保険など労働に関する悩
み等の相談に対し、概ね適
切なアドバイスを提供でき
たと考えている。

22305 男性相談
の実施

電話・インター
ネットにより、
男性の悩みや不
安について、男
性の専門相談員
による相談を行
う。

男性電話相談
男性相談員が対応。
相談時間:毎週金曜日
18時30分～20時30分
相談者数：141人

-

生き方、人間関係、心や体
の悩みなど、さまざまな悩
みを抱えた男性の相談窓口
として対応した。

22304 人権擁護
委員によ
る人権相
談等への
支援

千葉人権擁護委
員協議会へ助成
することによ
り、人権擁護委
員による人権相
談や人権啓発活
動等への支援を
行う。

・千葉人権擁護委員協議
会からの要請に基づき、
負担金2,127,600円を支
出した。
・常設/特設人権相談
3,382件（千葉協議会管
内R3.1～R3.12）
・人権教室 2,128

人権擁護委員の活動を支援
するとともに、連携・協力
して人権啓発活動等を実施
した。

22303 ハーモ
ニー専門
相談の実
施

男女共同参画セ
ンターにおい
て、女性の精神
科医や弁護士に
よる専門相談を
行う。

医　師：毎月1回
弁護士：毎月2回

938

心の悩みや法律問題に関す
る専門家の医師や弁護士を
窓口に置くことにより、幅
広い相談に応じることが可
能となった。

22302 ハーモ
ニー相談
の実施

男女共同参画セ
ンターにおい
て、電話や面接
により、女性の
悩みや不安につ
いて、女性の専
門相談員による
相談を行う。

ハーモニー相談(女性相
談)
電話及び面接による相談
の実施(要予約)。

相談時間：
火～金 10時～20時
土、日 10時～16時

相談者数：1,699人

-

家庭や仕事、生き方や人間
関係、心や体のことなど、
さまざまな悩みを抱えた女
性の心の整理を支援する相
談窓口として対応し、相談
の内容・性質により専門的
な相談窓口への適切なエス
カレーションを行った。ま
た、困りごとに対応した市
の相談窓口の情報提供をい
つでも可能にするため、Ｈ
Ｐにチャットボットを設
置。

22301 苦情処理
委員制度
の運営

男女共同参画に
関する市の施策
についての苦情
や相談、性別に
よる人権侵害な
どを受けた場合
の被害者救済窓
口として、苦情
処理委員を配置
し、周知する。

・相談等0件
・苦情申出0件

0

苦情処理委員を配置すると
ともに、ホームページによ
る制度の周知に努めた。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

施策の方向性３　国際的な視点に立った相互理解と連携の推進

①多文化共生の推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 A

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

②国籍に関わらず市民が安心して暮らせる環境づくり

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 C

H29 A

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 D

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 D

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 －

R2 A

R3 A

所管課

多文化共生社会の実現に向
けて、国際交流や外国人市
民に対する相談、情報提供
などを行った。

講座では、日本をはじめと
した世界で生じている社会
問題をジェンダーの視点か
ら見ることで、大きく異な
る見方ができるということ
を示すことができた。
　私たちが目指す社会実現
のためには、国際的な動向
や世界規模の取組などの情
報が不可欠であることか
ら、国際機関の広報セン
ターとも連携を強化してい
る。
　情報企画展示では、女性
の活躍推進の中でも進みの
遅い政治参画について先進
的な取組を行っている国を
紹介した。

【課題・懸案事項】
　国際社会の取組に関する
市民の関心の喚起。

【改善策・今後の方向性】
　講座等の主催事業に偏ら
ず、多様な機会を捉えて、
周知啓発に努める。

男女共同
参画課

ガイドブックの内容に男女
の偏りがないよう配慮し、
外国人市民が日常生活に必
要とする市政情報を提供し
た。

引き続き事業を実施する。 国際交流
課

引き続き事業を実施する。 国際交流
課

翻訳したリーフレット等を
通じて、国籍に関わらず市
民が安心して暮らせる環境
づくりを促進するため周知
に努めた。翻訳の依頼が
あった場合は、適切に対応
できるように関係各課との
連携を図っている。

男女共同参画課において情
報の更新を行い、当課への
翻訳依頼があった場合には
翻訳を行う。
外国人市民への情報提供に
ついては、ホームページへ
の掲載や、千葉市国際交流
プラザでの配架を継続す
る。

国際交流
課

男女共同参画課で作成し
た6か国語の啓発リーフ
レットを配架するとも
に、ホームページで情報
提供を行った。

-

既存の資料を活用するとと
もにホームページでも広く
周知した。

DV等の被害と言語の支障の
複合的な障壁に苦しむ女性
の救済を促進するため、外
国語リーフレットによっ
て、配偶者等からの暴力等
に関する相談窓口等の情報
提供を行った。

【課題・懸案事項】
定期的に情報の更新が行わ
れていない。
効果的な周知方法を検討す
る。

【改善策・今後の方向性
等】
定期的に情報を更新したう
えで、継続的な情報提供が
必要。

こども家
庭支援課

「あなたが市長だったらど
うするか？」について、題
材を選んでグループで話し
合い、話し合った内容を発
表してもらった。

引き続き事業を実施する。 国際交流
課

23203 外国人市
民懇談会

外国人市民か
ら、市政に対す
る意見・要望を
聴取する。

外国人市民から、市政に
対する意見・要望を聴取
した。

-

【テーマ】千葉市での日常
生活について
【参加】外国人市民

平成29年度に作成した多
言語によるDV被害防止啓
発リーフレット「配偶
者・パートナーからの暴
力に悩むあなたへ」を引
き続き配架し、情報提供
を行った。

6言語（やさしいにほん
ご、英語、中国語、韓国
語、スペイン語、タガロ
グ語）

-

当該リーフレットを通じ
て、外国人市民が安心して
暮らせる環境づくりに寄与
した。

DV等の被害と言語の支障の
複合的な障壁に苦しむ女性
の救済を促進するため、外
国語リーフレットによっ
て、配偶者等からの暴力等
に関する相談窓口等の情報
提供を行った。

【今後の方向性等】
適宜リーフレットの更新を
行うとともに、作成した
リーフレットの掲出等によ
り、情報提供を行う。

男女共同
参画課

23202 外国人市
民の人権
侵害に対
する取組
み

配偶者等からの
暴力やセクシュ
アル・ハラスメ
ントなどに関す
る外国語パンフ
レット等によ
り、情報提供を
行う。

リーフレットを千葉市国
際交流プラザに配架する
とともに、ホームページ
に掲載し、外国人市民へ
情報提供を行う。

-

H29年度に男女共同参画課
の依頼に基づき作成した
が、R2年度は翻訳依頼は無
し。
リーフレットについては引
き続き配架し、外国人市民
への情報提供を行った。

23201 各種情報
誌制作事
業

外国語版生活ガ
イドブックを作
成し、外国人市
民が不自由なく
生活できるよう
支援をする。

外国人市民が本市で不自
由なく生活できるように
するために、外国語版生
活ガイドブックを発行
（更新）し、情報提供を
行った。

21

多言語にわたる生活ガイド
ブックを最新版に更新し、
外国人市民へ配布し情報提
供を行うことができた。し
かし、ガイドブックの発行
遅れがあったためB評価を
選択した。

23102 国際交流
プラザの
管理運営

多文化共生や国
際理解推進拠点
である国際交流
プラザ管理を行
う。

千葉市国際交流プラザ及
び会議室の管理を行っ
た。

9,240

部屋の配置及びプライバ
シーの確保等、外国人市民
が利用しやすい環境を作
り、国際交流や外国人市民
に対する相談、情報の提供
などの場である「千葉市国
際交流プラザ」の管理運営
を適切に行うことができ
た。
※国際交流プラザ利用者数
実績
R3 17,627人／R2 14,494人
／R元 25,619人／H30
24,741人
（R2以降の利用者数減は新
型コロナ拡大の影響）

23101 男女共同
参画に関
する世界
の動きの
理解

女子差別撤廃条
約など男女共同
参画に関する国
際的な動向につ
いて、情報収集
や提供、講座な
どを行う。

・講座「男女共同参画講
座Ⅰジェンダーの視点か
ら社会を見る」
受講者数：23人
・情報資料センターおけ
る資料収集・展示・貸出
・情報企画展示「国際女
性デー関連展示　政治に
『参画する』を考える～
世界の取組と日本の今
～」 -

・ジェンダーの視点から社
会を見ることで、現在日本
をはじめとした世界にある
差別を被差別者の立場から
敏感に感じるという視点を
学ぶ機会を提供することが
できた。
・情報資料センターでは、
国連広報センターとゆるや
かにつながる図書館とし
て、世界的な課題や取組に
ついての情報を積極的に収
集・整理し、市民に提供し
ている。
・3月8日の国際女性デーに
関連して情報企画展示を行
い、世界と日本の政治参画
に関する取組を提示した。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

28 



第２章　千葉市の男女共同参画の推進

基本目標Ⅲ　あらゆる分野における女性の活躍

施策の方向性1　政策・方針決定過程への女性の参画の拡大　

①市の政策・方針決定過程における女性の参画の拡大

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 年度ごとの自己評価令和３年度事業

男女共
同参画
課

今後も引き続き内部及び外
部講師により、必要とされ
る研修（講義・演習）を実
施していく。

人材育
成課

人事課

31104 ダイバー
シティ推
進事業部
の運営
〔新規〕

多様な人材活用
の推進のため、
ダイバーシティ
推進事業部を運
営する。

・ちばイクボス同盟加入
事業者との連携事業とし
て、オンライン講演会を
実施
・職員向けに作成した
「LGBTを知りサポートす
るためのガイドライン」
を使用した庁内研修（新
規採用者研修及び、応
募・希望による研修）の
実施
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・男性の育休取得促進やイ
クボスとしてのマネジメン
トについて理解を深め、就
労環境の改善や生産性の向
上を図った。
・「LGBTを知りサポートす
るためのガイドライン」を
活用し、新規採用者などへ
の研修を行った。

・ちばイクボス同盟による
連携事業の実施により、市
内事業所における女性活躍
を始めとする多様な人材活
用やワーク・ライフ・バラ
ンス推進を図るための意識
改革を行った。
・職員が正しい理解のも
と、状況に応じた適切な対
応ができるよう、ガイドラ
インを活用した研修を行っ
た。

ちばイクボス同盟加入事業
者との連携事業を引き続き
実施していくとともに、
LGBTへの配慮促進に向けた
検討や組織横断的課題に取
り組んでいく。

部分休業等取得者の主査昇
格や、女性が少ない部署で
の女性職員の複数配置（維
持）に努めた。
公平・公正な観点はもとよ
り、職員の個性と能力が発
揮できるよう、本人の適性
を踏まえ、昇格及び人事異
動を行った。

引き続き、各種政策・事業
立案部署への女性職員の積
極的な配置に努める。

31103 市職員に
対する研
修の充実

内部及び外部講
師により、階層
別に必要とされ
る研修（講義・
演習）を実施す
る。

・新規採用職員研修
「人権」250人
・新規経験者採用職員研
修
「人権」 35人
・新規採用技能員研修
「人権」 13人
・主査研修等5研修
「公務員倫理」501人
・女性の活躍・キャリア
開発促進研修　68人
・キャリアと働き方研修
　→新型コロナにより中
止

委託料
315

報償費
0

31102 職域拡大
の推進

男女に偏りのな
い（性別による
差別のない）職
員の配置を推進
する。

公平・公正な観点はもとよ
り、職員の個性と能力が発
揮できるよう、本人の適性
を踏まえ、昇格及び人事異
動を行った。
また、引き続き、部分休業
等の取得者についても、育
児・家庭状況に配慮しなが
ら、主査職に登用した。

【課題・懸案事項】
女性職員の管理職登用を推
進していくためには、その
候補者となる前段ポストの
女性職員を増やすことが必
要であるが、業務経験不足
による不安やまた、出産・
育児等のライフイベントが
重なることもあり、昇格に
対し消極的な姿勢が見受け
られる。

【改善策・今後の方向性】
キャリア形成支援や働き方
改革等、千葉市女性活躍推
進プランに掲げた取組項目
について、着実に取り組ん
でいく。

人事課

職員の「男女共同参画」に
対する理解度や意識の向上
が図れるような研修を実施
したため。

新規採用職員を対象とした
研修に「人権」の科目を設
定している。また、主査研
修等の必修科目で「公務員
倫理」の指導項目に「セク
ハラ防止」を設定するな
ど、職員の「男女共同参
画」に対する理解度や意識
の向上が図れるように配慮
して研修を実施している。

政策・事業立案を行う部署
にも、積極的に女性を配置
した。

各種政策・事業立案部署
に積極的に女性職員を配
置

-

H29年度女性管理職割合
17.3％
H30年度女性管理職割合
22.0％
H31年度女性管理職割合
26.8％
R2年度女性管理職割合
28.1％
R3年度女性管理職割合
29.3％

※女性管理職割合は、小
学校及び中学校における
割合

-

所管課

31101 女性職員
及び女性
教職員の
登用促進

市政運営及び学
校運営への女性
職員・女性教職
員の参画を促進
する。

管理職（課長補佐級以
上）に占める女性職員の
割合は、24.4％（令和3
年4月1日時点）

-

管理職（課長補佐級以上）
に占める女性職員の割合が
一年前と比較して0.8ポイ
ント上昇した。
※令和2年4月1日時点
23.6%

昨年度に比べて1.2ポイン
ト向上した

男性の育児休業取得の促進
により、女性教職員が管理
職を目指す環境づくりに努
めるとともに、積極的に女
性の教務主任登用を行っ
た。

【課題・懸案事項】
教職員の年齢分布に著しい
偏りがあり、30代後半から
40代後半の教職員が比較的
少ない。

【改善策・今後の方向性】
女性の教頭候補者を増やす
ため、教務主任や行政職へ
の登用を積極的に行ってい
く。

教育職
員課
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 C

H29 C

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

類似会議体が複数あるた
め、整理の必要性も含め、
検討する。

男女共
同参画
課

男女共
同参画
課

・女性委員の登用率が目標
の38％に達するよう事前協
議を行い、その必要性を所
管課に訴え、意識付けとな
るよう努めた。
・千葉県女性人材リストを
活用し、附属機関への女性
委員の登用促進を図った。

市民自
治推進
課

-

幅広い人材が応募できるよ
う、広報や周知などを工夫
する必要がある。

-

附属機関における女性委員
の登用率は上がったもの
の、依然として低い水準と
なっているため、女性委員
の登用率向上を目指し、庁
内向けの周知や指導を行
う。

31107 附属機関
の委員の
公募によ
る選任の
推進

附属機関の委員
の改選（新設）
の際、所管と協
議を行い、公募
による委員の選
任を推進する。

（1）附属機関
　　122機関
（2）公募委員を含む附
属機関
　　29機関
（3）選任割合
　　23.8％

-

目標値を定めていないた
め。

31106 附属機関
への女性
委員の登
用促進

附属機関の委員
選任にあたり、
所管課と事前協
議を行い、女性
委員の登用を促
進する。

事前協議により、女性委
員の登用促進を図った。

-

・女性委員の割合を増加さ
せることが出来たため。
（令和2年度：29.1%
　→令和3年度：29.7%）

・附属機関への女性委員推
薦に係る関係団体の庁内調
査を行い、委員の推薦を依
頼している関係団体宛て
に、女性委員登用の依頼文
の送付を行った。

31105 ダイバー
シティ推
進協議会
の設立・
運営
〔新規〕

多様な人材活用
の推進のため、
関係機関による
「（仮称）ダイ
バーシティ推進
協議会」を設
立・運営する。

未実施 0 -

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

②事業所における女性の活躍推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 C

H29 C

H30 C

R1 C

R2 C

R3 C

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

女性の職域拡大や積極的な
登用、ワーク・ライフ・バ
ランスの向上、その他男女
共同参画に向けた働きやす
い職場づくりを推進してい
る事業者を支援することに
より、市内の各事業者が、
自主的にこれらの取組みを
促進していく意識付けとな
るよう努めた。

【課題・懸案事項】
令和3年度までに延べ160件
の登録目標に対し、新規登
録件数が延びていない。

【改善策・今後の方向性】
令和4年度から、事業者登録
制度に代わる新規事業とし
て、常時雇用労働者数300人
以下の事業所に対し女性活
躍推進法に基づく一般事業
主行動計画の策定支援を行
う「女性活躍推進アドバイ
ザー派遣事業」を実施して
いる。

男女共
同参画
課

男女共同参画を進める上
で、仕事と家庭生活の両立
支援のために、職場や家庭
内の男女格差など改善しな
ければならない課題が多い
ことから、地域の関係施設
等との連携も含め、幅広い
周知啓発につながるよう努
めた。

所管課

【課題・懸案事項】
忙しい子育て世代を対象に
「制度」周知のみを目的と
して、講座への参加を促す
のは難しい。家庭生活を男
女がともに支え合い、責任
を果たすことの必要性を多
様な角度から、啓発してい
く必要がある。

【改善策・今後の方向性】
家庭生活を男女が共に担う
ためには、男性の家事・育
児・介護等への参画、意識
改革が必要なことから、男
性が参加しやすい啓発事業
のあり方を他の学習施設と
も連携し実施するととも
に、情報誌を活用した広報
等にも取り組む。

男女共
同参画
課

男女共
同参画
課

広報のスキルを学ぶことで
女性が自信をもって多様に
活躍することを支援するた
め、実施した。
　また、自らのキャリアを
見直す時期ともいえる50代
の女性に、生涯をとおして
の自らのライフプランを考
える機会を提供することが
できた。

【課題・懸案事項】
行政や市内事業所等のダイ
バーシティマネジメントを
推進する部門間の連携。

【改善策・今後の方向性】
組織的な対応だけではな
く、働く女性のスキル向上
や交流の場作りも視野に入
れて展開する。

男女共同参画に関する視点
からの社内研修に活かせる
資料を収集・展示・貸出し
た。
　女性が働き続けるために
力となるスキルやストレス
マネージメントについて実
施した。

【課題・懸案事項】
センターのアウトリーチ事
業等の研修内容についての
周知方法と市内事業所等と
の連携。

【改善策・今後の方向性】
市民への情報提供に係る
国・県等との連携。
　社内研修等に関する資料
の収集・展示・貸出。

男女共
同参画
課

-

類似会議体が複数あるた
め、整理の必要性も含め、
検討する。

男女共
同参画
課

31205 ダイバー
シティ推
進協議会
の設立・
運営
〔新規〕
〔基本目
標Ⅲ-1-①
の再掲〕

多様な人材活用
の推進のため、
関係機関による
「（仮称）ダイ
バーシティ推進
協議会」を設
立・運営する。

未実施 0 -

31204 事業所等
における
研修の支
援

出前講座や講師
派遣、資料の提
供など、事業所
等における研修
を支援する。

・情報資料センターにお
ける資料収集・展示・貸
出
・夜間講座の実施（しご
と応援ゼミ）

-

・新型コロナウィルス感染
症拡大防止対策を踏まえ、
事業所内での研修等に活か
せる資料を収集・展示・貸
出した。
・研修を自前開催できない
事業所等もあることから、
社会人が参加しやすい夜間
講座を実施。

31203 女性の活
躍推進に
関する講
座の開催
〔新規〕

男女共同参画推
進事業者等を対
象にロールモデ
ルによる講座や
取組事例の紹介
等を行う。

講座「女性チャレンジ応
援セミナー　広報のプロ
から学ぶチラシ作成術講
座」
受講者数：18人
講座「キャリア支援セミ
ナー　アラフィフのあな
たへ女性50代からのキャ
リアデザイン」
受講者数：28人

-

働く女性の活躍推進のた
め、情報提供とともにキャ
リア形成やスキルアップ、
エンパワーメント等課題・
テーマ別の能力開発に資す
る講座を実施した。

31202 職場と家
庭生活等
との両立
を支援す
る多様な
制度の普
及促進

育児休業や介護
休業、子育て期
の勤務時間短縮
等、家庭生活等
との両立を支援
する制度につい
て情報誌等によ
る情報提供や講
座の開催などを
行う。

・講座
「フォーラム企画ワーク
ショップ　新たな男女共
同参画社会を目指して」
受講者数：15人
「子育て応援プログラム
もっと一緒に！父子で体
を動かそう」
受講者数：6人
「家庭生活における参
画・現代的課題講座　新
しい家族のスタイルを見
つけよう」
受講者数：22人
・情報誌「みらい」43号
特集「第5次男女共同参
画基本計画～すべての女
性が輝く令和の社会へ
～」
・情報資料センターにお
ける資料収集・展示・貸
出

-

仕事と生活の調和が図られ
る社会を目指すための国の
基本計画や施策等について
の学習機会の提供や家庭生
活に係る実践的な講座を実
施するとともに、センター
情報誌においても情報提供
を図った。

31201 男女共同
参画推進
事業者登
録制度

男女共同参画を
推進する取組み
を積極的に行う
事業者に対し、
登録を行い登録
証・登録マーク
を交付し、ホー
ムページ等で広
く市民に周知す
る。

男女共同参画を推進する
取り組みを積極的に行う
事業者の登録を行い、
ホームページ等で事業者
の紹介をした。
登録件数2件（延べ79
件）

0

新規の登録が２件のみで
あったため。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

施策の方向性２　雇用の分野における男女共同参画の推進

①職場における男女の機会均等

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 C

H29 C

H30 C

R1 C

R2 C

R3 C

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 －

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

【課題・懸案事項】
社会人とともに、これから
就職する若い世代やコロナ
禍による女性の就労環境の
厳しさを踏まえた情報提
供。

【改善策・今後の方向性】
市が千葉労働局との包括協
定を結んでおり、政策を踏
まえた連携により、計画
的・継続的な啓発事業とし
て取り組む。

男女共
同参画
課

・情報資料センターにおい
て男女雇用機会均等法など
の法律や制度に関する資料
を収集・展示・貸出した。
・しごと情報コーナー「し
ごと応援ナビここ」を設
置・拡充し、情報提供・啓
発を行った。

家庭生活との両立をめざ
し、女性がキャリアの中断
なく働き続けられることに
視点をおいて、ハローワー
クちばや千葉労働局をはじ
めとした関係団体と連携を
図り、法律・制度等の最新
の情報を提供できるよう留
意した。

働き方改革セミナーを実
施

0

新型コロナウイルス感染症
の感染拡大に伴う緊急事態
宣言中の開催で参加者数は
少ないが、市内企業に必要
な情報を提供でき、課題に
助言できたため。

働き方改革を進めることで
労働環境を整備し、女性活
躍につながるなどの情報も
併せて提供した。

働き方改革に関する情報
を、雇用主側だけでなく従
業員側にも伝える方策を検
討する。

職場でのハラスメントなど
女性の労働に関するさまざ
まな問題について相談に応
じる「労働相談」を掲載
し、情報提供を行った。

引き続き、職場における男
女機会均等を含めた勤労者
向けの情報提供を行ってい
く。

雇用推
進課

引き続き、労働に関する被
害を防ぐためにも、相談者
の悩みに丁寧に対応してい
く。

雇用推
進課

女性の労働に関する悩み等
に対し、的確なアドバイス
を行ったほか、適切な関係
機関を紹介するなど、個々
の相談内容に十分配慮し、
対応した。

32104 労働相談
の実施
〔基本目
標Ⅱ-2-③
の再掲〕

労働条件、社会
保険・年金、職
業訓練、パート
タイムなど労働
に関する悩み等
について、労働
相談員によるア
ドバイスや関係
機関の紹介な
ど、解決のため
の相談を行う。

蘇我コミュニティセン
ター内において、仕事の
悩み等についての労働相
談を実施

相談者数　519人
7,127

利用者からの労働条件や社
会保険など労働に関する悩
み等の相談に対し、概ね適
切なアドバイスを提供でき
たと考えている。

32103 労働者向
け情報誌
発行事業

勤労者向けの各
種情報を情報
誌、ガイドブッ
ク、インター
ネット等を通じ
て提供する。

勤労者向けの各種情報を
情報誌、ガイドブック、
インターネット等を通じ
て提供。

256

「労働相談」を情報誌に掲
載するほか、労働関係の情
報を市ＨＰに掲載するな
ど、勤労者向けの情報提供
が概ねできた。

雇用推
進課

女性の職域拡大や積極的な
登用、ワーク・ライフ・バ
ランスの向上、その他男女
共同参画に向けた働きやす
い職場づくりを推進してい
る事業者を支援することに
より、市内の各事業者が、
自主的にこれらの取組みを
促進していく意識付けとな
るよう努めた。

【課題・懸案事項】
令和3年度までに延べ160件
の登録目標に対し、新規登
録件数が延びていない。

【改善策・今後の方向性】
令和4年度から、事業者登録
制度に代わる新規事業とし
て、常時雇用労働者数300人
以下の事業所に対し女性活
躍推進法に基づく一般事業
主行動計画の策定支援を行
う「女性活躍推進アドバイ
ザー派遣事業」を実施して
いる。

男女共
同参画
課

32102 男女雇用
機会均等
法など法
律や制度
の周知

講演会や講座、
情報誌などによ
り、情報提供を
行い、雇用分野
の法制度を周知
する。

・講座
「女性のための就職応援
講座」
受講者数：14人
・情報資料センターにお
ける資料の収集・展示・
貸出
・しごと情報コーナー
「しごと応援ナビここ」

-

32101 男女共同
参画推進
事業者登
録制度
〔基本目
標Ⅲ-1-②
の再掲〕

男女共同参画を
推進する取組み
を積極的に行う
事業者に対し、
登録を行い登録
証・登録マーク
を交付し、ホー
ムページ等で広
く市民に周知す
る。

男女共同参画を推進する
取り組みを積極的に行う
事業者の登録を行い、
ホームページ等で事業者
の紹介をした。
登録件数2件（延べ79
件）

0

新規の登録が２件のみで
あったため。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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③女性の再就職等の支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

女性が様々なライフプラン
の変化の中で自分らしい働
き方を選択し、自分のキャ
リアについても主体的に考
える機会として、また、そ
のためのエンパワーに繋が
る実践の機会となるよう、
働き続けることの意識形成
に配意するとともに、共に
学ぶメンバー間の情報共有
や交流に配意した。

【課題・懸案事項】
仕事や家事・育児等に忙し
い世代や若年層への啓発。

【改善策・今後の方向性】
子育て中の方や働く人たち
が家事・育児に忙しい休日
等の参加には無理があるこ
とから、一部の講座は事業
所等との連携による平日の
派遣研修扱いでの参加を模
索している。

男女共
同参画
課

－
雇用推
進課

－

男女共
同参画
課

事業番号No.32201に同じ 【課題・懸案事項】
社会・経済状況の変化な
ど、働く（求職活動中他）
女性を取り巻く情勢を踏ま
えた細やかなプログラムの
提供が必要。

【改善策・今後の方向性】
サポートに繋がる啓発内容
にするとともに関係機関と
の連携により、役立つ情報
提供に努める。

就労生活相談を活用し、女
性の再就職につながる相談
対応を行った。

就労生活相談に、女性から
相談があった場合には、的
確なアドバイスができるよ
う、引き続き、対応を図っ
ていく。

雇用推
進課

就労生活相談を活用し、女
性の再就職につながる相談
対応を行った。

就労生活相談に、女性から
相談があった場合には、的
確なアドバイスができるよ
う、引き続き、対応を図っ
ていく。 雇用推

進課

【課題・懸案事項】
「しごと応援ナビここ」の
周知と主催事業等での効果
的な活用。

【改善策・今後の方向性】
HPやTwitter、情報誌「みら
い」などで積極的に紹介す
るとともに「女性のための
就職応援講座」等の参加者
にも案内し、コーナーの利
用促進を図る。

男女共
同参画
課

雇用の分野における男女共
同参画の推進のため、ま
た、一人ひとりが望む働き
方を支援するために、多様
な就業形態や各種制度や相
談に関する情報など、幅広
い分野の情報提供に努めて
いる。

32206 多様な就
業形態に
ついての
情報提供

ワークシェアリ
ングや在宅勤
務、短時間正社
員制度など多様
な就業形態につ
いて情報を収
集、提供する。

・情報資料センターにお
ける資料の収集・展示・
貸出
・しごと情報コーナー
「しごと応援ナビここ」

-

求人情報、職業訓練、各種
セミナー、相談窓口など、
就業に関する様々な情報提
供を行うとともに、情報を
求める方の利便性に配意
し、関連情報の展示や資料
の配架など積極的な情報
コーナーづくりを行った。

32205 就職活動
に対する
支援

求職者に履歴
書・職務経歴書
の書き方指導や
職業適性、面接
の対処方法など
の個別指導を行
う。

【実績値】就職者数
・ふるさとハローワーク
いなげ
345人
・ふるさとハローワーク
みどり
643人

15,875

ふるさとハローワークの就
労生活相談では、女性の再
就職支援等を含めた対応を
行い、就労支援が概ね図れ
た。

32204 ふるさと
ハロー
ワーク

ハローワークの
求人検索システ
ムによる職業紹
介と、市の就
労・生活相談を
ワンストップで
対応することに
より、就労を支
援する。

【実績値】就職者数
・ふるさとハローワーク
いなげ
345人
・ふるさとハローワーク
みどり
643人

15,875

ふるさとハローワークの就
労生活相談では、女性の再
就職支援等を含めた対応を
行い、就労支援が概ね図れ
た。

32203 女性への
再就職支
援

再就職に関する
講座や情報提
供、相談を行
い、結婚や育児
などで退職した
人の再就職を支
援する。

講座「女性のための就職
応援講座」
受講者数：14人
情報資料センター
しごと情報コーナー「し
ごと応援ナビここ」設置

-

子育て中の女性の再就職や
正規職員を目指す女性を応
援する取組として「マザー
ズ・ハローワークちば」と
の共催により、求職活動実
績ともなる講座を実施し
た。
また、情報資料センターで
は、就労に関するしごと情
報コーナー「しごと応援ナ
ビここ」を設置し、各種情
報・資料の提供を行ってい
る。
【一部再掲】

32202 女性への
就労支援
〔新規〕

結婚、出産、子
育てなどで離職
した女性を対象
に就職に向けた
キャリアプラン
ニングセミナー
を開催する。

　　　　　－

※受講対象を女性に限定
せず、求職者向けのセミ
ナーを実施

2,456 －

32201 キャリア
形成や自
己表現等
に関する
講座の開
催

男女共同参画セ
ンターなどにお
いて、キャリア
やライフプラ
ン、自己表現な
ど職業能力を開
発・向上させる
講座を開催す
る。

講座「女性チャレンジ応
援セミナー」
受講者数：18人
講座「キャリア支援セミ
ナー」
受講者数：28人
講座「女性のための就職
応援講座」
受講者数：14人

-

職業能力の向上や自己の
キャリア形成、自己表現等
職場で活かせる資質の向上
を目指す実践的な内容での
講座開催と子育て中の女性
の再就職や正規職員を目指
す女性を応援する取組とし
て「マザーズ・ハローワー
クちば」との共催により、
求職活動実績ともなる講座
を実施した。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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③ダイバーシティの推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

・ちばイクボス同盟による
連携事業の実施により、市
内事業所における女性活躍
を始めとする多様な人材活
用やワーク・ライフ・バラ
ンス推進を図るための意識
改革を行った。
・職員が正しい理解のも
と、状況に応じた適切な対
応ができるよう、ガイドラ
インを活用した研修を行っ
た。

ちばイクボス同盟加入事業
者との連携事業を引き続き
実施していくとともに、
LGBTへの配慮促進に向けた
検討や組織横断的課題に取
り組んでいく。

男女共
同参画
課

類似会議体が複数あるた
め、整理の必要性も含め、
検討する。

男女共
同参画
課

-

32302 （仮称）
ダイバー
シティ推
進協議会
の設立・
運営
〔新規〕
〔基本目
標Ⅲ-1-①
の再掲〕

多様な人材活用
の推進のため、
関係機関による
「（仮称）ダイ
バーシティ推進
協議会」を設
立・運営する。 未実施 0 -

32301 ダイバー
シティ推
進事業部
の運営
〔新規〕
〔基本目
標Ⅲ-1-①
の再掲〕

多様な人材活用
の推進のため、
ダイバーシティ
推進事業部を運
営する。

・ちばイクボス同盟加入
事業者との連携事業とし
て、オンライン講演会を
実施
・職員向けに作成した
「LGBTを知りサポートす
るためのガイドライン」
を使用した庁内研修（新
規採用者研修及び、応
募・希望による研修）の
実施

19

・男性の育休取得促進やイ
クボスとしてのマネジメン
トについて理解を深め、就
労環境の改善や生産性の向
上を図った。
・「LGBTを知りサポートす
るためのガイドライン」を
活用し、新規採用者などへ
の研修を行った。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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施策の方向性３　自営の商工業や農林水産業の分野等における男女共同参画の推進

①女性の起業に対する支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

起業は女性ならではの職種
や方法などの課題やテーマ
があり、踏み出せるきっか
けづくりとなるよう、なる
べく多くの情報を提供する
とともに、講師自身の女性
起業家としての経験や起業
を目指す参加者同士の交流
も踏まえて相談しやすく、
学びやすい環境づくりに努
めた。

【課題・懸案事項】
ステップアップのための
フォローに向けた関係機関
との連携や場作り。

【改善策・今後の方向性】
起業支援などを実施してい
る相談機関等の紹介。併せ
て起業を目指す女性たちの
情報共有・交流の場の提供
やフォロー事業の実施を検
討。

男女共
同参画
課

今後も、継続して男女問わ
ず、参加者に対し適切に
サービスの提供を実施して
いく。

産業支
援課

高齢化におけるまちづくり
を主眼とした取り組みや経
済活動に特化した内容を取
り上げるなど、多様な観覧
者を対象としたプログラム
にて構成されていた。

産業支
援課

資金調達支援として、新た
に事業を開始しようとする
中小企業者に対するチャレ
ンジ資金などの支援を整備
している。令和3年度にお
いて、女性の活用実績もあ
り、女性の起業支援を推進
することができた。

今後も、継続して男女問わ
ず、適切にサービスの提供
を実施していく。

女性受講者に、創業のノウ
ハウのポイントを分かりや
すく講義を行ったほか、先
輩女性創業者による事例発
表や女性起業家向けセミ
ナーの情報を提供する等、
きめ細やかな対応に努め
た。

今後も、継続して男女問わ
ず、受講者に対し適切に
サービスの提供を実施して
いく。

産業支
援課

今後も、継続して男女問わ
ず、入居者に対し適切に
サービスの提供を実施して
いく。

産業支
援課

インキュベート施設の管理
運営を通して、女性創業者
に対しても支援を行ってお
り、コーディネーターによ
るマーケティングや資金調
達等経営全般の相談に応じ
るとともに、女性起業家向
けセミナーの情報提供にも
努めた。

産業支
援課

女性起業家に対して、起業
のノウハウや資金調達支援
について情報提供を行った
ほか、女性起業家が抱える
経営課題や法律問題につい
ても、専門家によるきめ細
かな対応を行った。

今後も、継続して男女問わ
ず、相談者に対し適切に
サービスの提供を実施して
いく。

33106 相談・助
言事業

新たに創業を志
す者に対して、
企業の立ち上げ
にあたり必要と
なる情報を提供
したり、様々な
課題の解決を支
援するために、
窓口相談を行
う。

事業者・創業者等が抱え
る経営課題や法律問題に
ついて、コーディネー
ター（7人)、ビジネスア
ドバイザー(2人)、弁護
士等による相談を行い、
事業経営の円滑化を支援
した。

相談件数：2,083件

38,602

女性起業家に対しても、男
性同様に経営課題や法律問
題について、コーディネー
ター・ビジネスアドバイ
ザー・弁護士等による相談
を行い、課題解決や経営の
円滑化を支援できた。

33105 インキュ
ベート施
設の管理
運営

インキュベート
施設において、
専任のコーディ
ネーターによ
る、将来性のあ
るビジネスプラ
ンを有する創業
者を支援する。

CHIBA-LABO (ワーキング
スペース 30 席、カフェ
スペース 16 席、商談室
4 室、セミナールーム 1
室)

19,482

男女問わず、利用者に対し
適切にサービスの提供が行
えた。

33104 スタート
アップ支
援の強化
〔新規〕

スタートアップ
期にある事業者
を支援するた
め、経営知識等
の習得等の支援
を行う。

創業者研修（千葉市産業
振興財団）2回
経営力強化講座（千葉市
産業振興財団）1回

2,921

年3回の講座において、女
性の参加者も一定程度あっ
たため。

33103 資金調達
支援
〔新規〕

新事業創出に向
けた起業資金調
達支援を行う。

・チャレンジ資金 21件
・トライアル支援資金 0
件

255,160

男女問わず適切なサービス
の提供を行い、女性起業家
の利用も一定程度あったた
め。

33102 コミュニ
ティビジ
ネスの支
援

コミュニティビ
ジネスの情報提
供及びシンポジ
ウムなどを通じ
て普及啓発に努
めるとともに、
起業に向けた支
援を行う。

コミュニティビジネス・
シンポジウムの開催

141

・関係各所等への周知に尽
力し、シンポジウムには一
定数の女性参加者がいた。
・ベンチャーカップについ
ては、「ソーシャルビジネ
ス賞」を、地域貢献や社会
貢献を図ろうとするプラン
について幅広く評価する
「SDGｓ賞」に変更した。

33101 女性のた
めの起業
準備セミ
ナー

男女共同参画セ
ンターにおい
て、女性の起業
を支援するため
の講座を開催す
る。

講座「女性のための起業
入門講座」
受講者数：33人
講座「創業者研修（連携
事業）
受講者数：80人

-

起業準備のための基礎知識
をわかりやすく説明すると
ともに、実際に起業をする
ためのプラン作りや起業準
備に活用できる各種支援制
度等の紹介を産業振興財団
との連携により行った。参
加者の情報交換や個別相談
を実施し、きめ細かな人材
育成に配意し実施してい
る。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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②自営の商工業や農林水産業に従事する男女の協働の確立

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 D

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 C

H28 D

H29 D

H30 D

R1 B

R2 B

R3 B

- -
農業経
営支援
課

女性が参加しやすい研修環
境の整備、運営に配慮し
た。

【課題・懸案事項】
研修希望の女性が少ない。

【改善策・今後の方向性】
研修について広くPRを行
い、性別を問わず認知度を
高める。

【課題・懸案事項】
女性農業者の認定者数が少
ない。
【改善策・今後の方向性】
女性農業者や後継者が経営
参画できるよう家族経営協
定や認定農業者制度を普
及・推進する。

農地活
用推進
課

家族経営協定の締結を機
に、女性農業者に認定農業
者制度を普及している。

６次産業化に対して興味の
ありそうな女性農業者に対
し、積極的な声掛けをおこ
なう。

農政課

農業経
営支援
課

女性農業者に対しても積極
的に事業案内を行った。

33204 農業の6次
産業化の
推進
〔新規〕

農家所得の向上
を図るため、6
次産業化を目指
す農業者に対
し、支援する。

・イチゴ及びトマトを
使った加工品の開発に対
して補助した。

267

女性農業者に対しても事業
の案内をしたものの、要望
が無かったため、事業実施
には至らなかった。

33203 農業の担
い手育成
〔新規〕

農業の担い手を
確保・育成する
ため、農業知識
の習得や技術の
向上を図れるよ
う、新規就農希
望者研修を行
う。

・1年目　0人
・2年目　2人
・3年目　3人

34,759

男女問わず、研修生を募集
したが、女性からの応募は
なかった。

33202 農業経営
基盤強化
促進対策
事業

農村女性が能力
を十分発揮して
いくための条件
整備等を促進す
る。

・家族経営協定締結数：
1件

14

夫婦による1件の家族経営
協定を締結したことによ
り、女性農業者の能力発揮
が図られた。

33201 農業版ハ
ローワー
ク事業

農家で働いてみ
たい市民と労働
力を必要とする
農家が登録し、
条件にあった相
手と直接交渉
し、雇用契約等
を結ぶための支
援を行う。

事業見直しのため、研修
中止

19 -

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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②自営の商工業や農林水産業に従事する男女の協働の確立

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 A

H30 A

R1 A

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

所管課

・科学の分野で活躍する女
性を講師として招き、性別
による固定的な職業観が解
消されるよう配慮を行っ
た。
・グループ活動における班
分けでは、男女ともに科学
について気軽に話し合いが
できるようにした。

【懸念事項】
「講師に女性を」の声もあ
るが、機関に講座の協力を
お願いしたときに講師が女
性とは限らないので、女性
講師の比率を上げるのは難
しいこと。

【今後の方向性】
講座を新規に設定する際
は、講座内容が最優先であ
るものの、女性の専門家が
活躍している内容も考慮し
て設定していく。
性別に関係なく科学に興
味・関心が高い中高生を育
てていく。

生涯学
習振興
課

男女問わず、生徒のニーズ
を踏まえ、将来の社会参画
につながる新規協力企業を
拡充した。

・男女共同参画に配慮した
職業体験学習は進んでお
り、今後も同様の取組みを
継続していく。

教育改
革推進
課

キャリア教育推進連携会
議を開催した。

0

企業や学校関係者などさま
ざまな立場の視点から、
キャリア教育に関連する意
見交換を実施できた。

性差による固定的な職業観
を意識することなく委員の
選定や意見交換を行った。

引き続き、企業等のキャリ
ア教育への参画を推進して
いく。

教育改
革推進
課・雇
用推進
課

事業終了 0 事業終了のため - -
教育セ
ンター

33302 キャリア
教育の推
進
〔新規〕
〔基本目
標Ⅰ-1-②
の再掲〕

産学連携の会議
を設置するとと
もに、教育研修
プログラムの開
発などを行い、
地域経済や地域
産業を支える人
材の育成や確保
に向けたキャリ
ア教育の充実を
図る。

・キャリア教育推進連携
会議を年２回開催した
（１回は紙面会議）。
・出前授業（職業講話）
における新規協力企業を
拡充した。
・キャリア教育主任会で
キャリア教育ガイドブッ
クの活用を促した。

114

・キャリア教育推進連携会
議を年２回開催し、個性や
能力を尊重した教育環境づ
くりを踏まえた職業体験学
習推進の検討を行った。
・生徒のニーズに応じた出
前授業（職業の講話）が実
施できるよう、新規協力企
業を拡充した。職場体験と
出前授業を合わせて「職業
体験学習」として捉え、各
学校が選択できるよう推進
した。
・キャリア教育主任研修会
を１回開催し個性や能力を
尊重した教育環境づくりの
ための周知を図った。

33301 科学教育
の推進
〔新規〕

科学・技術を身
近に感じること
ができる環境を
創出するため、
未来の科学者育
成プログラムを
充実する。

・講座参加コース（年間
約30の講座から、自分が
希望する講座に参加す
る）
・課題研究コース（個人
研究を通して科学的な考
え方や検証方法などを学
ぶ）
・特別受講生制度（過去
に
プログラムに参加した元
受講生が、指定された講
座に参加できる制度）

以上の３つのコースを実
施し、新型コロナウイル
ス感染症対策のため、い
くつかの講座が中止また
はオンラインで実施した
ものもあった。

年間受講生:95人

465

・講座の講師の女性講師率
は32％であった
・名簿は名前順男女混合名
簿とし、班分けの際も男女
が混合となるよう配慮した
・受講生の36％が女性で
あった
・ホームページやチラシ、
ポスター作成のときには男
女が平等に受講している様
子がわかる写真を掲載した

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

基本目標Ⅳ　仕事と生活の調和を実現できる社会づくり

施策の方向性1　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

①長時間労働の削減などの働き方改革と職場づくり

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 B

R1 B

R2 －

R3 B

H28 C

H29 C

H30 C

R1 C

R2 C

R3 C

令和３年度事業

男女共
同参画
課

多様な働き方ができるよう
制度の充実を図るとともに
活用しやすい職場環境づく
りに取り組んでいくととも
に、職員一人ひとりが、組
織運営や職務に責任をも
ち、自身の成長に取り組む
ことができる組織としてい
く必要がある。

給与課

キャリアアップアドバイ
ザー事業を人材採用力向
上等支援事業として千葉
市産業振興財団に移管
し、市内企業にアドバイ
スを実施。 4,131

市内企業に対し、アドバイ
スを通して長時間労働見直
しのための対応策などを促
すことができたため。

-

男女共同参画社会の形成推
進に向け、家庭と仕事の両
立がしやすい環境整備が必
要なことから、男女の働き
方や家庭生活のあり方な
ど、ワーク・ライフ・バラ
ンスへの視点を踏まえた意
識啓発に資する講座を行っ
た。

【課題・懸案事項】
両立支援が必要な方は忙し
く、休日等に設定しても講
座への参加が難しい。

【改善策・今後の方向性】
男女がともに担う家庭生活
の視点を踏まえた事業の実
施と共に、各種情報提供事
業を活用した啓発に取組
む。

女性の職域拡大や積極的な
登用、ワーク・ライフ・バ
ランスの向上、その他男女
共同参画に向けた働きやす
い職場づくりを推進してい
る事業者を支援することに
より、市内の各事業者が、
自主的にこれらの取組みを
促進していく意識付けとな
るよう努めた。

【課題・懸案事項】
令和3年度までに延べ160件
の登録目標に対し、新規登
録件数が延びていない。

【改善策・今後の方向性】
令和4年度から、事業者登録
制度に代わる新規事業とし
て、常時雇用労働者数300人
以下の事業所に対し女性活
躍推進法に基づく一般事業
主行動計画の策定支援を行
う「女性活躍推進アドバイ
ザー派遣事業」を実施して
いる。

男女共
同参画
課

引き続き、企業の働き方改
革を推進していく。

雇用推
進課

41104 男女共同参
画推進事業
者登録制度
〔基本目標
Ⅲ-1-②の
再掲〕

男女共同参画を
推進する取組み
を積極的に行う
事業者に対し、
登録を行い登録
証・登録マーク
を交付し、ホー
ムページ等で広
く市民に周知す
る。

男女共同参画を推進する
取り組みを積極的に行う
事業者の登録を行い、
ホームページ等で事業者
の紹介をした。
登録件数2件（延べ79
件）

0

新規の登録が２件のみで
あったため。

41103 労働時間短
縮や休暇取
得に向けた
意識啓発

家庭生活や地域
活動などとの両
立と健康維持の
ため、長時間労
働を見直し、休
暇取得の促進に
向けた意識啓発
を行う。

【子育て応援プログラ
ム】「もっと一緒に！父
子で体を動かそう」
受講者数：6人
【しごと応援ゼミ】「仕
事の効率をアップした！
タイムマネジメントのコ
ツとは」
受講者数：9人
【家庭生活における参
画・現代的課題講座】
「家族と話そう漢方だけ
じゃない和漢診療のコ
ト」
受講者数：21人

-

・育児への主体的参加を啓
発することで働き方を見直
すきっかけなる講座となっ
た。
・仕事と家庭生活の両立支
援の観点から、ワーク・ラ
イフ・バランスへの啓発と
なるよう、自らの生産性や
仕事の優先順位を踏まえて
時間の使い方を見直す講座
を実施した。
・家族でお互いの健康につ
いて考える意識を啓発する
講座を実施した。

・在宅勤務利用延べ回数
　15,612回
・サテライトオフィス利
用延べ回数
  467回
・リモートアクセス申請
の廃止等の制度改正を
行った。
・サテライトオフィスを
新たに2か所開設した。

1

昨年度より引き続き、手続
きの簡素化等の制度改正や
サテライトオフィスの新た
な開設を行い、テレワーク
環境の整備をすすめたた
め。

・在宅勤務を利用すること
で通勤に要していた時間を
家庭生活に充てることが可
能となり、育児や介護と業
務との両立を支援すること
ができた。
・感染予防対策としてだけ
でなく、ワーク・ライフ・
バランスの向上につながる
働き方改革の観点からもテ
レワークを推進し、庁内周
知を図った。

・現場業務など、在宅勤務
制度等に適さない職場があ
る。
・窓口業務など、現状の業
務運用・制度設計では在宅
勤務制度等に適さない職場
がある。
・制度の一層の周知を進め
る。

人材育
成課

男性職員の子育てに関する
調査を実施し、結果を庁内
で共有することや、子育て
応援タイムズの中で制度内
容や体験記を発信すること
で、男性職員の子育てへの
参加を促進し、性別に関わ
らず全ての職員が人生にお
いて子育てという貴重な時
間を充実して過ごせるよう
取り組んだ。

男性職員の育児休業取得率
は市基準で５１．３％とな
り、高い水準となってい
る。今後も引き続き、多く
の男性職員が育児休業を取
得できるように取り組んで
いく。

給与課

41102 市職員の多
様な働き方
の促進
〔新規〕

市職員のワー
ク・ライフ・バ
ランスの向上を
図るため、短時
間勤務や在宅勤
務等多様な働き
方を促進する。

・「柔軟な働き方と各種
制度～介護や 治療が必
要になっても働き続けら
れる職場づくり～」を作
成周知
・「休暇・休業等一覧」
の作成周知
・新規採用職員テキスト
において仕事と家庭の両
立に関する項目を設定

0

職員が柔軟に働くことがで
きるよう制度の周知を行う
とともに、仕事と家庭生活
のどちらかを選択するよう
な考え方ではなく、仕事と
家庭生活を共に充実させ、
職員自身も更に成長するこ
とを目指し、「ワーク・ラ
イフ・バランス」から
「ワーク・ライフ・マネジ
メント」への転換に取り組
んだ。

介護に関する休暇は女性職
員が多く取得する傾向にあ
ることを指摘しつつ、性別
にかかわらず、介護を行う
職員の職務内容や勤務形態
をどうしていくべきかにつ
いてを職場の問題として考
え、取り組むことの重要性
を周知した。

41101 市職員の両
立支援・子
育て支援の
推進

次世代育成支援
対策推進法に基
づき、「特定事
業主行動計画」
の進捗状況を管
理し、市職員に
対する両立支
援・子育て支援
策等の推進を図
る。

・子育て応援タイムズの
発行
・管理職のイクボス宣言
の実施
・男性職員の子育てに関
する調査及び結果の庁内
共有
・「イクボスのための職
員の子育て応援チェック
リスト」や「男性職員に
関する休暇等取得計画書
兼フォローシート」の作
成周知

0

子育て応援タイムズの発行
や、男性職員の子育てに関
する調査及び結果の共有を
実施したことにより、男性
職員の育児休業取得率は高
い水準を維持した。

事業
№

事業名 事業内容 年度ごとの自己評価

所管課
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②家庭生活等と両立しやすい職場づくりへの支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 C

H29 B

H30 B

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

【課題・懸案事項】
忙しい子育て世代を対象に
「制度」周知のみを目的と
して、講座への参加を促す
のは難しい。家庭生活を男
女がともに支え合い、責任
を果たすことの必要性を多
様な角度から、啓発してい
く必要がある。

【改善策・今後の方向性】
家庭生活を男女が共に担う
ためには、男性の家事・育
児・介護等への参画、意識
改革が必要なことから、男
性が参加しやすい啓発事業
のあり方を他の学習施設と
も連携し実施するととも
に、情報誌を活用した広報
等にも取り組む。

男女共
同参画
課

所管課

更なるニーズがあることか
ら、引き続き実施園の拡充
に努める。

幼保運
営課

女性の社会進出の促進や、
育児疲れの解消等に貢献
し、仕事と生活の調和に貢
献した。

男女共同参画を進める上
で、仕事と家庭生活の両立
支援のために、職場や家庭
内の男女格差など改善しな
ければならない課題が多い
ことから、地域の関係施設
等との連携も含め、幅広い
周知啓発につながるよう努
めた。

待機児童解消に向けて保育
ニーズの適切な把握に努め
るとともに、受け皿を計画
的に増やすことで、仕事と
子育ての両立に悩んでいる
保護者のワーク・ライフ・
バランスの向上を図った。

引き続き、既存施設の定員
増や幼稚園の認定こども園
移行、認可外保育施設の認
可化移行など、既存施設を
可能な限り活用するととも
に、保育需要が高く、保育
施設整備の必要性が特に高
い駅の周辺地域に、重点的
に整備を進めていくこと
で、待機児童ゼロの継続を
目指す。

社会経済状況の変化に伴う
女性就業率の上昇や働き方
の多様化により子どもルー
ムの需要は年々高まってい
る。
そのため、女性の社会進出
に貢献できるよう、子ども
ルームの受入枠を拡大し、
待機児童数を極力減少させ
るように努めている。

平成30年7月策定の「子ども
ルーム待機児童解消のため
の緊急3か年アクションプラ
ン」に基づき、待機児童対
策を実施しているが、待機
児童数は347人（H31.4.1時
点）から408人（R2.4.1時
点）、168人（R3.4.1時
点)、83人（R4.4.1時点）と
なった。引き続き適切な子
どもルームの配置を行うこ
とで待機児童削減に努め
る。

健全育
成課

幼保支
援課

コロナ禍により会員数、活
動件数が減少した。
依頼会員数に対し提供会員
が少ないため、新たな提供
会員の確保が必要。

幼保支
援課

利用者数は、徐々に回復し
ているもののコロナ禍以前
と比較し利用者数は減少し
ている。
新規開設については需要の
動向を見極める必要があ
る。

幼保支
援課

子どもが病気の際に自宅や
保育所等での保育が困難な
場合における保育需要に対
応し、保護者の子育てと就
労の両立支援を行った。

円滑な相互援助活動の実施
のために事前打合せ（土日
対応）を実施したほか、ア
ドバイザーによる依頼内容
の把握・調整等を適切に
行った。

41206 病児・病後
児保育事業

病気回復期など
のため保育所等
に預けられず、
保護者が就労等
により、家庭で
の育児が困難な
場合に、診療所
併設の施設で保
育を行う。

病児・病後児の預かりを
実施
・実施施設数　10か所
・利用者数　 3,260人

120,915

仕事と子育ての両立を支援
した。

41205 ファミ
リー・サ
ポート・セ
ンター事業

子どもを預けた
い人、預かるこ
とができる人、
双方の会員を登
録し、援助内容
に応じて仲介を
行う。

・会員数　  5,219人
・活動件数　5,143件

№42204に
含まれる。

仕事と子育ての両立支援を
推進した。

41204 子どもルー
ム整備・運
営事業

授業の終わった
後の遊び及び生
活の場を提供
し、指導員の活
動支援の下で児
童の健全育成を
図る。また、段
階的に対象学年
を拡大してい
く。

・子どもルーム運営の民
間事業者委託分の増　R
１：14か所→R2：24か所
・学校敷地外ルームへの
AED設置：36か所
・土曜日開所時間の延
長：8:30-16:30から
8:00-16:30へ延長
・指導員等処遇改善　社
協指導員月額給与：
182,500円→191,000円、
社協補助指導員の経験加
算給導入
・入退室管理システムの
導入：167か所
・施設整備 9か所、実施
設計 2か所

3,543,903

緊急3か年アクションプラ
ンの対策最終年度として、
子どもルーム16か所を整備
し、920人分の受入れ枠を
拡大することで、整備計画
に対して実績が上回ること
ができた。

41203 子ども・子
育て支援新
制度給付対
象施設の整
備
〔新規〕

潜在的な保育需
要に対応し、将
来にわたり待機
児童ゼロを継続
するため、「子
ども・子育て支
援事業計画」に
基づき、計画的
に保育所等を整
備する。

既存施設の定員増や小規
模保育事業の保育所移行
など既存施設を可能な限
り活用するとともに、保
育需要が高く、施設整備
の必要性が特に高い駅の
周辺地域に重点的に整備
を進めた結果、3年連続
待機児童ゼロを達成し
た。
10か所　209人増

78,725

3年連続待機児童ゼロを達
成した。

41202 多様な保育
需要への対
応
〔新規〕

保護者の就労形
態の多様化等に
伴う保育ニーズ
に合わせ、保育
メニューの拡充
を行う。

一時預かり
令和3年度末で7園増加し
た。
休日保育
募集をかけているが、園
数は現状のまま

一時
133,578

休日
6,740

一時預かり
パート就労、育児疲れなど
利用する多様な保育需要に
応じることができ、仕事と
生活の調和に貢献した。
休日保育
日曜祝日就労世帯に休日保
育事業を提供し仕事と生活
の調和に貢献した。

41201 職場と家庭
生活等との
両立を支援
する多様な
制度の普及
促進
〔基本目標
Ⅲ-1-②の
再掲〕

育児休業や介護
休業、子育て期
の勤務時間短縮
等、家庭生活等
との両立を支援
する制度につい
て情報誌等によ
る情報提供や講
座の開催などを
行う。

・講座
「フォーラム企画ワーク
ショップ　新たな男女共
同参画社会を目指して」
受講者数：15人
「子育て応援プログラム
もっと一緒に！父子で体
を動かそう」
受講者数：6人
「家庭生活における参
画・現代的課題講座　新
しい家族のスタイルを見
つけよう」
受講者数：22人
・情報誌「みらい」43号
特集「第5次男女共同参
画基本計画～すべての女
性が輝く令和の社会へ
～」
・情報資料センターにお
ける資料収集・展示・貸
出

-

仕事と生活の調和が図られ
る社会を目指すための国の
基本計画や施策等について
の学習機会の提供や家庭生
活に係る実践的な講座を実
施するとともに、センター
情報誌においても情報提供
を図った。
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施策の方向性２　男女がともに担う家庭生活づくり

①男性の家事・育児・介護への参画促進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

普段あまり子どもと接点を
もっていない父親でも、自
然と父子でコミュニケー
ションが図れるようなプロ
グラムを実施した（ダンス
創作）。

【課題・懸案事項】
実践型の講座であるため、
新型コロナウィルス感染症
拡大防止対策のため開催日
程を延期するなどの対応が
必要となり、実施への負荷
が大きい。また、子育て世
代は同時に働き盛りの世代
のため、父親の参加を促す
ことが課題となっている。

【改善策・今後の方向性】
比較的男性の参加が見込ま
れる講座においても、家事
や子育てについて、「性別
役割分担」を超えて男女が
協力していくことの必要性
などの情報も含めた学習プ
ログラムの工夫や情報・資
料の提供なども含めた啓発
を行う。

男女共
同参画
課

子どもとの遊びを通じて男
性の育児への主体的な参画
を図り、育児の楽しさを実
感することのできる講座を
実施した。

所管課

・父親の育児参加を促し、
安心して出産育児ができる
よう、今後も事業を継続し
て実施していく。
・働く男性女性が参加しや
すいよう、土日の開催とす
る。

父親の参加を促すため、開
催日や開催内容について工
夫を行い、男性の育児参加
の意識啓発に努めた。

コロナ禍により中止となっ
た講座・イベントがあっ
た。
父親の参加を促すため、広
報活動の強化や男性が参加
しやすい環境づくりが必
要。

幼保支
援課

人手不足等により男性の育
児休業取得は、女性に比べ
圧倒的に少ない。

幼保支
援課

普段あまり子どもと接点を
もっていない父親でも、自
然と父子でコミュニケー
ションが図れるようなプロ
グラムを実施した（ダンス
創作）。

健康支
援課

【課題・懸案事項】
実践型の講座であるため、
新型コロナウィルス感染症
拡大防止対策のため開催日
程を延期するなどの対応が
必要となり、実施への負荷
が大きい。また、子育て世
代は同時に働き盛りの世代
のため、父親の参加を促す
ことが課題となっている。

【改善策・今後の方向性】
比較的男性の参加が見込ま
れる講座においても、家事
や子育てについて、「性別
役割分担」を超えて男女が
協力していくことの必要性
などの情報も含めた学習プ
ログラムの工夫や情報・資
料の提供なども含めた啓発
を行う。

男女共
同参画
課

・夫婦での参加を促し、男
性の育児参画に対する意識
を高めるようにした。
・働く男性女性が参加でき
るよう、土日に講座を開催
した。

男性の育児休業取得を促す
ため、夫婦で参加する講座
などで、男性が主体的に育
児に関わる重要性や奨励金
制度を説明し、意識啓発に
努めた。

高齢福
祉課

介護が女性だけが担うこと
ではなく、男性も担い手と
なる可能性があることを具
体的な事例を紹介すること
で実感できるよう配慮し
た。

【課題・懸案事項】
プラン上の「実技の習得」
に係る講座の実施は、新型
コロナウィルス感染症拡大
防止対策のため実施が困
難。
【改善策・今後の方向性】
センターと同じ複合施設内
に設備を備え一般向けにも
実施する「市社会福祉研修
センター」があることか
ら、実技習得を中心とする
内容等の重複については検
討が必要。

男女共
同参画
課

引き続き、効果的な周知を
検討していく。

研修を通して、介護の知
識・技術を伝えるととも
に、男女がともに支え合い
ながら介護することの大切
さを伝えることができた。
また、介護の不安や悩みを
解消するため、電話相談や
訪問レッスン等を実施し、
在宅介護の負担軽減を図る
ことができた。アンケート
の結果、受講生の満足度は
高く、仕事と介護の両立に
一定の効果があった。

研修時には、男性介護者が
孤立しないように、介護者
同士の交流の時間を持っ
た。

介護の問題を性別に固定さ
れた役割ではなく家族全体
の課題として考える機会の
提供となる講座を実施し
た。会場がある地域を担当
するあんしんケアセンター
と連携して実施することが
できた。

42104 介護に関す
る実技の習
得

介護に関する知
識や技術を習得
するための講座
等を開催する。

【家庭生活における参
画・現代的課題講座】
「家族で知る介護保険・
サービスの基礎知識！」
受講者数：18人
「わくわく楽学講座（家
庭生活）家族で考える介
護」
受講者数：7人

家族介護者支援事業とし
て、家族介護者研修のほ
か、家族介護者への電話
相談、訪問レッスンを実
施
・家族介護者研修
　7回開催　72人
・電話相談　536件
・訪問レッスン　72件
（事業№55303と一体的
に実施）

6,475

42102 地域子育て
支援セン
ター等にお
ける父親向
け講座・イ
ベント等の
実施

地域子育て支援
センター等にお
いて、父親の子
育てを支援する
講座やイベン
ト、レクリエー
ション活動など
を実施する。

父親の育児への主体的な
関わりを促進する講座等
の回数
165回

№42204に
含まれる。

中小企業等に勤務する男
性の育児休業取得促進の
ため、奨励金を支給し
た。
支給件数：7件 1,750

基本教室　12回
参加人数　妊婦169人
　　　パートナー168人
フォローアップ教室 4回
参加人数　妊婦　59人
　　　パートナー60人
※新型コロナウイルス感
染症拡大予防のため、人
数制限あり。

1,700

父親が積極的に育児に関わ
ることにより、男女ともに
仕事と家庭生活のより良い
バランスを取れるよう取り
組んだ。

42103 男性の子育
て支援
〔新規〕

男性の子育てを
支援するため、
両親学級の土日
開催を拡充する
とともに、男性
の育児休業取得
促進奨励金な
ど、様々な取組
みを実施する。

・父親の育児参加を促し、
安心して出産育児ができる
よう、助産師による講義が
実施できた。
・夫婦で妊娠・出産・育児
に臨めることができるよ
う、意識を高める内容とし
た。

子どもとの遊びを通じて男
性の育児への主体的な参画
を図り、育児の楽しさを実
感することのできる講座を
実施した。

父親が主体的に育児にかか
わることができるよう取り
組んだ。

【子育て応援プログラ
ム】「もっと一緒に！父
子で体を動かそう」
受講者数：6人

42101 男性の家
事・育児に
関する知識
や技術の習
得

男女共同参画セ
ンター等におい
て、男性の家事
や育児に関する
知識や技術を習
得するための講
座を開催する。

【子育て応援プログラ
ム】「もっと一緒に！父
子で体を動かそう」
受講者数：6人

-

41 



第２章　千葉市の男女共同参画の推進

②子育てに関する相談・支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

健康支
援課

子育てへの助言を適切に行
い、抱えている不安・悩み
等の解消に努めるととも
に、夫婦がともに協力して
子育てに取り組めるよう、
適宜情報提供を行った。

男女問わず相談に応じた。 引き続き、現体制で実施し
ていく。

こども
家庭支
援課

設置6区いずれも日中相談
可能な体制を維持できたた
め。

幼保支
援課

父親・母親にかかわらず相
談者の気持ちに寄り添い、
抱えている不安・悩み等の
解消に努めるとともに、夫
婦がともに協力して子育て
に取り組めるよう適宜、助
言・情報提供等を行った。

来館による相談件数が徐々
に回復しているものの、コ
ロナ禍以前と比較すると、
件数が減少している。
支援内容充実のため、当事
者の個別のニーズを把握し
た寄り添い型の利用者支援
を検討する。

子どもの育てにくさに起因
した育児ストレス件数が増
加傾向にあることから、今
後も引き続き事業を実施
し、育児ストレスの軽減を
図る。

利用者数は、徐々に回復し
ているものの、感染対策に
よる人数制限等もあり、コ
ロナ禍以前と比較すると、
相談件数が減少している。
また、就学前児童数の減少
及び保育所等の保育サービ
スを利用する児童の増加に
より、利用者が減少傾向で
ある。

幼保支
援課

保護者からの相談に応じ、
それぞれのニーズや状況に
適した保育サービスを利用
できるよう必要な情報の提
供、助言等を行った。
また、市内の地域子育て支
援拠点施設での出張相談に
ついても積極的に実施し
た。

保育サービス・子育て支援
サービスの情報収集の方法
や範囲について、対応が困
難な面がある。

幼保支
援課

親子のふれあいの場、遊び
場を提供し、保護者が相互
に交流することで、子育て
に関する悩みを共有する機
会を作り、また、企画を実
施する際には父親も育児に
積極的に参画するような内
容(運動会やお祭り等)とす
るなど配慮した。

42205 子育て支援
コンシェル
ジュ
〔新規〕

子育て支援コン
シェルジュが、
保育をはじめと
した子育て支援
サービス全般の
利用に関する相
談・情報提供な
どを行う。

相談件数：11,047件

23,542

仕事と子育ての両立支援を
推進した。

42204 地域子育て
支援拠点事
業

乳幼児及びその
保護者が相互交
流する場所を提
供し、子育てに
ついての相談、
情報の提供、助
言その他の援助
を行う。

・実施施設　20か所
・利用者数　133,500人

246,620

父親・母親にかかわらず利
用しやすいよう配慮した。

42203 利用者支援
事業

「子育て支援
館」において、
各種子育てサー
ビスの情報を収
集し、インター
ネット等を活用
して情報の提供
を行う。
また、子育てに
関する相談を受
け、サービスの
提供に必要な援
助や関係機関と
の連絡調整を行
う。

子育て支援館相談件数
（子育てコーディネー
ター以外の職員が対応し
た相談も含む）
1,821件

№42204に
含まれる。

父親・母親にかかわらず利
用しやすいよう配慮した。

42202 育児ストレ
ス相談

1歳6か月、3歳
児健康診査等
で、育児不安が
あり援助が必要
な保護者に対
し、臨床心理
士、保健師が個
別相談を行う。

開催回数　194回
延べ人数　345人

2,794

育児不安を抱える保護者に
対し、心理士による相談を
実施することにより、育児
不安の軽減が図れた。ま
た、夫婦がともに協力して
子育てに取り組めるよう適
宜、情報提供を行った。

42201 家庭児童相
談事業

各区保健福祉セ
ンターこども家
庭課に非常勤嘱
託職員の相談員
を配置し、児童
と家庭にかかわ
る各種相談業務
を行う。

児童虐待や家庭における
児童の養育に関する相談
等を実施した。
R3相談件数 1,538件
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実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

育児休業や有給休暇を利用
し参加される男性がいない
わけではないが、ごく少数
である。事業としては定着
しているため、「子育てマ
マのおしゃべりタイム」と
いう名称の変更は困難であ
るが、男性が参加しやすく
なるよう工夫する。
地域により、対象となる家
庭数に大きな差があるため
引き続き日程や会場の検討
を行う。

生涯学
習振興
課

子育て支援として、母親だ
けでなく父親への訪問も実
施した。
父親の育児参加を促せるよ
うな助言も行った。

育児相談などを通じ、男女
がともに家庭教育に参画
し、より良い子育て環境を
整備することを目的として
事業を実施した。
子育てサポーターや参加者
同士の会話の中で、保育所
等の情報を共有することや
男性の育児・家事について
の情報交換がされ、女性の
職場復帰の一助となってい
る。

対象者の抱える問題が、複
雑化しており、虐待リスク
の高い家庭が増えているた
め、今後も継続して事業を
実施していく必要がある。

健康支
援課

幼保運
営課

-

保育所（園）認定こども
園、地域型保育事業施設311
施設において感染防止策を
講じながら可能な限り実施
する。

42208 保育所
（園）地域
活動事業

地域の世代間交
流、異年齢児と
の交流、子育て
家庭への育児講
座、小学生低学
年児童受入、そ
の他交流事業を
実施する。

公立保育所等においては
感染対策を講じながら、
各園の実情に応じて実施
した。民間園については
実施した際の報告書の提
出を求めているが、未提
出の園もある。

332 -

42207 養育支援訪
問事業

育児不安や育児
ストレスの強い
家庭に対し、保
健師等が訪問
し、育児に関す
る相談、指導、
助言を行う。

養育支援訪問件数
延べ　2,338件

14,296

保健師等が訪問し、育児に
関する相談、指導、助言を
行ったことで、育児不安や
育児ストレスの軽減が図れ
た。

42206 子育てサ
ポーター・
家庭教育ア
ドバイザー
配置事業

子育てサポー
ターは、公民館
で活動している
子育てサークル
や家庭教育学級
等の相談、子育
てに悩みや不安
をもつ親等保護
者に対して、指
導するほか相談
に応じる。ま
た、家庭教育ア
ドバイザー（臨
床心理士有資格
者）は、必要に
応じ、専門的な
立場から相談に
応じるほか、子
育てサポーター
への助言も行
う。

・子育てサポーター委嘱
35人
・家庭教育アドバイザー
委嘱　6人
・「子育てママのおしゃ
べりタイム」他相談（各
公民館）
　開催日数126日
　延参加者1,235人
・子育てサポータースキ
ルアップ講座 開催回数1
回

738

定例開催の事業として市民
に好評であり、相談活動だ
けでなく市民同士の交流の
場としても機能した。
コロナ禍で外出の機会が
減った参加者から事業の実
施について評価を得ている
ためB評価とする。
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施策の方向性３　男女がともに担う地域社会づくり

①地域の各種団体への女性の参画促進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 C

H29 A

H30 C

R1 A

R2 A

R3 A

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

中央区
役所地
域振興
課

未実施 - -

-

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会の地域
活動団体においては、役員
の担い手そのものの確保に
苦慮している状況があり、
男女を問わず参画の推進を
行う必要があるため、自治
会役員に占める女性の割合
を増やすことに特化した取
り組みは行っていない。

花見川
区役所
地域振
興課

未実施 - - -

- - -

人口減少・少子高齢化が進
んでおり、町内自治会等の
地域団体においては、その
多くが役員の担い手の確保
に苦慮している。地域活動
継続にあたっては男女問わ
ず参画を推進する必要があ
るため、自治会役員に占め
る女性の割合を増やすこと
に特化した取り組みは行っ
ていない。

若葉区
役所地
域振興
課

- - -

-

引き続き、指標の最終目標
数値である30％を達成して
おり、女性の意思決定過程
への参画促進について、効
果が認められる。

地域活動における女性参画
の重要性・必要性につい
て、各種男女共同参画事業
を通じた啓発に努めた。

地域活動における女性参画
の重要性・必要性を各事業
を通じて、広く市民に訴え
続けていくことが必要であ
る。

男女共
同参画
課

緑区役
所地域
振興課

未実施 - - -

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域活動団体においては、役
員の担い手確保に苦慮して
いる状況であり、男女問わ
ない参画の推進を行う必要
があるため、自治会役員に
占める女性の割合を増やす
ことに特化した取組みは
行っていない。

美浜区
役所地
域振興
課

各種男女共同参画事業を
通じて、地域活動におけ
る女性の参画について、
普及啓発を行った。

未実施

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域活動団体においては、役
員の担い手確保に苦慮して
いる状況であり、男女問わ
ない参画の推進を行う必要
があるため、自治会役員に
占める女性の割合を増やす
ことに特化した取組みは
行っていない。

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域団体においては、役員等
の担い手確保に苦慮してい
る状況であり、男女問わず
参画を推進し、活動の継続
を図っていく必要がある。
そのため、町内自治会等に
おける女性役員の割合把握
には努めているものの、女
性のみを対象とした就任促
進の取り組みは実施してい
ない。

参考
稲毛区内の町内自治会
１８７団体
うち、会長が女性である団
体　３４団体

稲毛区
役所地
域振興
課

-

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域活動団体においては、役
員の担い手確保に苦慮して
いる状況であり、男女問わ
ない参画の推進を行う必要
があるため、町内自治会役
員に占める女性の割合を増
やすことに特化した取組み
は行っていない。

市民自
治推進
課

-

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域活動団体においては、役
員の担い手確保に苦慮して
いる状況であり、男女問わ
ない参画の推進を行う必要
があるため、自治会役員に
占める女性の割合を増やす
ことに特化した取組みは
行っていない。

43101 地域活動団
体における
女性役員の
就任促進
〔新規〕

市政や地域のま
ちづくりにおい
て、女性の視点
がさらに取り入
れられるよう
に、地域活動団
体における女性
役員の増加を図
る。また、地域
活動における女
性の参画につい
て普及啓発し、
市民の理解を深
める。

未実施

町内自治会役員に占める
女性の割合：32.3％
（R3.4.1時点）

- -

未実施 - -

未実施
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②地域住民の交流促進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 －

H28 －

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 A

R1 B

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 －

H28 A

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

花見川
区役所
地域振
興課

-

性別や年齢を問わず、多様
な楽しみ方ができる催しと
して内容の充実をはかって
いく。

稲毛区
役所地
域振興
課

新型コロナウイルス感染
症の影響で中止

159 - -

若葉区
役所地
域振興
課

320

緑区役
所地域
振興課

市民総
務課

美浜区
役所地
域振興
課

新型コロナウィルス感染
症の影響で中止

236 -

コミュニティまつりの企画
立案時から、男女双方の意
見を取り入れるよう努め
た。

【課題・懸案事項】
コミュニティまつり実行委
員会の構成メンバーが固定
化・高齢化し、新しい意見
が出されにくい傾向があ
る。
【改善策・今後の方向性】
これまで実行委員会に参加
してこなかった利用者にも
参加を促していく。

43202 コミュニ
ティまつり

各コミュニティ
センターの利用
者によるコミュ
ニティまつり
（各サークルの
展示会、発表会
等）を開催す
る。

新型コロナウイルス感染
拡大の状況から、ほとん
どのコミュティまつりは
開催中止となった。開催
準備及び中止決定の検討
を実行委員会において
行った。

-

性別を問わず参加できる、
まつりの実行委員会を開催
し、地域コミュニティづく
りの場を提供することがで
きた。

- -

実行委員会における女性の
割合は男性に比べ低かった
ものの、事業への参画に違
いは無い。
ただ、事業の具体的な検討
の前に中止が決定したこと
から、評価が困難であるた
め。

実行委員会の役員等に女性
の登用を促し、女性の視点
を活かした企画を取り入れ
ることで、誰もが楽しめる
イベントとなるよう配慮す
る。

まつりの実行委員は年度ご
とに入れ替わりがあるた
め、来年度以降も女性の委
員が役員、部長等に就任で
きるよう働きかけていきた
い。

-

-

【課題・懸案事項】
これまで以上に幅広い世代
に楽しんでもらえるイベン
トとなるよう、出店や出演
（ステージ）の内容を見直
すとともに、新たな企画・
立案を検討する必要があ
る。

【改善策・今後の方向性】
今後も引き続き、子どもか
らお年寄りまで幅広い年齢
層の区民が参加でき、中央
区民による手づくりの　中
心市街地の特色を活かした
「中央区ふるさとまつり」
を開催する。

中央区
役所地
域振興
課

新型コロナウイルスの影
響で中止

230 - -

・実行委員や役員に占める
女性の比率の上昇。
・前例にとらわれない、女
性の視点を取り入れたイベ
ントの企画。

43201 区民まつり 6区において、
区民意識の醸成
及び高揚を図る
ため、区民主体
の実行委員会を
設置し、各種催
物等を実施す
る。

新型コロナウイルス感染
症の影響で中止

538 -

新型コロナウイルス感染
症の影響で中止

1,200 -

新型コロナウイルス感染
症の影響で中止
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③地域活動への市民参画の推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 C

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 B

H28 －

H29 －

H30 B

R1 B

R2 －

R3 B

H28 －

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

【課題・懸案事項】
地域活性化支援事業につい
ては、一定数の申し込みが
あったが、当初見込んでい
た申込みには届かなかっ
た。

【改善策・今後の方向性】
これまで以上に多くの団体
に対し支援を行えるよう、
当該補助事業の効果的なＰ
Ｒ方法等について検討を行
う。

中央区
役所地
域振興
課

①及び②共に、男女双方を
対象として事業を実施し
た。
また、フォローアップ研修
の実施に合わせ意見交換会
を行い、男女平等に参加を
得るとともに、団体同士の
情報共有及びネットワーク
形成に寄与した。

性別や年齢を問わず、多様
な主体に対し事業を実施し
た。

地域活性化支援事業
・助成団体　10団体
・フォローアップ研修、
活動報告会（1回）

1,939

男女双方を対照として事業
を実施した。また、フォ
ローアップ研修や報告を行
い、男女平等に参加を得る
とともに、団体同士の情報
共有及びネットワーク形成
に寄与した。

研修の開催にあたり、男女
双方が参加できるよう、過
去に補助金を受けた団体に
も開催案内を送付した。

男女を問わず幅広い分野の
活動団体に対して補助でき
るよう配慮した。

交付団体数が当初の見込み
に達しなかったことから、
地域の活性化を図るために
これまで以上に多くの団体
に支援が行えるよう、募集
にあたっての効果的な周知
方法等について検討を行
う。

①地域づくり活動支援
　助成団体　9団体
②ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修の実施
（1回）

1,090

要領や審査シートに則り、
適正かつ公正に審査を行っ
ている。
フォローアップ研修につい
ては、『Withコロナ社会で
の市民活動を考える』を実
施した。

審査を行う上で外部アドバ
イザーを依頼しているが、
美浜区の地域の実情や諸問
題に対して、深い見識を持
つ人として、地区連協会長
（男性）1名、民児協の会
長（女性）1名を選出し、
男女両方からの意見を取り
入れるようにしている。

地域拠点支援については、
H29から新規支援団体がない
ことから、今後支援の在り
方について検討が必要であ
る。

美浜区
役所地
域振興
課

・活動資金の助成団体数
　12団体
・フォローアップ研修の
　実施
　2回(10月、12月)

1,497

活動資金を助成している団
体及び助成期間が終了した
団体を対象として、「フォ
ローアップ研修」を実施す
ることにより、自立した団
体の活動を継続することに
寄与した。

活動資金の助成を通して、
地域課題の解決等に積極的
に取り組む団体を支援する
とともに、フォローアップ
研修により、地域で活動す
る男性・女性リーダーの育
成に努めた。

フォローアップ研修におい
ては、活動資金の助成期間
が終了した後も自立した活
動が継続できるように、量
(研修回数)より質(研修内
容)の向上に努める。

緑区役
所地域
振興課

若葉区
役所地
域振興
課

①地域づくり活動支援
・区テーマに基づく活動
支援
　助成団体　４団体
・地域活性化活動支援
　助成団体　３団体

②地域拠点支援
　助成団体　１団体

③年２回（予定）の活動
報告会・意見交換会を実
施

2,186

男女双方を対象として事業
を実施した。
また、年に２回活動報告会
の実施に合わせ意見交換会
を行い、男女平等に参加を
得るとともに、団体同士の
情報共有及びネットワーク
形成に寄与した。

性別や年齢を問わず、多様
な主体に対し事業を実施し
た。

当該事業の効果的なＰＲに
努め、区民等の地域活動の
支援を行い、地域の活性化
を促進する。
また、団体同士の意見・情
報交換の機会を定期的に設
け、地域における協働・連
携の継続的な推進を図る。

稲毛区
役所地
域振興
課

【補助内容】
・地域づくり活動支援
　3団体  300千円
・区テーマ解決支援
　7団体　1,400千円
・地域拠点支援
　1団体　250千円
　合計11団体 1,950千円
【フォローアップ研修】
・12月3日開催

2,062

主に補助対象期間中の団体
を対象とした「フォロー
アップ研修」を実施するこ
とにより、自立した団体運
営に寄与した。
【講義テーマ】
・人材確保
・意見交換会

引き続き、男女双方が参加
しやすい研修の機会を創出
する。

花見川
区役所
地域振
興課

男女双方にとって参加しや
すいような開催日時の設定
を心掛けた。

【課題・懸案事項】
・アドバイザー派遣、活動
支援の要望減

【今後の方向性等】
・HPや市政広報による事業
内容の住民への周知方法に
ついて、幅広い世代の男女
双方に届くよう、引き続き
その工夫について検討を行
う。

都市政
策課

43302 まちづくり
活動団体へ
の助成
〔新規〕

市民主体のまち
づくりを推進す
るため、地域課
題の解決などに
取り組む団体に
対し、助成する
とともに、地域
のまちづくりの
リーダー的人材
の育成や、フォ
ローアップ研修
を行う。

①中央区地域活性化支援
事業
・地域づくり活動支援
5団体
・区テーマ解決支援
7団体
・フォローアップ研修
（1回）
・活動報告会（1回）
②地域リーダー研修（2
回）

①2,688
②　 20

43301 やってみよ
うよまちづ
くり支援事
業

地区計画の策定
など、市民の地
域レベルでの自
主的なまちづく
り活動に対し、
出前講座・アド
バイザー派遣・
活動支援補助に
より支援する。

・公開講座　1回

60

令和2年度に続きオンライ
ンで公開講座を実施し、前
年度と比較して1.25倍以上
の参加者が得られたため。
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実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

地域福
祉課

地区部会が実施するサロン
活動や支え合い活動、ボラ
ンティアセンターが行うボ
ランティア支援の取組み等
を通じて、市民の地域福祉
活動への男女を問わない参
画が促進されるよう、積極
的な呼びかけ・支援を行っ
た。

新型コロナウイルス感染拡
大抑止に配慮しながら、引
き続き下記の取組みを実施
していく。
・子育てサロン未実施の地
区部会に対して、隣接する
実施地区部会との連携を
図ったり、子育て支援グ
ループを紹介する等、実施
のための援助を行う。
・子育て支援に関するニー
ズが多く寄せられるよう、
ボランティアセンターの認
知度を高める広報活動をよ
り積極的に行う。

43303 地域ぐるみ
福祉ネット
ワーク事業

市社会福祉協議
会が行う地区部
会活動への支援
や、ボランティ
ア養成等のボラ
ンティアセン
ター活動事業に
要する経費を助
成する。

市社会福祉協議会へ補助

7,310

・新型コロナウイルス感染
症の感染拡大を抑制する観
点から、子育てサロンを実
施した地区部会が目標値の
約５割に留まるなど、地域
活動自体に制約を受けたも
のの、助成金交付などの支
援を行うことにより、「地
域における子育て」に対す
る支援を行うことができた
ため。
・子育て支援を含む各種
ニーズに対しボランティア
コーディネートを行うとと
もに、ボランティア講座を
実施することにより、子育
て支援について一定の効果
を挙げることができた。
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実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 C

H29 A

H30 C

R1 A

R2 A

R3 A

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

中央区
役所地
域振興
課

-

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会の地域
活動団体においては、役員
の担い手そのものの確保に
苦慮している状況があり、
男女を問わず参画の推進を
行う必要があるため、自治
会役員に占める女性の割合
を増やすことに特化した取
り組みは行っていない。

花見川
区役所
地域振
興課

未実施 - - -

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域団体においては、役員等
の担い手確保に苦慮してい
る状況であり、男女問わず
参画を推進し、活動の継続
を図っていく必要がある。
そのため、町内自治会等に
おける女性役員の割合把握
には努めているものの、女
性のみを対象とした就任促
進の取り組みは実施してい
ない。

参考
稲毛区内の町内自治会数
１８７団体
うち、会長が女性である団
体　３４団体

引き続き、指標の最終目標
数値である30％を達成して
おり、女性の意思決定過程
への参画促進について、効
果が認められる。

地域活動における女性参画
の重要性・必要性につい
て、各種男女共同参画事業
を通じた啓発に努めた。

地域活動における女性参画
の重要性・必要性を各事業
を通じて、広く市民に訴え
続けていくことが必要であ
る。

男女共
同参画
課

各種男女共同参画事業を
通じて、地域活動におけ
る女性の参画について、
普及啓発を行った。

-

緑区役
所地域
振興課

未実施 - - -

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域活動団体においては、役
員の担い手確保に苦慮して
いる状況であり、男女問わ
ない参画の推進を行う必要
があるため、自治会役員に
占める女性の割合を増やす
ことに特化した取組みは
行っていない。

美浜区
役所地
域振興
課

若葉区
役所地
域振興
課

未実施 - - -

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域活動団体においては、役
員の担い手確保に苦慮して
いる状況であり、男女問わ
ない参画の推進を行う必要
があるため、自治会役員に
占める女性の割合を増やす
ことに特化した取組みは
行っていない。

- - -

人口減少・少子高齢化が進
んでおり、町内自治会等の
地域団体においては、その
多くが役員の担い手の確保
に苦慮している。地域活動
継続にあたっては男女問わ
ず参画を推進する必要があ
るため、自治会役員に占め
る女性の割合を増やすこと
に特化した取り組みは行っ
ていない。

稲毛区
役所地
域振興
課

-

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域活動団体においては、役
員の担い手確保に苦慮して
いる状況であり、男女問わ
ない参画の推進を行う必要
があるため、町内自治会役
員に占める女性の割合を増
やすことに特化した取組み
は行っていない。

市民自
治推進
課

未実施 - - -

人口減少・少子超高齢化が
進む中、町内自治会等の地
域活動団体においては、役
員の担い手確保に苦慮して
いる状況であり、男女問わ
ない参画の推進を行う必要
があるため、自治会役員に
占める女性の割合を増やす
ことに特化した取組みは
行っていない。

43304 地域活動団
体における
女性役員の
就任促進
〔新規〕
〔基本目標
Ⅳ-3-①の
再掲〕

市政や地域のま
ちづくりにおい
て、女性の視点
がさらに取り入
れられるよう
に、地域活動団
体における女性
役員の増加を図
る。また、地域
活動における女
性の参画につい
て普及啓発し、
市民の理解を深
める。

未実施

町内自治会役員に占める
女性の割合：32.3％
（R3.4.1時点）

- -

未実施 - -

未実施
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

施策の方向性４　男女共同参画の視点に立った防災体制の確立

①男女共同参画の視点に立った防災体制の確立と普及啓発

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 C

H29 C

H30 C

R1 C

R2 D

R3 C

H28 C

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 C

H28 C

H29 B

H30 B

R1 B

R2 C

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

【今後の方向性】
女性の視点を取り入れた防
災に関する計画の見直しや
具体的な防災対策を進めて
いくため、新型コロナウイ
ルス感染症対策も考慮しつ
つ、引き続き当部会を開催
する。

危機管
理課

自主防災組織の結成率向上
にあたり、各説明会で女性
参画の重要性・必要性につ
いて啓発を行った。

避難所運営における感染症
対策等について、男女共同
参画の視点を取り入れられ
るよう、意見徴収を行っ
た。

【課題・懸案事項】
自主防災組織の活動及び運
営を行う際、男女両方の立
場からの意見を反映させる
必要がある。そのため、今
後とも説明会等で女性の加
入を促していく必要があ
る。

【改善策・今後の方向性】
引き続き女性参画の重要
性・必要性について自主防
災組織等への周知を図る。

防災対
策課

防災対
策課

避難所運営に関するマニュ
アルや生活ルールを作成す
る際は、様々な視点からの
意見が必要であり、男女双
方の意見を取り入れること
ができるよう、各区におい
て研修会などを実施するこ
とで、女性が積極的に関わ
るための支援を行った。ま
た、当課にて避難所の避難
所担当職員を指定する際
は、できるだけ男女の編成
比率が偏らないように指定
した。

【課題・懸案事項】
避難所運営委員会の市全体
委員数に対する女性委員率
は、R3年度末時点で29％と
なっており、いまだ男女差
に開きがある。（R2年末：
28.8％）

【改善策・今後の方向性】
・地域によってそれぞれ実
情が異なるため、引き続
き、各区地域振興課におい
て地域性に応じた避難所運
営委員会研修会を実施する
など、女性が積極的に関わ
るための支援を行う。

防災対策には災害弱者と呼
ばれる高齢者、女性、乳幼
児など様々な視点が必要で
あることから、自治会・自
主防災組織の長（主に男性
高齢者）以外の、女性や若
者の参加を呼びかけた。ま
た、育児中の方も参加しや
すくするため、5回のうち1
回を男女共同参画センター
と共催し、託児所を設けて
実施した。

【課題・懸案事項】
受講者の多くは60歳以上の
男性（主に町内自治会や自
主防災組織の代表者）であ
り、女性や若い方（乳幼児
の親）の受講者が少ない。

【改善策・今後の方向性】
受講者層として、現状の町
内自治会や自主防災組織の
代表者も立場的に必要な層
であるため引き続き受講を
促すとともに、幅広い層の
受講者とするため、開催案
内などの啓発を行う。

防災対
策課

男女共
同参画
課

・ライセンス講座は、地域
防災力の向上を目的とし
て、男女ともにリーダーと
して活動できる人材の育成
を図る観点から実施した。
・防災公開講座では、女性
の視点を防災に活かした避
難所運営のための実践を地
域で学ぶ機会とした。

　市や各区の担当部門と協
力し、災害時に男女共同参
画を反映した対応をとるこ
とができるよう、女性の視
点を防災に活かした避難所
づくりに向け、地域活動等
での日々の協力や防災活動
に男女が支えあえる取組の
必要性を踏まえ実施した。

【課題・懸案事項】
　地域防災活動における男
女共同参画意識の醸成のた
めの啓発には、市・区の協
力による学習機会提供が必
要。

【改善策・今後の方向性】
　市・区所管部門間の連携
により、計画的・継続的な
啓発事業として取り組める
ようにしたい。また、女性
の人材育成につながるよう
な体系的な学習プログラム
を検討する。

44104 防災リー
ダーの育成
〔新規〕

自助・共助によ
る地域の防災力
の向上を図るた
めに、防災に男
女共同参画の視
点を取り入れ、
防災・減災に必
要な知識や技術
を持ったリー
ダーを養成する
防災ライセンス
講座を実施する
とともに、男女
共同参画セン
ターを中心とし
て防災ワーク
ショップを実施
する。

・防災ライセンス講座5
回
（修了者149人、内、女
性 43人）
防災ライセンススキル
アップ講座(参加者 92
人、内、女性16人）

697

防災ライセンス講座、防災
ライセンススキルアップ講
座ともに計画どおりの回数
を開催した。
また、参加者は当初の想定
以上のものとなった。（防
災ライセンス講座　予定人
数　95人　防災ライセンス
スキルアップ講座　100
人）

講座「防災公開講座Ⅰ・
Ⅱ」(区くらし安心室共
催）
受講者数：54人
講座「防災ライセンス講
座（市防災対策課共
催）」
受講者数：30人

44103 避難所運営
委員会の支
援
〔新規〕

災害時に迅速か
つ円滑に避難所
開設・運営を行
うため、市民主
体で設立する避
難所運営委員会
の活動について
女性が積極的に
関わるための支
援を行う。

・避難所運営委員会研修
会
　計15回（中央区2回、
花見川区2回、稲毛区3
回、若葉区7回、緑区0
回、美浜区1回）
・避難所運営委員会活動
支援補助金交付団体数
113団体（地域運営交付
金による交付団体45を含
めて158団体）

3,837

新型コロナウイルス感染症
拡大防止策の一環として、
密にならないよう少人数制
の研修会を分割して、女性
の積極的な参加を啓発でき
たものと考える。しかし避
難所運営委員会活動支援補
助金については、目標
（167団体）を下回った。

44102 自主防災組
織の結成率
向上
〔新規〕

東日本大震災の
経験を踏まえ、
大規模災害発生
時における自
助・共助による
防災活動を促進
するよう、自主
防災組織の結成
率向上を図ると
ともに、女性の
参画を促す。

・新規設置数5組織
・自主防災組織結成を促
すチラシの配布
・結成を検討している組
織等への説明会の実施や
未結成自治会への呼びか
け
・ちば市政だよりへ結成
を促す記事の掲載

439

結成促進のため啓発を行っ
たが、新規設置件数は5組
織（計画の25％）のみ結成
となったため。

44101 女性の視点
を取り入れ
た防災体制
の確立
〔新規〕

女性の視点を取
り入れた防災体
制を確立するた
め、防災会議に
「男女共同参画
の視点を取り入
れる部会」を設
置し、防災に関
する計画の見直
しや具体的な防
災対策を進めて
いく。

防災部局で作成してい
る、「避難所開設・運営
マニュアル」について、
書面により意見聴取を
行った。

0

新型コロナウイルス感染症
対策のため、対面の会議で
はなく、書面による意見徴
収を行い、委員から避難所
開設・運営マニュアルの修
正に関する意見を聞くこと
ができたため。
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施策の方向性５　ひとり親家庭等への支援

①ひとり親家庭の自立支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 B

H30 C

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

母子・父子家庭に対し広く
利用を促す周知を行った。

個々の状況に合わせて、生
活基盤を確立させるための
就業や家庭と仕事の両立等
に関するアドバイスをする
ことにより、母子・父子世
帯の自立を支援した。

特になし

所管課

【課題・懸案事項】
就業支援講習会について、
募集定員に満たない講習会
がある。

【改善策・今後の方向性】
講習会の内容の見直しや周
知方法の工夫により改善を
図る。

こども
家庭支
援課

生活支援講習会は参加人数
が少ないため、今後は情報
交換事業の回数を増やす予
定。

こども
家庭支
援課

就職に有利な資格取得に係
る経済的支援をすること
で、母子・父子世帯の自立
を支援した。

特になし こども
家庭支
援課

こども
家庭支
援課

・ひとり親家庭からの相談
に対し、個々の状況に合わ
せたきめ細やかな対応に努
め、母子・父子世帯の自立
を支援した。
・介護職員初任者研修講習
会を新たに開始するなど、
就業支援講習会のテーマに
ついて、母子・父子世帯と
もに就職に役立つ技能習得
を支援するものにした。

ひとり親家庭については、
利用料の減免により、制度
の利用をしやすくすること
で、ひとり親家庭等のワー
クライフバランスの向上を
図った。

医療費の助成を通して、母
子・父子世帯の経済的な安
定を図るとともに、自立の
促進を図るため、家庭と仕
事の両立や資格取得に役立
つ情報を適宜提供した。

引き続き医療費の助成によ
り、ひとり親家庭への経済
的支援を行っていく。

こども
家庭支
援課

利用者は、リピーターが多
いため、区役所とともに本
事業の周知を広く行ってい
く。

こども
家庭支
援課

45106 子育て短期
支援事業

保護者が疾病・
疲労等の身体
上・精神上・環
境上の理由によ
り、家庭での養
育ができない場
合に一時的に児
童福祉施設等で
養育を行う
（ショートステ
イ）。また、保
護者が仕事等で
平日の夜間又は
休日に不在とな
る場合に児童福
祉施設等で児童
を預かる（トワ
イライトステ
イ）。

ショートステイ
児童福祉施設等5か所で
実施
・利用延べ日数　696日

トワイライトステイ
児童福祉施設等4か所で
実施
・利用延べ日数  643日

2,648

子育て短期支援の実施によ
り、仕事と家庭生活等の両
立の支援が効果的にできた
ため。
受け入れ施設との契約内容
を見直し、事業の拡充に努
めた。

45105 自立支援訓
練給付金事
業等

就業に役立つ各
種講座の受講や
専門的資格取得
のため、「自立
支援教育訓練給
付金」「高等職
業訓練促進給付
金」「高等職業
訓練修了支援給
付金」の母子家
庭等自立支援給
付金事業を実施
する。

・自立支援教育訓練給付
金　14人
・高等職業訓練促進給付
金　38人
・高等職業訓練修了支援
給付金　15人

46,829

就職に有利な資格取得を目
指す際に給付金を支給する
など、ひとり親家庭の就労
支援に一定の効果があっ
た。

45104 ひとり親家
庭医療費助
成事業

ひとり親家庭等
の保護者に対
し、保険診療の
範囲内で、医療
費の助成を行
う。

令和3年度助成件数
128,658件

386,754

ひとり親家庭への経済支援
として効果があった。

45103 母子家庭等
就業・自立
支援セン
ター事業

市とハローワー
クが連携し、就
業相談や就労に
関する情報を提
供する。
就業に結びつき
やすい資格取得
のための講習会
を実施する。

・就業相談　　1,331件
・就業支援講習会　5回
（パソコン・介護職員初
任者研修講習会）

19,988

就業相談や就業支援講習会
を実施するなど、ひとり親
家庭の就労支援に一定の効
果があった。

45102 ひとり親家
庭等生活向
上事業

ひとり親を対象
に暮らし方・育
児などについて
のひとり親向け
研修講座を「生
活支援講習会事
業」として実施
する。
平日や昼間に育
児や生活一般に
関することなど
について、相談
する時間がつく
れない方のため
に電話相談を実
施する。

土日夜間電話相談
平日245日
休日68日
生活支援講習会（年2
回）
参加人数 延べ39人
情報交換事業（全1回）
参加人数　延べ54人

3,010

情報交換事業について、感
染症対策のため回数を減ら
すこととなったが、おおむ
ね計画通りの参加人数に達
したため。

45101 母子・父子
自立支援員
事業

母子・父子自立
支援員を配置
し、生活・育
児・福祉資金の
貸付等について
の相談に応じ
る。

相談件数：10,066件
※No.45103「母子家庭等
就業・自立支援センター
事業」として予算計上
し、事業実施

－

支援を必要とするひとり親
家庭等に対し、効果的な支
援ができた。
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②貧困など困難を抱える人への支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

②子ども・若者の自立支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 A

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

令和３年度事業 年度ごとの自己評価事業
№

事業名 事業内容

所管課

就労の状況、心身の状況、
地域社会との関係性その他
の事情により、現に経済的
に困窮し、最低限度の生活
を維持することができなく
なるおそれのある者が、困
窮状態から早期に脱却する
ことを支援するため、本人
に寄り添い、包括的かつ継
続的な支援を行った。ま
た、相談支援員の男女比が
同程度になるように配慮す
るとともに、支援にあたっ
ては、相談支援員による定
期的な会議を行う等、男女
双方の視点を取り入れる工
夫を行った。

【課題・懸案事項】
・令和3年度における新規相
談受付件数は、前年度に比
べ500件程度増え、年間約
4,300件となった。一方で、
更に多くの潜在的な需要が
あると考えられ、支援が届
き難い者に支援を届けるた
めの仕組み作りをより一層
進める必要がある。

【改善策・今後の方向性】
庁内関係各課とより一層の
連携を図り、情報提供によ
る支援だけでなく、関係機
関が情報共有することによ
り支援機関自ら支援を届け
る体制を構築する。また、
生活困窮者自立支援制度に
関わる庁内向けの説明会を
実施する等、制度周知を図
る。

保護課

男女問わず、相談者の人権
に配慮した支援を行うとと
もに、ニーズにあった支援
機関への接続に努めた。

・代表者会議　1回開催
  （書面開催）
・実務者会議　2回開催
　（書面開催）
・個別ケース検討会議
　12回開催

健全育
成課

受託者との関係を密にし、
困難を有する子ども・若者
へのより迅速かつ、きめ細
やかな相談支援ができるよ
う取り組んでいきたい。

健全育
成課

精神保
健福祉
課

0

新型コロナウイルス感染症
の影響により、会議が書面
開催となり会議開催数が大
幅に減少したが、個別ケー
ス検討会議は、感染症対策
を講じて開催し支援体制の
確認及び相談支援の強化を
図ることができた。

男性、女性双方の意見等を
反映するように努めた。

相談内容によっては、家庭
環境、親子関係に起因する
ものやＤＶ被害などの精神
的なケアが必要なものもあ
るため、他機関との連携を
より一層密にしていけるよ
うにする。

男女問わず、相談者の人権
に配慮した相談支援を行っ
た。

【課題・懸案事項】
出張相談が開設されたこと
や相談員が増えたことによ
り、相談待ち時間の短縮や
関係機関等の連携の強化な
どがはかられたものの、
8050問題に象徴されるよう
に、ひきこもり支援は長期
化する傾向があるため、支
援期間の短縮化は難しい。

【改善策・今後の方向性】
他機関との連携を意識し、
個々の状況に合わせた支援
の実施を目指す。

45303 ひきこもり
地域支援セ
ンターの運
営
〔新規〕

ひきこもり状態
にある方や家族
に対する相談、
訪問などの支援
を行うため、ひ
きこもり地域支
援センターを運
営する。

ひきこもりに特化した来
所、訪問、電話相談
・対象者の年齢制限なし
・祝日、年末年始を除く
月曜日から金曜日の9時
から17時

相談及び問合せ件数
1,761件
居場所活動 年37回
　延90人参加
家族セミナー　年5回
　延26人参加
講演会　年2回 123人参
加

28,456

新型コロナウィルス感染症
の影響で事業内容によって
は、中止とした回もあった
が、個別の相談において
は、他機関との連携を意識
することや、今年度拡充さ
れた出張相談も生かし、
個々の状況に合わせた相談
対応が行えた。

45302 子ども・若
者支援協議
会
〔新規〕

代表者会議・実
務者会議・個別
ケース検討会議
を開催し、関係
機関等が行う支
援を適切に組み
合わせることに
より、効果的か
つ円滑な支援を
行う。

45301 子ども・若
者総合相談
センターの
運営
〔新規〕

「子ども・若者
総合相談セン
ターＬｉｎｋ」
を運営し、様々
な悩みを抱える
30歳代までの子
ども・若者とそ
の家族の相談を
行う。

・電話相談
  R3 2,154件
 (R2 1,798件)
・来所相談
  R3 241件 (R2 175件)
・アウトリーチ訪問
  R3 161件 (R2 64件)
・同行支援
  R3 51件 (R2 53件)
・電子申請
  R3 13件 (R2 9件)

　総件数　R3 2,620件
　　　（R2 2,099件）

13,040

相談件数は、年々増えてい
く傾向にある。これは、
Linkの活動が着実に評価さ
れているとともに、関係機
関の研修会での講話や案
内、リーフレット等を用い
た周知活動を行った結果で
あると思われる。
また、センターと距離のあ
る地域での出張相談を実施
した。

45201 生活困窮者
自立支援の
促進
〔新規〕

生活自立・仕事
相談センターに
おいて生活の不
安に関する相談
や、生活困窮家
庭の子どもへの
学習支援を実施
する。また、自
立・就労サポー
トセンターにお
いて求人情報の
提供、職業紹介
及び就職までの
サポートを行
う。

生活自立・仕事相談セン
ター
・実相談人数 4,345人
・延べ相談人数 23,723
人

学習支援事業
・延べ開催回数 662回
・延べ参加者数  13,174
人

自立・就労サポートセン
ター
・相談件数 6,733件
・支援者数 1,062人
・就労者数   595人

自立相談支
援事業
166,186

学習・生活
支援

57,960

自立・就労
サポートセ

ンター
243

・生活自立・仕事相談セン
ターにおいて生活困窮者に
寄り添った包括的な支援
（アウトリーチ支援等）を
実施することで、ひとり親
家庭等で生活困難な状況に
ある家庭が経済的に自立す
る等、安心して暮らすこと
ができる環境づくりに貢献
することができた。
・困窮世帯の子どもに対し
て学習支援及び生活支援を
実施することで、高校進学
を支援し、子どもの貧困問
題解消に貢献できた。
・自立・就労サポートセン
ターでそれぞれに合った就
労情報等を提供することで
自立した生活環境を整える
ことに貢献できた。
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基本目標Ⅴ　生涯にわたる心身の健康と性・ＬＧＢＴに関する理解への支援

施策の方向性1　性や健康への理解と促進と健康づくり

①性や健康に関する知識の普及啓発

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

令和３年度事業

思春期の児及びその保護者
への啓発を継続しつつ、就
学前の児の保護者が性に関
する正しい知識を持ち、児
の自己肯定感が高まるよう
な関わり方ができる教育も
継続実施する。
ふれあい体験事業について
は、新型コロナウイルスの
感染状況をみながら実施に
ついて検討していく。

-

・生き方、人間関係、心や
体の悩みなど、さまざまな
悩みを抱えた男性の相談窓
口として対応した。
・働き盛りの男性の心身の
トラブルへの対処として、
ウィルスに負けない健康な
身体作りのための講座を実
施した。

男性の心身
の健康に関
する支援

男性の心身の健
康に関する相談
や情報提供等を
実施する。

・男性電話相談
　男性公認心理師が対
応。
　相談時間:毎週金曜日
　18時30分～20時30分
・講座
「家庭生活における参
画・現代的課題講座Ⅱ
家族と話そう漢方だけ
じゃない和漢診療のコ
ト」
受講者数：21人

講演会のテーマについて、
男女双方の健康課題等を踏
まえて設定した。

生活習慣病予防その他健康
に関する事項について、正
しい知識の普及啓発に向け
て、今後も引き続き実施し
ていく。

・男性の相談員による相談
体制を整え、幅広い分野の
悩み相談に対応し、問題解
決に必要な情報提供を行う
など支援に努めた。
・日頃の健康診断だけでは
わかりにくい心身のトラブ
ルについて、生涯にわたる
健康への理解促進のため、
具体的な事例をもとに講師
の医師から情報提供を行
い、注意喚起を図った。

生活習慣病予防その他健康
に関する事項について、正
しい知識の普及を図った。

【課題・懸案事項】
・相談利用者が少ない。

【改善策・今後の方向性】
・利用しやすさへの一助と
して、男性相談窓口の設置
目的や特性なども含めた周
知を図る。
・生活習慣病などの啓発機
会は市・区の健康部門でも
保健師他が健康教育事業と
して実施しており、内容の
精査や連携による実施など
を検討する。

・休日即日検査
（新型コロナウイルスの
影響を鑑みて未実施）
・エイズ予防に関する講
演会への講師派遣
（新型コロナウイルスの
影響を鑑みて実施）
・HIV検査普及週間や世
界エイズデーに係る普
及、啓発
・HIV等抗体検査
（新型コロナウイルスの
影響を鑑みて未実施）
・エイズ相談カウンセリ
ング

2,796

令和３年度においては、新
型コロナウイルス感染症の
影響で検査が実施できず、
講演会等へのカウンセラー
の派遣業務等の啓発事業に
も影響が大きかったため。

51105 健康教育事
業

健康に関する知
識の普及啓発の
ために、テーマ
ごとの講習会等
を実施する。喫
煙については、
保健師が個別指
導を実施する。

集団健康教育 140回
喫煙者個別健康教育　延
277人

2,973

51106

啓発をするにあたり、男女
ともに生涯を通じて健康の
保持増進を図っていけるよ
う、互いの性や健康の理解
につながる内容にする工夫
をした。

新型コロナウイルスの感染
拡大の影響が今後も続くこ
とを鑑み、検査やカウンセ
リングについて必要な人に
支援が行き渡るよう実施方
法等を検討する。
啓発活動についても、パン
フレットの配布やオンライ
ンでの実施を通して継続し
て行えるようにする。

51103 思春期保健
対策事業

思春期の子ども
及びその親に対
して、生命の尊
厳について学
び、父性母性の
涵養を図ること
を目的とし、赤
ちゃんとふれあ
う体験学習を実
施する。また、
思春期の心とか
らだの発達とそ
の特徴、対応に
ついて知識の普
及及び相談を実
施する。

ふれあい体験事業
開催回数　0回

思春期教室
開催回数　38回

437

51104 エイズ対策
推進事業

エイズに関する
正しい知識の普
及啓発、高等学
校等におけるエ
イズ予防に関す
る講演会への講
師派遣、HIV等
抗体検査及びエ
イズ相談カウン
セリングを実施
する。

51102 学校におけ
る保健学
習・指導の
充実

児童生徒の健康
課題に対応する
ため、性教育を
はじめ、薬物乱
用防止教育、喫
煙防止教育、生
活習慣病に関す
る教育等、自他
ともに大切にす
る教育を実施す
る。

児童生徒の健康課題に対
応するため、性教育をは
じめ、薬物乱用防止教
育、喫煙防止教育等、自
他ともに大切にする教育
の啓発を行った。

0

男女共
同参画
課

新型コロナウイルス感染予
防の観点から、赤ちゃんの
ふれあい体験は実施できな
かったが、助産師の講演に
より、対象者の生命の尊厳
についての理解、父性母性
の涵養、思春期の心とから
だの発達や特徴について理
解を深めることが出来たと
考える。

・性や健康の理解を通し
て、男女平等と人権の尊重
という視点で実施した。
・子どもを持つ保護者対象
の教室では、母親だけでな
く、父親の参加も受け入れ
た。

自他の健康課題について、
適切に判断し、行動する力
の育成や、男女の相互理解
につながった。

健康課題を解決するための
授業実践に当たり、男女双
方の意見を取り入れるよう
配慮した。

【課題・懸案事項】
薬物乱用防止教室の実施率
が全国平均に比べ低いこと
から、引き続き各学校への
啓発を行う必要がある。

【今後の方向性】
引き続き、性教育をはじ
め、薬物乱用防止教育、喫
煙防止教育等、自他ともに
大切にする教育を実施す
る。

保健体
育課

健康支
援課

・講座
「子どもたちを性被害か
ら守る」
受講者数:20人
「女性の健康講座」
受講者数:20人
・情報資料センター
特集展示「いっしょに学
ぶからだのこと　性のこ
と」
ブックガイド「いのち・
からだ・こころのブック
ガイド」

-

女性の生涯を通じての性や
健康に関する課題について
学び、正しい知識の習得と
リプロダクティブヘルス／
ライツの知識を深め、自分
のからだのことを知り、自
己肯定感の向上にも繋がる
内容として実施した。
　情報資料センターでは、
国の啓発強化施策を踏まえ
性教育に関する特集展示を
実施した。

女性が自身の健康と権利を
守って生きていくために、
女性のライフステージを踏
まえてリプロダクティブ・
ヘルス／ライツの重要性を
学ぶことは、男女が互いに
正しい知識を持ち、認識を
深めていくためにも必要で
ある。併せて、性被害を未
然に防ぐための知識や予防
教育などに関する情報提供
に努めた。

【課題・懸案事項】
性や健康に関する正しい知
識は、更年期世代だけでは
なく、妊娠・出産期にある
世代、若年層を育む保護者
や教員など、周りの大人へ
の啓発機会が必要である。

【改善策・今後の方向性】
情報資料センターの資料の
活用など啓発に繋がるよう
学校等との連携を進めると
ともに、女性の健康分野に
関しては、身近な地域での
学習機会を増やしていく。

事業
№

事業名 事業内容 年度ごとの自己評価

所管課

51101 性や健康に
関する情報
提供や講座
の開催

性や健康に関す
る正しい知識を
習得するため
に、情報提供を
行う。また、男
女共同参画セン
ター等におい
て、更年期など
性や健康に関す
る講座を開催す
る。

医療政
策課

男女共
同参画
課

健康推
進課

53 
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②性や健康に関する知識の普及啓発

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 C

H30 C

R1 B

R2 B

R3 B

③日々の健康づくりの支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

所管課

健康推
進課

男女共
同参画
課

自ら健康づくりを実践する
人を増やすために、栄養に
関する正しい知識や技術の
普及啓発を引き続き実施し
ていく。

健康推
進課

新型コロナ感染症の影響に
より感染対策を工夫しなが
ら行った。食生活改善推進
員の健康づくりに対する意
欲は高く、男女ともに生涯
を通じた健康の保持増進に
関心が持てるよう講習内容
を工夫して実施することが
できた。

講習内容を企画するにあた
り、男女双方の意見を取り
入れ、健全な食生活を実践
できるよう工夫した。

男性の食生活改善推進員の
比率が少ないことから、男
性の参加についても働きか
けていきたい。

健康推
進課

51303 食生活改善
事業

地区ボランティ
アとして活動す
る食生活改善推
進員の養成及び
教育をする。ま
た、食生活改善
推進員の地区活
動を支援する。

中央研修会　12回
地区研修　53回
地区伝達講習会　102回

51302 ヘルスサ
ポーターの
養成教室

自ら健康づくり
を実践するとと
もに、地域の中
心となって運動
を継続するヘル
スサポーター
（健康づくり支
援者）を養成す
る。

食の実践教
室

保健福祉セン
ター健康課にお
いて、食・身体
活動を中心とし
た健康づくりを
心がけ実践する
人を増やす。

食の実践教室
開催回数　50回

6,166

ヘルスサポーター養成教
室
9コース計26回

新型コロナ感染症の影響に
より感染対策を工夫しなが
ら行った。自ら健康づくり
を実践する人を増やすため
に、栄養に関する話と自宅
で調理を促すためのレシピ
配布を実施した。

LGBT当事者又は当事者・支
援者団体に属する者や、相
談業務に関わる者で当事者
からの相談を受けることが
ある者など、性の多様性に
ついて理解のある相談員を
配置し、専門的な相談を受
け付けることが可能な体制
を構築した。

LGBT専用電話相談窓口を継
続して実施するとともに、
より効果的な実施方法につ
いて検討を行う。

1,996

新型コロナウイルス感染症
の影響により、中止やプロ
グラム変更となった教室も
あったものの、内容を工夫
し、運動習慣を身につける
ための正しい知識や技術の
普及啓発を実施することが
できた。

男女ともに自分に合った運
動習慣が身につけられるよ
う、指導内容を工夫するよ
う努めた。

運動習慣を身につけるため
の正しい知識や技術の普及
啓発に向けて、引き続き実
施していく。

51203 LGBT（性的
少数者）相
談窓口の充
実
〔新規〕

LGBT（性的少数
者）専門相談窓
口を設置し、運
営する。

LGBT専用電話相談を実
施。
相談時間：毎月第3日曜
日
　　　　　14時00分～18
時00分
相談件数：26件

562

LGBT専用の相談窓口を実施
したことで、相談者の悩み
を解消又は軽減することが
できたと考える。

男女ともに健康的な食生活
を実践できるようにテーマ
や内容を工夫するよう努め
た。

51202 健康相談事
業

保健師・管理栄
養士・歯科衛生
士が、心身の健
康に関する相談
に応じ、必要な
指導及び助言を
行う。

相談件数　10,856件

2,139

心身の健康に関する個別の
相談に応じ、必要な指導お
よび助言等を行った。

女性特有の健康問題につい
て、知識の普及及び相談を
適切に実施した。

生涯にわたる心身の健康づ
くりの観点から、知識の普
及及び相談対応等を引き続
き実施していく。

各種相談に対し、個々の状
況に合わせたきめ細やかな
対応に努めた。

家庭における健康管理に資
することを目的に、今後も
引き続き実施していく。

女性の健康
支援事業

女性特有の健康
問題について、
保健師による専
用電話相談や、
女性医師等によ
る健康相談を実
施すると同時
に、知識の普及
啓発を図る。

・助産師相談
　延べ50件
・健康教育
　69回　延べ2,140人

5,027

生涯にわたる心身の健康づ
くりの観点から、知識の普
及及び相談対応等を実施し
た。

51201 健康支
援課

健康推
進課

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業

年度ごとの自己評価

6,166

51301

年度ごとの自己評価
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施策の方向性２　ＬＧＢＴ（性的少数者）への理解促進と支援

①ＬＧＢＴ（性的少数者）への理解促進と支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 C

H30 C

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

多様な性のあり方への理解
と尊重を目指し、性的指
向、性自認等にかかわら
ず、互いに尊重される社会
を形成するため、LGBT に
関する正しい情報の提供に
取り組んでいる。LGBTの当
事者を講師に招くことや地
域と共催した学習機会の提
供を行った。

【課題・懸案事項】
　市民意識の醸成と理解促
進のための関係機関の協
力。

【改善策・今後の方向性】
　学習機会の提供や理解促
進のための情報提供を進め
る。

男女共
同参画
課

男女共
同参画
課

教育指
導課

性同一性障害など性的少数
者に対する配慮を目的と
し、実施した。

52104 公的証明書
における性
別欄の廃止
〔新規〕

公的証明書類に
おける性別記載
の廃止や記載の
有無を選択でき
るよう取り組
む。

52103 LGBT（性的
少数者）相
談窓口の充
実
〔新規〕
〔基本目標
Ⅴ-1-②の
再掲〕

LGBT（性的少数
者）専門相談窓
口を設置し、運
営する。

学校における性同一性障
害に係る児童生徒に対す
るきめ細かな対応の実施
等について周知し、学校
における状況調査を行っ
た。 0

管理職を中心として教職員
向けにLGBT理解促進を行っ
た。個別に対応している学
校もあり、校内での共通理
解が図られている。中学校
の制服については女子用ス
ラックスの導入を薦めてい
る。

LGBT当事者又は当事者・支
援者団体に属する者や、相
談業務に関わる者で当事者
からの相談を受けることが
ある者など、性の多様性に
ついて理解のある相談員を
配置し、専門的な相談を受
け付けることが可能な体制
を構築した。

LGBT専用電話相談窓口を継
続して実施するとともに、
より効果的な実施方法につ
いて検討を行う。

公的証明書類だけではな
く、申請書やアンケート等
についても同様の取組みを
行っていく。

公的証明書類等における
性別記載欄の廃止や記載
の有無を選択できるよう
庁内に周知を図るととも
に、対応状況について調
査を実施した。

-

公的証明書類における性別
記載欄の廃止等について、
可能なものから対応してい
るが、R3年度に対応した件
数はなかった。
R3年度調査ではR2年度調査
より該当書類9件増。様式
改正が可能なもののうち、
未対応の様式は12件ある
が、「障害福祉サービス・
障害者支援施設等入所等措
置委託通知書」及び「障害
福祉サービス・障害者支援
施設等入所等措置委託解除
通知書」はR4年4月に改正
予定であるが、その他の改
正予定時期は未定である。
また申請書やアンケート等
で性別欄の廃止や見直しを
行った書類は69件あり、R2
年度調査より3件増加し
た。

LGBT専用電話相談を実
施。
相談時間：毎月第3日曜
日
　　　　　14時00分～18
時00分
相談件数：26件

562

LGBT専用の相談窓口を実施
したことで、相談者の悩み
を解消又は軽減することが
できたと考える。

52101 LGBT（性的
少数者）の
理解促進
〔新規〕

LGBT理解促進の
ため、男女共同
参画センターな
どで講座を開催
する。

講座「ＬＧＢＴ講座Ⅰ～
Ⅳ」
受講者数：77人

LGBTに関する基礎的知識の
習得と合わせ、相談や支援
する立場の方にも参考とな
る体験や事例紹介などの要
素も含み、支援に繋がる教
育機関等との連携により実
施した。

52102 ・LGBT理解の研修対象者を
広げ、養護教諭、生徒指導
主任、教育相談担当者の研
修会や各種協議会で取り上
げる。
・関係機関と連携し、教職
員への啓発を進める。

管理職特別研修会では、学
校における性同一性障害や
性的指向・性自認に係る、
児童生徒に対するきめ細か
な対応等の実施について周
知した。

学校におけ
るLGBT（性
的少数者）
の理解促進
〔新規〕

学校現場におい
てより適切な支
援を実施するた
め、管理職を中
心として教職員
向けにLGBT理解
促進のための研
修を実施する。

男女共
同参画
課

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

施策の方向性３　妊娠・出産期の父母への支援

①安心・安全な妊娠や出産の支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

②不妊治療に対する支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

199,196

父親の育児参加の必要性、
役割についての理解が進
み、男性が参加することが
定着してきた。

不妊専門相談センターにつ
いて、チラシ・ホームペー
ジ等でPRをし、男女ともに
一定の相談数を得ている。
特定不妊治療費助成につい
ても、チラシ、ホームペー
ジ等で周知を図った。

相談・申請時において、不
妊治療を夫婦で取り組む重
要性について認識してもら
えるよう説明を行った。

53104 母親＆父親
学級

幼保支
援課

妊婦及びその
パートナーに対
し保健師・栄養
士・歯科衛生
士・助産師によ
り、妊娠中及び
産後の保健、お
産の準備、育
児、父親の役割
などわかりやす
く指導する。

・母親学級　88回
　参加者数（延）1020人
・父親学級　44回
　参加者数（延）787人
※新型コロナウイルス感
染症拡大予防のため、人
数制限あり

1,076

制度拡充により、父親、祖
父母等も利用を可能とする
ことで、子育て家庭の支援
が一層図られるように配慮
した。

電話や面接訪問等を通じ、
妊娠・出産・子育てに関す
る相談に応じ、適切なアド
バイスが行えた。

妊娠出産時の子育て家庭の
負担の軽減や、乳幼児の健
全な育成に寄与した。
令和２年度より、制度を拡
充し、父親、祖父母等も利
用可能とした。

妊婦・出産期の父母への金
銭面での負担の軽減支援と
乳幼児の発育支援を目的と
して実施した。

健康課で実施している母子
健康包括支援センター及び
産後ケア事業と深い関連性
があることから、より一層
の連携について検討してい
く。

出産した被保険者に一律に
一定額を支給することによ
り、出産期の負担軽減につ
ながった。

1件40万8千円、産科医療
補償制度対象分娩はこれ
に1万2千円を加算。（R3
年中の分娩に対しては1
件40万4千円、産科医療
保障制度対象分娩は1万6
千円加算）
476件に支給。

・初回利用者数  424人
・利用回数　　3,730人

18,236

53103 妊娠・出産
に関する相
談
〔新規〕

保健師等の専門
職が妊娠・出産
に関する相談に
応じ、適切なア
ドバイスをす
る。

①母子健康手帳交付時全
員に応援プランを作成
6,280件
②妊娠後期面接を全区で
開始1,537件
③専用電話による相談利
用者の増加10,023件
④相談員による面接相談
4,217件

46,362

53102 出産育児一
時金

国民健康保険の
被保険者が出産
したとき、世帯
主に対し、出産
育児一時金を支
給する。

53101 エンゼルヘ
ルパ－派遣
事業

妊娠中や出産後
間もない核家族
世帯を対象にヘ
ルパーを派遣
し、家事援助や
育児援助を行
う。

支払額については国の動向
を見守る。

健康保
険課

妊娠、出産、出産後の子育
て、その後の仕事復帰等、
広く相談に応じるととも
に、子育ては夫婦で協力し
て行っていく大切さを説明
し、仕事と家庭生活の両立
が図られるよう、適切に助
言を行った。

妊娠届出時の面接におい
て、個々の妊婦やその家族
の状況に応じた応援プラン
を立案することにより、丁
寧な相談支援が行えてお
り、今後も継続していく。
妊娠期の支援を強化し、産
後の不安を軽減させるた
め、妊娠後期面接を増やし
ていく。

健康支
援課

夫婦での参加を促すと共
に、父親学級では沐浴指導
などを行い、出産・育児に
おいて父親に担ってほしい
役割を具体的に指導した。

父親の育児参加の必要性や
役割についての理解が進
み、男性の参加者は増えて
きているため、今後も継続
して参加を促していく。

健康支
援課

年度ごとの自己評価

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業

不妊専門相談センターで
は、男性からの相談が増え
ている。引き続き、PRに努
め、男女ともに相談しやす
い窓口を目指す。
特定不妊治療費助成では、
令和４年度より保険適応と
なり、年度をまたぐ1回の治
療のみ助成対象となった。
引き続き制度のPRに努め
る。

健康支
援課

53201 不妊専門相
談セン
ター・特定
不妊治療費
助成

不妊専門相談セ
ンターにおい
て、不妊症及び
不育症に関する
複雑な悩みに対
し、専門的・医
学的な相談・支
援を行う。ま
た、不妊治療に
よる夫婦の経済
的負担軽減を図
るため、特定不
妊治療費の助成
を行う。

1 不妊専門相談
（１）面接相談　開催回
数15回（日中12回、夜間
3回）、延36人
（２）電話相談　延277
件

2 特定不妊治療費助成
　1,919件 425,531

年度ごとの自己評価

所管課
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

③乳幼児の親への支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

④リプロダクティブ・ヘルス／ライツの普及啓発

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

新型コロナウイルス感染症
の影響により家庭訪問を希
望しない家庭もあり訪問延
件数は前年度より若干減少
した。そのような場合にオ
ンライン相談が実施できる
よう体制は整えた。
しかし、その家庭の様子を
確認した上で、直接会って
相談対応することには、よ
り有効であるため、感染対
策を図りながら家庭訪問を
実施していきたい。

・講座
「子どもたちを性被害か
ら守る」
受講者数:20人
「女性の健康講座」
受講者数:20人
・情報資料センター
特集展示「いっしょに学
ぶからだのこと　性のこ
と」
ブックガイド「いのち・
からだ・こころのブック
ガイド」

妊娠、出産、出産後の子育
て、その後の仕事復帰等、
広く相談に応じるととも
に、子育ては夫婦で協力し
て行っていく大切さを説明
し、仕事と家庭生活の両立
が図られるよう、適切に助
言を行った。

53401 リプロダク
ティブ・ヘ
ルス／ライ
ツの理解促
進
〔新規〕

リプロダクティ
ブ・ヘルス／ラ
イツ理解促進の
ため、情報提供
や講座の開催を
行う。

53402 妊娠・出産
に関する相
談
〔新規〕
〔基本目標
Ⅴ-3-①の
再掲〕

保健師等の専門
職が相談に応
じ、適切なアド
バイスをする。

①母子健康手帳交付時全
員に応援プランを作成
6,280件
②妊娠後期面接を全区で
開始1,537件
③専用電話による相談利
用者の増加10,023件
④相談員による面接相談
の継続4,217件

46,362

電話や面接訪問等を通じ、
妊娠・出産・子育てに関す
る相談に応じ、適切なアド
バイスが行えた。

妊娠、出産、出産後の子育
て、その後の仕事復帰等、
広く相談に応じるととも
に、子育ては夫婦で協力し
て行っていく大切さを説明
し、仕事と家庭生活の両立
が図られるよう、適切に助
言を行った。

電話や面接訪問等を通じ、
妊娠・出産・子育てに関す
る相談に応じ、適切なアド
バイスが行えた。

助産師等が、妊産婦・新生
児のいる家庭を訪問し、健
康状態の確認や出産・育児
等にかかわる様々な相談に
応じることができた。ま
た、子育ては夫婦で協力し
て行う大切さを説明した。

妊娠、出産、出産後の子育
て、その後の仕事復帰等、
広く相談に応じるととも
に、子育ては夫婦で協力し
て行っていく大切さを説明
し、仕事と家庭生活の両立
が図られるよう、適切に助
言を行った。

保健福祉セン
ターにおいて出
産する病院の情
報、新生児の育
児に関する相談
への対応を保健
師が中心に実施
する。（内容に
より助産師、管
理栄養士、歯科
衛生士に引き継
ぐ）

専用電話による相談利用
者の増加10,023件

46,362

46,362

女性が自身の健康と権利を
守って生きていくために、
女性のライフステージを踏
まえてリプロダクティブ・
ヘルス／ライツの重要性を
学ぶことは、男女が互いに
正しい知識を持ち、認識を
深めていくためにも必要で
ある。併せて、性被害を未
然に防ぐための知識や予防
教育などに関する情報提供
に努めた。

【課題・懸案事項】
性や健康に関する正しい知
識は、更年期世代だけでは
なく、妊娠・出産期にある
世代、若年層を育む保護者
や教員など、周りの大人へ
の啓発機会が必要である。

【改善策・今後の方向性】
情報資料センターの資料の
活用など啓発に繋がるよう
学校等との連携を進めると
ともに、女性の健康分野に
関しては、身近な地域での
学習機会を増やしていく。

-

女性の生涯を通じての性や
健康に関する課題について
学び、正しい知識の習得と
リプロダクティブヘルス／
ライツの知識を深め、自分
のからだのことを知り、自
己肯定感の向上にも繋がる
内容として実施した。
　情報資料センターでは、
国の啓発強化施策を踏まえ
性教育に関する特集展示を
実施した。

53303 出産・育児
の電話相談

地域保健推進員及び乳児
家庭全戸訪問員により訪
問を実施した。
地域保健推進員による乳
児訪問　延836件
乳児家庭全戸訪問員によ
る乳児訪問　延1,326件

17,130

53302 乳児家庭全
戸訪問

生後4か月まで
の乳児のいる全
ての家庭を地域
保健推進員や助
産師等が訪問
し、健康状態の
確認や育児等に
かかわる様々な
相談、育児に関
する情報提供を
行う。

生後4か月までの乳児のい
る全ての家庭を地域保健推
進員や助産師等が訪問し、
健康状態の確認や育児等に
かかわる様々な相談、育児
に関する情報提供を行うこ
とができた。また、子育て
は夫婦で協力して行う大切
さを説明した。

53301 妊産婦・新
生児訪問指
導

助産師等が、妊
産婦・新生児の
いる家庭を訪問
し、健康状態の
確認や出産・育
児等にかかわる
様々な相談に応
じる。

妊産婦訪問件数　延
4,854件
新生児訪問件数　延
4,194件

15,809

海外在住や長期里帰り、仕
事、多忙等により一部会え
ない児がおり、生後４か月
までの目視が難しいケース
がある。また、新型コロナ
ウイルスの影響で訪問を希
望しないケースもあった
が、全数状況が把握できる
よう電話や健診来所時の確
認も含め、支援の漏れが生
じないよう事業を継続す
る。

健康支
援課

妊娠届出時の面接におい
て、個々の妊婦やその家族
の状況に応じた応援プラン
を立案することにより、丁
寧な相談支援が行えてお
り、今後も継続していく。
妊娠期の支援を強化し、産
後の不安を軽減させるた
め、妊娠後期面接を増やし
ていく。

健康支
援課

出産後の子育て、その後の
仕事復帰等、広く相談に応
じるとともに、子育ては夫
婦で協力して行っていく大
切さを説明し、仕事と家庭
生活の両立が図られるよ
う、適切に助言を行った。

男女共
同参画
課

健康支
援課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

健康支
援課

所管課

電話や面接訪問等を通じ、
妊娠・出産・子育てに関す
る相談に応じ、適切なアド
バイスが行えた。

年度ごとの自己評価

妊娠、出産、出産後の子育
て、その後の仕事復帰等、
広く相談に応じるととも
に、子育ては夫婦で協力し
て行っていく大切さを説明
し、仕事と家庭生活の両立
が図られるよう、適切に助
言を行った。

健康支
援課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業

53304 妊娠・出産
に関する相
談
〔新規〕
〔基本目標
Ⅴ-3-①の
再掲〕

保健師等の専門
職が妊娠・出産
に関する相談に
応じ、適切なア
ドバイスをす
る。

①母子健康手帳交付時全
員に応援プランを作成
6,280件
②妊娠後期面接を全区で
開始1,537件
③専用電話による相談利
用者の増加10,023件
④相談員による面接相談
4,217件

妊娠届出時の面接におい
て、個々の妊婦やその家族
の状況に応じた応援プラン
を立案することにより、丁
寧な相談支援が行えてお
り、今後も継続していく。
妊娠期の支援を強化し、産
後の不安を軽減させるた
め、妊娠後期面接数を増や
していく。

妊娠届出時の面接におい
て、個々の妊婦やその家族
の状況に応じた応援プラン
を立案することにより、丁
寧な相談支援が行えてお
り、今後も継続していく。
妊娠期の支援を強化し、産
後の不安を軽減させるた
め、妊娠後期面接数を増や
していく。

所管課
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施策の方向性４　生涯にわたる健康を支援する医療の充実

①性差を考慮した医療の推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 C

H30 C

R1 C

R2 C

R3 C

H28 A

H29 B

H30 A

R1 －

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

－

女性には年齢により様々な
女性特有の身体症状があ
り、相談場所に迷っている
女性のための外来である。
　男性医師には相談しにく
い事象について、女性医師
が担当する女性相談外来を
設置し、女性が相談しやす
い環境に配慮した。

婦人科医の減員により対応
が難しく受診人数を1日1人
に制限している。しかし、
予約を希望する方はそれよ
りも少ない。

女性特有の健康問題につい
て、知識の普及及び相談を
適切に実施した。

生涯にわたる心身の健康づ
くりの観点から、知識の普
及及び相談対応等を引き続
き実施していく。

更年期障害など
女性ホルモンに
起因する女性特
有の疾患に対す
る医療を提供
し、生涯にわた
る健康の維持を
目的とした「女
性相談外来」を
運営する。

健康支
援課

生涯にわたる心身の健康づ
くりの観点から、知識の普
及及び相談対応等を実施し
た。

54102 女性の健康
支援事業
〔基本目標
Ⅴ-1-②の
再掲〕

女性特有の健康
問題について、
保健師による専
用電話相談や、
女性医師等によ
る健康相談を実
施すると同時
に、知識の普及
啓発を図る。

・助産師相談
　延べ50件
・健康教育
　69回　延べ2,140人

5,027

54101 女性相談外来
第3火曜日　14:00～
15:00
予約方法　電話

診療日数：5日
患者数：5人

令和元年度から女性専用
外来を休止しているため
実績なし。

－ － －

令和3年10月より女性相談
外来を再開した。患者数は
少ない状態が続いている。

－

年度ごとの自己評価

所管課

海浜病
院地域
連携室

青葉病
院地域
連携室

両市立病院
運営管理事
業
（女性相談
外来の実
施）

事業名 事業内容 令和３年度事業事業
№
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

施策の方向性５　高齢者や障害者の自立支援と社会参加

①介護や疾病の予防

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 B

R3 B

年度ごとの自己評価

健康推
進課

22,270

新型コロナ感染症感染拡大
による緊急事態宣言が発出
された時期もあったが、基
本的な感染対策を行った上
で対面による講座継続を実
施、併せて、オンラインで
の講座受講も併用し、予定
通り講座を実施することが
できた。

介護支援ボランティア登録
研修の参加者のうち、約
97%が本制度のボランティ
アとして登録したことか
ら、高齢者にとって介護予
防活動の契機となり、一定
の効果があったと考えられ
る。

65歳以上の高齢者を対象
に、高齢者施設等でのボラ
ンティア活動による地域貢
献・社会参加活動を通じた
介護予防制度を案内した。

55104 シニアリー
ダーの育成
〔新規〕

介護予防の促進
を図るため、介
護予防の知識と
運動指導のノウ
ハウの習得を図
るシニアリー
ダー講座を開催
する。

シニアリーダー養成講座
開催回数：12回×6区×2
コース
講座修了生：127人
シニアリーダーによる体
操教室数：195か所（R3
年度末）
各区シニアリーダー連絡
会に対し補助金交付＊22
万円×6区

必要に応じて、家庭におけ
る療養、介護予防や疾病予
防等に関する指導を引き続
き実施する。

【課題・懸案事項】
新型コロナウイルスの影響
により、ボランティア活動
が困難となっている。

【改善策・今後の方向性】
施設等の今後の動向を注視
するとともに、登録者のボ
ランティア活動による地域
貢献・社会参加活動を通じ
た介護予防のための活動を
支援していくため、引き続
き受入施設に関する情報提
供や、市政だより等で制度
周知を行っていく。

高齢者の健康増
進や介護予防の
促進を図るた
め、高齢者の介
護施設等でのボ
ランティア活動
による地域貢
献・社会参加を
支援する。

女性の参加者が多いため、
男性の参加者が孤立しない
よう、実施メニューの内容
を工夫し、男女の偏りに配
慮した。

R3年度 介護支援ボラン
ティア登録研修 参加
者・登録者数（3回実
施）
6月
参加者：20名 登録者：
20名
7月
参加者：18名 登録者：
18名
9月
参加者：1名 登録者：1
名
11月
参加者：27名 登録者：
25名

保健活動および民生委員か
らの情報等により、必要に
応じて訪問指導を実施し
た。

介護支援ボ
ランティア
制度の充実
〔新規〕

92,000

新型コロナウイルスの影響
により定員の削減があった
が、介護・疾病予防のため
の活動が行えたため。

1,002

55103

55101 訪問指導事
業

対象者の家を訪
問し、家庭にお
ける療養、介護
予防、機能訓練
の方法や疾病予
防、栄養、口腔
内衛生、認知症
等に関する指導
をする。

訪問指導延人員　323人

2,781

55102 生きがい活
動支援通所
事業

高齢者が、いき
いきプラザ・い
きいきセンター
で実施する日常
動作訓練や趣味
活動などに参加
し、介護が必要
になる状態に陥
ることを予防す
る。

いきいきプラザ 6か所
いきいきセンター 9か所
実施日　毎週火～土曜日
延べ利用者数11,273人

生涯にわたる心身の健康を
支援する関りとして、高齢
者の自立支援の観点から介
護や疾病予防に資する支援
を行った。

所管課

今後も男女ともに楽しんで
介護予防ができるよう、実
施メニューの内容を工夫し
ていく。

高齢福
祉課

介護保
険管理
課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業

健康推
進課

養成講座の受講や体操教室
の実施等を一人ひとりの特
徴に配慮しながら適切に行
えるよう、講座内容の工夫
を行った。

引き続き、基本的な感染対
策を行いながら、安全に講
座を実施していく必要があ
る。感染対策の一環として
換気が必要なため、講座の
実施時期を調整し、可能な
限り、快適な室温の確保に
努める必要がある。
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

②高齢者や障害者等が暮らしやすい環境整備

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 －

R1 －

R2 B

R3 C

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 C

R3 C

当初計画の目標に対し、実
績が下回ったため。

13,529

土木保
全課

交通政
策課

公園管
理課

事業目的を達成することが
できたため

高齢者や障害者だけでなく
老若男女問わず誰もが利用
しやすい環境になるよう、
清潔、安心安全、見つけや
すさ、使いやすさに配慮し
た整備を実施した

・歩道の段差解消 16箇
所
・視覚障害者誘導用ブ
ロックの設置　0.18km

千葉県福祉のまちづくり条
例の整備基準への適合は努
力義務であり、また、バリ
アフリー法の認定の申請は
任意であるため、まちづく
り条例の整備基準やバリア
フリー法の誘導基準を満た
した施設となっていない場
合がある。引き続き指導・
助言を行い、条例・法律の
趣旨について理解を得たう
えで施設整備を推進する。

建築指
導課

地域福
祉課

リニューアルの完了してい
ないモノレール駅舎のトイ
レについては、可能な限り
ユニバーサルデザインに配
慮した整備を進める。

－

55201

未実施 － －

・千葉県福祉のまちづく
り条例
届出・申請件数　68件
適合証交付件数　1件

・バリアフリー法
認定件数　1件

モノレール駅舎トイレの
リニューアル
（整備：桜木駅等）
（詳細設計：小倉台駅、
千城台北駅）

千葉県福祉のまちづくり条
例に基づき、建築指導課
が、公益的施設等の新設・
改修等の整備にあたり、バ
リアフリーを進めるよう届
出、内容審査、指導、助
言、勧告、適合証の交付を
行っており、地域福祉課
は、千葉市におけるこれら
を県に報告している。
※地域福祉課では事業は
行っていない。

30,624

-

高齢者や障害者等が安全で
快適に利用できる施設とな
るよう指導・助言を行い、
条例及び法律の趣旨につい
て理解を得た。

男女共同参画社会の形成を
直接的な目的とした事業で
はないが、男女問わず、高
齢者や障害者等が安全で快
適に利用できる施設となる
よう指導・助言を行ってい
る。

大規模公園の老朽化した
トイレの施設改修・実施
設計を行った。また、稲
毛公園のバリアフリー化
に向けた現地測量を行っ
た。

・昭和の森トイレ　実施
設計・建替え
・泉自然公園トイレ　実
施設計
・稲毛海浜公園トイレ
実施設計・建替え
・稲毛公園バリアフリー
化　現地測量

93,263

入札不調等により一部年度
内施行ができず、計画を下
回ったため。

バリアフリー対応トイレの
設置

バリアフリー化の一環とし
て、市内外から多くの人々
が訪れる大規模公園等につ
いては、トイレなど利用者
サービスの向上に資する施
設の改修を進めていく。ま
た、地区別バリアフリー基
本構想において特定事業の
対象としている稲毛公園に
ついて、バリアフリー化を
推進する。

ユニバーサルデザインに配
慮し、老若男女すべての人
が利用しやすいように配慮
した。

【課題・懸案事項】
道路の勾配や沿道宅地との
高低差等の現場条件によ
り、整備基準に適合した整
備が困難な箇所がある。

【改善策・今後の方向性】
可能な限りバリアフリー化
基準に適合した整備を行
う。

障害者や高
齢者にやさ
しいまちづ
くり事業

障害者や高齢者
が積極的に社会
参加できるよ
う、安全かつ快
適に利用できる
施設の整備を目
指し、特定建築
物及び公益的施
設等の事業者に
協力を求めると
ともに指導助言
をする。

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課
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第２章　千葉市の男女共同参画の推進

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 －

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 －

H29 －

H30 B

R1 B

R2 D

R3 A

住宅整
備課

グリーンスローモビリ
ティやデマンド交通など
地域住民自ら守り育てる
移動手段として「支え合
い交通」の導入検討を開
始した。 2,817

公共交通が不便な地域での
移動手段を確保する新たな
取組みを開始したため。

0

高齢者や障害者等が自立し
て生活をしていけるように
安全、安心な住宅の情報を
提供した。
その結果、民間賃貸住宅の
成約件数7件に至った。

高齢者、障害者等が暮らし
やすい環境整備を目的に、
安全、安心な住宅の情報を
提供するなど、自立して生
活をしていけるよう配慮し
た。

引き続き、制度利用希望者
の要望に応えられるよう不
動産団体と協議するなど登
録件数を増加させる必要が
ある（R3年度末　登録戸数
210戸）

55204 地域参画型
コミュニ
ティバス等
導入の推進
〔新規〕

公共交通が不便
な地域での移動
手段を確保する
ため、地域主体
によるコミュニ
ティバス等の導
入を促進する。

55202 ・都市再生機構（UR）が
提供している高齢者向け
優良賃貸住宅の情報提供
・サービス付き高齢者向
け住宅の登録
　登録件数 61件（2,450
戸）
　(※令和３年度末時点)

55203 千葉市民間
賃貸住宅入
居支援制
度・補助制
度

60歳以上の単身
者または60歳以
上の高齢者を含
む世帯や障害者
世帯等に対し、
（一社）千葉県
宅地建物取引業
協会千葉支部及
び（公社）全日
本不動産協会千
葉県本部の協力
のもと、民間賃
貸住宅の情報を
提供する。
また、同制度を
利用して民間賃
貸住宅に入居す
る際に家賃債務
保証会社と保証
委託契約をした
場合、初回分の
保証委託料の2
分の1（限度額2
万4千円）を補
助する。

－

①制度概要チラシ作成・
配布
②すまいのコンシェル
ジュにて随時相談受付
（月～金曜および第1・3
日曜の10時～15時）
③家賃債務保証料の補助
・相談件数　158件
・成約件数　7件
・補助件数   0件

事業
№

令和３年度事業

高齢者の居住の安定を図る
ために、医療・介護が連携
した地域ケア体制の充実が
不可欠である。

－

高齢者が暮らしやすい環境
を整備し、高齢者向けの安
全、安心な住宅の情報を提
供した。

－－

年度ごとの自己評価

高齢者が暮らしやすい環境
整備を目的に、高齢者向け
の安全、安心な住宅の情報
を提供するなど、自立した
生活を継続できるよう配慮
した。

所管課

支え合い交通は、地域が主
体となり、地域の移動実態
やニーズにあった持続可能
な交通を検討することか
ら、老若男女問わず導入検
討に参画している。

公共交通不便地域やスポッ
ト的に公共交通へのアクセ
スが困難な地域等への支え
合い交通の導入を検討する
ため、実証調査等を実施
し、その効果等について検
証する。

交通政
策課

住宅政
策課

建替事業は実施していない
が、引き続き高齢者に利用
し易い住環境を提供してい
く。

事業名 事業内容

高齢化に対
応した住宅
の確保

市営住宅の建替
えに際し、全住
戸の室内の段差
解消や手すりの
設置などの高齢
化対応を図る。
また、高齢者に
配慮した優良な
賃貸住宅の情報
提供及びサービ
ス付き高齢者向
け住宅の登録を
実施する。

住宅政
策課
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③高齢者や障害者の日常生活の支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 A

H30 A

R1 A

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 E

R3 D

介護保
険事業
課

地域包
括ケア
推進課

地域包
括ケア
推進課

利用者等から聞いた内容や
他の事業所の良い点を基
に、事業所により適切な助
言を行えるよう、必要に応
じて相談員間で意見交換を
行う等した。

引き続き訪問活動を行うこ
とにより、適切に入所者や
その家族の相談に応じられ
るように配慮する。

アンケートより、三世代同
居等の開始前と比べ、同居
等の開始後は高齢者への支
援を強化、高齢者と密に連
絡をとるようになった、高
齢者が孫の面倒を見る等の
家族間での助け合いが促進
されているとの意見があっ
た。
これらの意見から、三世代
での同居等は高齢者の孤立
防止と家族の絆の再生に繋
がっていると考えられる。

研修時には、男性介護者が
孤立しないように、介護者
同士の交流の時間を持っ
た。

引き続き、効果的な周知を
検討していく。

研修を通して、介護の知
識・技術を伝えるととも
に、男女がともに支え合い
ながら介護することの大切
さを伝えることができた。
また、介護の不安や悩みを
解消するため、電話相談や
訪問レッスン等を実施し、
在宅介護の負担軽減を図る
ことができた。アンケート
の結果、受講生の満足度は
高く、仕事と介護の両立に
一定の効果があった。

総合相談支援業務・権利擁
護業務・包括的・継続的ケ
アマネジメント業務・介護
予防ケアマネジメント業務
において、相談者や利用者
の性別について配慮を行っ
た。

今後も安定した事業運営が
できるよう、引き続き、高
齢者人口に応じ、包括３職
種を配置し、きめ細かな対
応をとれる体制を整える。

新型コロナウイルス感染拡
大のため１２月・１月上旬
のみ派遣を実施し、その他
は派遣を休止としたため。

6,475

家族介護者支援事業とし
て、家族介護者研修のほ
か、家族介護者への電話
相談、訪問レッスンを実
施
・家族介護者研修
　7回開催　72人
・電話相談　536件
・訪問レッスン　72件
（事業№42104と一体的
に実施）

今後も地域課題に応じた生
活支援体制の整備を図る。
また、千葉市生活支援サイ
ト（情報公表システム）に
より、情報の一元化を図
り、正確で充実した情報の
発信をしていく。

55305 介護相談員
派遣事業

介護相談員が施
設等を訪問し
て、利用者等の
相談を受け、そ
の内容を施設等
の管理者・職員
に伝えること等
により、利用者
等の不安・不満
の解消やサービ
スの質の向上を
図る。

新型コロナウイルス感染
予防のため、事業所に対
する介護相談員派遣を休
止していたが、感染状況
が落ち着いた１２月・１
月上旬のみ派遣を実施し
た。

1,175

地域の通いの場の支援や、
地域資源開発などの生活支
援コーディネーターの活動
において、性別について配
慮を行った。

55304 三世代家族
同居の支援
〔新規〕

高齢者の孤立防
止や家族の絆の
再生を図るた
め、三世代家族
の同居などに要
する費用の一部
に助成する。

新築　19件
購入　16件
改築　 0件
増築　 1件
賃貸　 2件
転居　15件
合計　53件

28,179

55303

圏域ごとの高齢者人口に応
じて配置する専門職（包括
３職種：保健師・社会福祉
士・主任介護支援専門員）
を２人増員し、１４６人と
した。
相談件数等も堅調に推移し
ており、高齢者等の日常生
活の支援を行う体制の確保
ができた。

55302 生活支援
サービスの
充実
〔新規〕

高齢者の生活支
援の基盤強化を
図るため、生活
支援コーディ
ネーターを配置
するとともに、
地域における生
活支援・介護予
防のニーズを把
握し、住民同士
の支え合いの推
進と地域づくり
を支援する。

第２層生活支援コーディ
ネーターの配置を、４区
→６区に拡充した。ま
た、千葉市生活支援サイ
ト（情報公表システム）
により、地域の通いの場
や生活支援サービス等の
地域資源に関する情報の
一元化を図るとともに、
随時更新を行った。

99,581

第２層生活支援コーディ
ネーターの配置を順次行う
とともに、千葉市生活支援
サイト（情報公表システ
ム）を活用し、地域ごとに
必要な生活支援サービスの
最新情報の公開・情報発信
に努めることができた。

55301 あんしんケ
アセンター
（地域包括
支援セン
ター）運営
事業

高齢者が、住み
慣れた地域で安
心した生活が送
れるよう、介護
予防ケアプラン
の作成をはじ
め、介護や福祉
などに関する
様々な相談に応
じるほか、権利
擁護などの支援
を行う。

相談件数は95,292件とな
り、対前年度比で9,599
件増（11.2％増）となっ
た。
相談内容別では、「介護
保険制度に関すること」
が46,361件と、全体の
48.7％を占めた。 989,679

高齢福
祉課

高齢者に援助が必要となっ
た時に、子、孫の二世帯で
の協力が得られることに加
え、孫の年齢が低い期間
は、高齢者が孫の面倒を見
ることで、子世帯の育児負
担軽減、就労の促進につな
がる。

三世代同居等の後押しにな
るよう周知を図っていく。

高齢福
祉課

在宅介護者
支援の充実
〔新規〕

家族介護者の身
体的・精神的負
担を軽減するた
め、家族介護者
の相談を専門的
に行う機関を設
置するととも
に、介護技術の
講習を行う。

所管課

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価
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④高齢者や障害者への虐待の防止と被害への対応

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 B

H29 B

H30 B

R1 －

R2 B

R3 B

H28 B

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 C

H29 C

H30 A

R1 A

R2 C

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 E

R3 E

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 D

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 A

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

高齢者虐待による分離が必
要なケースを適切に判断
し、その後の処遇について
速やかに対応するため、虐
待防止マニュアルに沿った
説明会、検討会を実施す
る。また、高齢者虐待以外
の認知症高齢者の一時保護
等においても適切な制度利
用を周知徹底する。

55405 高齢者虐待
発生時の居
室確保
〔新規〕

高齢者虐待が発
生し被虐待者と
虐待者の分離が
必要な場合、ス
ムーズに施設に
入所できる体制
を整備する。

高齢者福祉施設等の職員が
高齢者の権利擁護について
の理解を深め、身体拘束廃
止に向けた取り組みが学べ
るよう継続して研修を開催
する。

地域包
括ケア
推進課

業務の特性上、本プランで
位置づけている基本目標や
方向性の全てに合致するも
のではないが、権利擁護や
虐待防止に関する知識を習
得する機会を提供すること
ができ、本プランの目標の
一部は達成できたと考える
ため。

虐待発生時に養護者との
分離を要する被虐待者に
対して事業を活用する。
・利用者　46名
・延べ日数　827日

8,303

年間で居室を確保すること
で、分離が必要な被保護者
を直ちに分離することがで
きた。
しかし、分離後の処遇が決
定するまでに時間を要し、
利用日数が長期化したり、
分離が必要な状態を繰り返
してしまうケースがあり、
利用後の処遇や支援に課題
が残った。

55406 高齢者権利
擁護・身体
拘束廃止研
修
〔新規〕

高齢者権利擁
護・身体拘束廃
止にかかる新任
職員研修及び専
門実践研修を実
施することによ
り、身体拘束を
行わない質の高
い介護の提供を
目指す。

高齢者福祉施設等の職員
に対して権利擁護の理解
を深め、身体拘束を行わ
ない質の高い介護を提供
することを目的に研修を
開催した。
・新任研修：3回53名
・専門研修：1回32名

664

55404 厚労省が実施する高齢者
虐待対応状況調査等を通
じ、高齢者虐待の実態の
把握に努めた。高齢者虐
待防止連絡会において、
高齢者虐待防止マニュア
ルに関する情報共有と意
見徴収を行い、マニュア
ルの改訂に関する検討を
行った。

0

55402

保健福
祉総務
課

実地での指導監査を行う
中で、虐待防止に関する
事項について指導を行っ
た。

0

新型コロナウイルス感染拡
大の影響により、当初の計
画通りに指導監査を実施で
きなかったため。

-

高齢者虐待
防止マニュ
アルの充実
〔新規〕

パンフレットの配布や研修
会の開催等、高齢者虐待防
止に関する普及啓発活動が
できた。

障害者も含めた多様性を理
解し尊重することができる
共生社会の実現を目指すた
め、障害者虐待防止にかか
る講演会「障害のある人と
地域との関わり」を企画し
たが、講演会は中止となっ
た。

講演会の開催方法の見直し
や計画的なリーフレットの
配布を通じて周知を図る必
要がある。

障害者虐待防止センター
通報件数　 14件

一時保護居室確保
一時保護した人数（実
数）1人
延べ利用日数　143日 6,430

実地での指導監査を基本と
しつつ、新型コロナウイル
ス感染症のまん延状況に
よっては時期の延期や書面
監査への変更を行うなど弾
力的な対応を行う。

新型コロナウイルス感染
予防のため、事業所に対
する運営指導を中止し
た。

-

運営指導を中止したため。

高齢者虐待防止パンフ
レットを7,500部作成
し、あんしんケアセン
ターや民生委員等へ配布
した。

372

地域住民や地域の関係機関
が、高齢者虐待についての
知識や理解を深め、性差に
よる特徴に配慮しながら、
高齢者虐待の予防と早期発
見・早期対応、再発防止に
努めた。

55401 障害者虐待
防止の普及
啓発
〔新規〕

障害者虐待につ
いて、市民の知
識や理解を深め
るため、障害者
虐待防止リーフ
レットを作成・
配布するととも
に、障害者虐待
防止にかかる講
演会を開催する
ことにより、普
及啓発活動を行
う。

高齢者虐待の実
態を調査し、必
要に応じて高齢
者虐待防止マ
ニュアルを改訂
するとともに、
関係機関などに
配布し、高齢者
虐待防止に対す
る周知を図る。
また、施設など
への虐待防止に
関する指導・監
督を強化する。

55403 高齢者虐待
予防・防止
の普及啓発
〔新規〕

高齢者虐待につ
いて、市民の知
識や理解を深め
るため、高齢者
虐待防止パンフ
レットを作成・
配布するなど、
普及啓発活動を
行う。

障害者虐待について、迅速
に対応ができた。

障害者の権利や尊厳が守ら
れるよう、障害者虐待の対
応を迅速に行った。

虐待防止講演会を3年ぶ
りに開催

184

新型コロナウィルス感染症
対策を行ったうえで、3年
ぶりに開催することができ
た。

所管課

引き続き、365日24時間体制
を維持し、通報に対し迅速
に対応する。

障害者
自立支
援課

高齢者虐待の予防と早期発
見・早期対応のため、より
多くの地域住民に対し、正
しい知識や相談先等の周知
が必要であるため、引き続
き、パンフレットを活用し
た普及啓発活動を行う必要
がある。

地域包
括ケア
推進課

障害者
自立支
援課

高齢者一人ひとりの人権が
尊重され、社会の一員とし
て安心して暮らしていける
よう、高齢者虐待の実態を
調査し、マニュアル改訂に
向けた検討を実施した。

高齢者虐待防止マニュアル
の改訂により、高齢者虐待
の早期発見のためのポイン
トの明示や、早期対応のた
めの庁内関係機関の役割の
明確化を行うことで、高齢
者虐待対応の強化を図る。
また、ホームページ等を活
用し、広く周知を図ってい
く。

地域包
括ケア
推進課

現行マニュアルについては
ホームページに公開済であ
る。高齢者虐待防止マニュ
アルの改訂に向け、意見聴
取を行い、内容の検討を実
施できた。

－

引き続き運営指導を行うこ
とにより、適切に事業所で
の高齢者虐待防止研修の実
施状況を確認していく。ま
た、虐待について相談が
あった場合、必要に応じ、
関係課と連携して調査を実
施し、指導・監督を行って
いく。

介護保
険事業
課

地域包
括ケア
推進課

高齢者一人ひとりの人権が
尊重され、社会の一員とし
て安心して暮らしていける
よう、虐待者と被虐待者を
分離するための体制を整備
し、適切にサービス提供が
行われた。
令和3年度より、利用可能
な施設を増やすことで、性
差による利用のしにくさの
軽減を図った。

高齢者一人ひとりの人権が
尊重され、社会の一員とし
て安心して暮らしていける
よう、市内の事業所従事者
を対象とした研修におい
て、虐待防止等の権利擁護
の重要性を説明し、職員の
意識醸成を図った。

障害者虐待
防止セン
ターの整備
及び一時保
護居室確保
〔新規〕

各保健福祉セン
ターに障害者虐
待に関する通報
等を受け付ける
障害者虐待防止
センターを設置
するとともに、
被虐待者を一時
的に保護できる
体制を整備す
る。
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⑤障害者の相談・支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

障害福
祉サー
ビス課

所管課

精神保
健福祉
課

55503 障害児等療
育支援事業

在宅の重症心身
障害児(者)、知
的障害児(者)及
び身体障害児の
地域における生
活を支えるた
め、これらの者
の保護者や介護
者が、身近な地
域で療育指導等
が受けられるよ
う、療育支援体
制を充実させる
ことにより、こ
れら障害児等及
び保護者等の福
祉の向上を図
る。

・訪問療育相談　185件
・外来療育相談　106件
・施設支援一般指導
　6件

1,645

必要な情報の提供等の便宜
を供与することや、権利擁
護のために必要な援助を行
うことができた。

各区保健福祉セ
ンター健康課、
こころの健康セ
ンター等におい
て、嘱託医、精
神保健福祉相談
員、保健師によ
る精神保健福祉
に関する相談、
訪問支援等を行
う。

１　保健福祉センター
(1)嘱託医による相談(予
約制）　93回　162件
(2)相談員、保健師によ
る相談(随時）2,435件
(3)相談員、保健師によ
る訪問(随時)　565件
２　こころの健康セン
ター
(1)嘱託医による相談(予
約制)ｱﾙｺｰﾙ、薬物、思春
期、高齢者　59件
(2)相談員、保健師によ
る相談(随時)　1,357件
(3)こころの電話10：00
～17：00　3,323件

29,219

精神保健福祉に関する相談
対応等を行うことができ
た。

55501 障害者相談
支援事業

障害者、障害
児、障害児の保
護者及び障害者
等の介護を行う
者からの相談に
応じ、必要な情
報の提供等や、
権利擁護のため
に必要な援助を
行うことによ
り、障害者等が
自立した日常生
活や社会生活を
営むことができ
るよう支援す
る。

相談支援利用者実人数
2,639人
相談支援延件数　22,100
件
相談支援事業者に対する
指導・助言の件数　485
件
相談支援事業者の人材育
成の支援件数　93件
相談機関との連携強化の
取組の実施回数　344回 165,158

55502 精神保健福
祉相談事業

必要な情報の提供等の便宜
を供与することや、権利擁
護のために必要な援助を行
うことができた。

障害者一人ひとりの人権が
尊重され、社会の一員とし
て安心して暮らせるよう、
個々の置かれた状況の把握
に努め、相談業務を行っ
た。

【課題・懸案事項】
性犯罪者加害者やセクハラ
を行う者に対する支援が困
難

【改善策・今後の方向性
等】
差0-ビス事業所の対応力の
向上や警察との連携を強化
する。

障害福
祉サー
ビス課

【課題・懸案事項】
他の相談支援事業との役割
の違いが明確でない。

【改善策・今後の方向性
等】
本事業と類似する事業を整
理するための検討を行う。

男女問わず、相談者の人権
に配慮した相談支援を行っ
た。また、相談者の置かれ
た状況に応じ、個別的な対
応に努めた。

【課題・懸案事項】
相談の内容は保健、医療、
福祉の広範にわたり、ま
た、相談者が複雑な問題を
抱えていることが少なくな
いため、精神保健福祉に関
する専門的知識と技術を有
する精神保健福祉士や保健
師が対応する必要がある。

【改善策・今後の方向性】
相談スキルをアップするた
めの研修の開催について検
討する。

障害者一人ひとりの人権が
尊重され、社会の一員とし
て安心して暮らせるよう、
個々の置かれた状況の把握
に努め、療育相談及び指導
を行った。
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⑥障害者の自立と社会参加の支援

実績
（具体的な内容）

決算額
（千円）

年度 自己評価
自己評価を
選択した理由

男女共同参画に
配慮した点

課題・懸案事項・
改善策・今後の方向性等

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 A

H29 A

H30 A

R1 A

R2 A

R3 A

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 －

R3 －

H28 A

H29 A

H30 －

R1 －

R2 －

R3 －

H28 B

H29 B

H30 B

R1 B

R2 B

R3 B

事業
№

事業名 事業内容 令和３年度事業 年度ごとの自己評価

所管課

55605

182

年度当初に実習申込がな
かったため、前年度に比べ
て減少した。（10件→6
件）

0

新型コロナウイルス感染症
の影響により、早々に中止
が決定されたため。

【課題・懸案事項】
本事業の周知を図る必要が
ある。

【改善策・今後の方向性】
平成28年度に締結した千葉
労働局との協定に基づき、
ハローワーク等の窓口に本
事業のリーフレットを配架
するなど周知に務める。

障害者
自立支
援課

多様性を理解し尊重するこ
とができる共生社会の実現
を目指すため、一般就労を
希望する障害者に対して、
企業で職場実習を実施し、
就職後の定着支援まで一貫
して関わり、確実に職場定
着に結び付けることによ
り、障害者の自立を支援し
た。

平成29年度末をもって事
業廃止

-

障害者
自立支
援課

障害者職場
実習の促進
〔新規〕

障害者と企業の
相互理解を深
め、障害者の一
般就労を促進す
るため、企業で
の職場実習を実
施する。

職場実習の実施
（13件）

55603 就職面接会 就職希望者と事
業主との就職面
接会を関係機関
と共催し、障害
者への就職支援
を行う。 中止

55604 障害者職業
能力開発プ
ロモート事
業

障害者職業能力
開発プロモー
ターを設置し、
特別支援学校生
徒の実習先や職
業訓練の受託
先、雇用の場と
なる企業の開拓
を行うととも
に、教育、福
祉、企業などの
関係機関との連
携強化を図り、
本市障害者の一
般就労を支援す
る。

障害者
自立支
援課

55602 ボランティ
ア活動支援
事業

知的障害者のボ
ランティア活動
を推進するた
め、その活動の
機会を用意する
などの支援を行
う。

参加人数　　1,776人
（内訳）
障害者本人　1,420人
支援者　　　　356人

560

公園での清掃活動を通じ
て、障害者の社会参加が促
進された。

多様性を理解し尊重するこ
とができる共生社会の実現
を目指すため、在宅の知的
障害者にボランティア活動
の機会を提供し、障害者の
社会参加を支援した。

55601 千葉障害者
就業支援
キャリアセ
ンター事業

千葉障害者就業
支援キャリアセ
ンターの運営に
参画し、本市の
障害者の一般就
労を支援する。

相談件数 2,356件(1,823
件)
実習件数 135件(134件)
就職件数  7件(7件)

※(　)内は千葉市在住の
障害者の件数

8,596

千葉障害者就業支援キャリ
アセンターの運営を通じ
て、障害者の就労に伴う、
障害者及び事業主への助言
を行うことができた。

多様性を理解し尊重するこ
とができる共生社会の実現
を目指すため、障害者に対
して、一般就労に向けた支
援をするとともに、事業主
に対して、就労における障
害特性への配慮への助言等
を行い、障害者の自立を支
援した。

引き続き、千葉障害者就業
支援キャリアセンターの運
営に参画していくととも
に、平成29年度をもって一
般就労支援事業であったプ
ロモート事業が廃止となっ
たことからこれまで以上に
連携をしていく。

雇用推
進課
障害者
自立支
援課

-

障害者が社会の一員として
働けるよう、引き続き、機
会の創出を図っていく。

引き続き、委託先と連携し
ながら、障害者のボラン
ティア活動を支援してい
く。

障害者
自立支
援課

- --
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